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ICT産業の「革新」とグローバル展開第2節

我が国のICT産業革新の概況1
第1節でも述べたように、スマートフォン等に代表される情報端末の普及は我が国のICT産業構造にも大き
な変革をもたらしている。海外企業が我が国に参入してきたことにより、ガラパゴス市場と呼ばれていた日本の
携帯関連ビジネスにおいて急速にグローバル化が進み、プラットフォーム、端末メーカー、部品メーカー等の幅
広い産業の構造が変わりつつある。
本項では、このようなスマートフォンの急激な普及等の変化がICT産業にどのような変化・革新を起こしつ
つあるか概観するとともに、近年ICT産業の革新の原動力となっているICTベンチャーの動向について紹介す
る。

（1）ICT関連産業の動向

ICT産業における決算動向を見てみると、上位レイヤー、特にプラットフォームレイヤーの好調さがより鮮
明になっている。海外ではGoogleやFacebookを初めとした上位レイヤーが大幅な増収となっており、日本国
内に置いても楽天、Yahoo、DeNA等の企業が好決算となっている。また、国内の通信キャリアにおいてはス
マートフォンへの移行によるデータ通信料増加に支えられる形で増収傾向となっている。
ITベンダーにおいては、海外ではOracleやSAPなど自社の強みを生かしている企業は増収を確保している
一方で、国内では富士通など事業転換を急いでいる企業は減収傾向が目立つ。メーカー系にいたっては昨年に引
き続きApple、Samsungの好業績が目立つ一方、我が国のメーカーはICT以外の事業も含まれるとはいえ、金
融系で柱を持つソニーを除きおおむね厳しい決算状況となっている。（図表1-2-1-1）。
一方で好調と言われる海外の上位レイヤーにおいても変化が起き始めている。2010年前半にiPhoneの好調
に押され、GoogleやMicrosoftの時価総額を抜き世界1位の時価総額になったAppleだが、2012年9月に1株
700ドルを突破したのをピークに株価は下落しつつある。かつてはGoogleの2倍以上の6千億ドルを超えてい
た同社の時価総額は2013年5月7日現在で4千億ドル強、世界2位のエクソンモービルと時価総額の上下が入

（出典）各社決算発表資料より作成

国内・海外の主要ICT企業の決算動向図表1-2-1-1
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※１ 海外企業は2012年通期（1-12月)決算で記載。日本企業は2012年度(2012/4～2013/3)決算で記載。ただし決算期が異なるOracleは2012/6-2013/5通期決算、RIMは2012/3-2013/2月決算。 
※２ 為替レートを1＄=86.74円、1€=114.45円、1KRW=0.0784円、1台湾ドル＝2.9円（2012/12末レート）にて円換算。 
※３ NTT連結はＮＴＴ持株、NTT東西、NTTコム、NTTドコモ、NTTデータ等を含む。 
※４ 電機メーカーの数値は各社連結決算数値のため、携帯端末事業以外の事業売上も含む。 
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れ替わる局面もある状況となっている（図表1-1-1-10参照）。
一方で、国内の上位レイヤーをみると、近年成長を続けているソーシャルゲームに関して変化が起こってい
る。以前よりパソコン向けのオンラインゲーム事業を
行っていたガンホー・オンライン・エンターテイメン
トが、2012年2月にリリースしたスマートフォン向
けソーシャルパズルゲーム「パズル＆ドラゴン」が
2013年4月末時点で1,300万ダウンロードを超える
大ヒットを記録し、同社決算は前年比で売上高が約
2.7倍、営業利益は約7.9倍となり、それに伴い株価
もおよそ50倍以上＊1に上昇。時価総額は2013年4
月に1兆円を超え、DeNAの2.5倍、GREEの3倍以
上にまで急成長を遂げている（図表1-2-1-2）。これ
まで急拡大してきたソーシャルゲーム業界だが、最近
では同社に代表されるゲームアプリを自社開発する企
業も多数参入してきており、今後更に競争が激化して
いくことが予想される。

（2）モバイル端末市場の動向

前節第1項（2）で述べたように、スマートフォン・タブレット端末への急速な移行が進んでおり、民間調査
機関の予測では、フィーチャーフォンからスマートフォン、パソコンからタブレット端末への移行が急速に進む
ことが予測されている（図表1-1-1-7、図表1-1-1-8参照）。このような端末環境の変化が、モバイル端末市場
にどのような変化をもたらしているか、世界及び日本におけるスマートフォン、タブレット端末の市場動向を紹
介する。
ア　スマートフォン市場の動向
世界のスマートフォン＊2の販売台数は、2012年に6.8億台となり2011年から1.44倍に増えている。メー
カー別では韓国Samsungが30.3％とシェアを大きく伸ばしほぼ横ばいだったAppleを抜き世界販売台数で首
位となった。この2社で世界のスマートフォン販売のほぼ半分を占める一方、3位以下のメーカーは日本企業を
はじめNokiaやRIMも軒並みシェアを落としている。OS別では2012年においては、Samsungのシェア拡大
が牽引する形でAndroidが全体の約3分の2を占めるまでに至り、AndroidとiOSで全体の8割を超え、市場
の寡占度を表すHHI＊3も大きく上昇している。このことからもOSレベルでは2つのOSによる寡占化が進んで
いることがわかる（図表1-2-1-3）。
日本のスマートフォンの販売台数は、2012年に3,218万台となり2011年から1.29倍に増え、メーカー別で
はAppleがシェアを27.9％に伸ばし年間販売シェアで首位になった。加えてSamsungもシェアを6.3％から
7.7％にシェアを伸ばす一方で、日本メーカーは総じてシェアを落としている。OS別では世界と同じ傾向にあ
り、2012年にAndroidが過半数を占めるまでに至り、iOSと合わせると全体の8割を超えHHIも上昇している
（図表1-2-1-4）。
これらの傾向は冒頭の決算にも如実に表れており、Apple、Samsung、そしてAndroidのGoogleの台頭に
より、世界および日本の市場構造が変わりつつある状況にあることがうかがえる。

＊1	 同社は2013年3月27日に1株を10株とする株式分割を行ったため、2012年2月1日時点の株価終値173,000円を1/10に換算し
2013年5月10日終値1,042,000円と比較。

＊2	 本項の携帯端末市場に関するデータはガートナー社調査を用いており、スマートフォンは、①仕様の全部若しくは仕様の一部を公開してい
るOSを採用している端末であること、②ソフトウェア開発者に対して、APIを利用可能なソフトウェア開発環境（SDK）が提供されている
OSを採用している端末であること、③移動通信網に対応する端末であり、タブレット端末を除く、の3点を満たすものをスマートフォンと
する同社の定義に基づいている。なお、②については、Symbian、Linux、Android、Windows	Phone、RIM（BlackBerry	OS）、iOSなど
が該当する。ガートナー社ではSymbian	OSやLinux	OSが採用されているNTTドコモのFOMA端末（2004年（平成16年）以降）につい
ても、NTTドコモが認めた第三者に対してAPIが利用可能なソフトウェア開発環境が提供されており、この条件に合致しているため、スマー
トフォンに含めている（一部例外あり）。

＊3	 ハーフィンダール・ハーシュマン指数：市場の寡占度を測る指標。業界各社のシェア率を各々2乗した総和で求められ、数値が大きいほど
寡占市場である。通常は売上高シェアで算出するが、ここではデータ上の制約により台数シェアにて算出している。

主要国内ゲーム関連企業の株式時価総額比較図表1-2-1-2

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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イ　タブレット端末関連市場の動向
世界のタブレット端末市場においては2013年第1四半期は世界で49.2百万台が出荷され、昨年同期比で2.4

倍に拡大した。メーカー別では2012年第1四半期では過半数を超えていたAppleだったが、2013年第1四半
期は39.6％に大きくシェアを落とした反面、Samsung、Asusのシェアが大きく伸びAndroidOSタブレットが

世界のスマートフォン販売台数シェアの変化図表1-2-1-3

（出典）Gartner資料より総務省作成
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● 世界スマートフォン販売台数シェアの変化（09年⇒11年⇒12年） 
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日本のスマートフォン販売台数シェアの変化図表1-2-1-4

（出典）Gartner資料より総務省作成
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過半数を超えた。OS別シェアではAndroidとiOSのシェアが1年でそっくり入れ替わった格好になっているよ
うに、タブレット端末ではスマートフォン以上に市場シェアの変化が起きている状況にある（図表1-2-1-5）。

また、平成24年通信利用動向調査を見ても国内のタブレット世帯保有率は平成23年の8.5％から平成24年
は15.3％にほぼ倍増しており、個人のタブレット端末からのインターネット利用についても4.2％から7.9％に
伸びるなど、徐々にタブレット端末市場が立ち上がってきている状況にある。

これらのタブレット市場の立ち上がり・拡大の背景としては、7インチ前後の小型タブレット端末をはじめと
した低価格タブレット端末の登場が要因として考えられる。2012年以降に発売された端末を見てみると、端末
メーカー主導のiPad mini（Apple）、プラットフォーム主導のNexus7（Google）やKindle Fire HD

（Amazon）、キャリア主導のdtab（NTTドコモ）など各社がタブレット市場へ参入してきており、いずれも2
～3万円前後の価格設定がされるなど低価格化が進んでいる。今後においてもこれらタブレット端末市場の立ち
上がりや普及を背景に更に価格競争が進むものと予想される。

（3）スマートテレビ＊5の動向

スマートテレビについては、放送系、メーカー系、ネット企業系に通信事業者も加わり、様々な主体が取組を
進めている。

通信事業者においてはブロードバンドサービスの魅力向上やスマートフォン・タブレット端末との連携の観点
から、スマートテレビをめぐる動きが本格化してきている。NTTでは平成24年3月にNTT西日本が「光
Box+」、同6月NTT東日本が「光Box2」の提供を開始しており、KDDIでも同社が開発した「Smart TV 
Box」を、提携ケーブルテレビ各社＊6にて平成24年11月より順次提供を開始している。各社ともSTBとして

　世界におけるタブレット端末出荷台数シェア図表1-2-1-5

（出典）Worldwide Tablet Market Surges Ahead on Strong First Quarter Sales, Says IDC, 01 May 2013＊4
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＊4	 WindowsOSにはWindowsRT含む
＊5	 本項での「スマートテレビ」は、平成24年版情報通信白書第2章第3節2（1）「スマートテレビの加速」において用いた「インターネット接

続を通じてウェブ・ソーシャルメディアの利用、アプリの利用、デバイス間連携などの機能拡張を実現するテレビ端末ないしセット・トッ
プ・ボックス」との定義を踏襲している。

＊6	 J:COM、JCN、大分ケーブルテレコム
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自社および提携先のブロードバンド回線顧客に対し提供することで、動画視聴やネットブラウジング、アプリ利
用を可能としており、「Smart TV Box」ではスマートフォン・タブレット端末との連携機能を盛り込むなどマ
ルチスクリーン化も意識している。また、KDDIでは平成25年4月にジュピターテレコム（J:COM）を連結子
会社化し、同年秋にはKDDI子会社のJCNと統合することを発表しており放送と通信の融合への取組を進めて
いる（図表1-2-1- 6）。

さらに、平成25年2～3月にテレビのHDMI端子に差し込むスティック型の端末により映像サービス等を提
供するサービスをNTT、KDDI、ソフトバンクが相次いで開始している（図表1-2-1-7）。このように各通信事
業者ともに映像コンテンツやアプリ等の上位レイヤーへ展開を進めている状況にある。

メーカーにおいても、SonyやPanasonic等の日本メーカーは自社のタブレット端末やスマートフォンと連携
を図りスマートフォンから番組の予約や視聴を可能にするなど、マルチスクリーンを軸に映像コンテンツへの展
開を行うことによる端末の魅力向上を図っており、海外メーカーでもSamsung、LG電子などのメーカーが自
社製造のテレビをスマートTV化し参入している（図表1-2-1-8）。

主要通信事業者によるスティック型スマートTVサービス図表1-2-1-7

（出典）各社公表資料より作成

NTTドコモ KDDI ソフトバンク

商品名 「dStick」 「au Smart TV Stick」 「SoftBank SmartTV」（スマテレ）

発売日 2013年3月1日 2013年2月23日 2013年2月20日

価格 8,925円（端末の月額費用無し） 9,800円（端末の月額費用無し） 月額490円

機能など
・DLNA/YouTube対応
・「dビデオ」「dアニメストア」「dヒッツ」をテレビで

視聴可能。ホームネットワーク内にあるDLNA対応
のパソコンやスマホから画像・動画などを再生可能

・YouTube/ニコニコ動画/Androidアプリ対応
・「ビデオパス」「うたパス」「LISMO WAVE」

がテレビで 視 聴 可 能。 ユ ー ザ ー が 任 意 で
Androidアプリの追加インストールが可能。

・「UULA」「TSUTAYA TV」「BBTV 
NEXT」「GyaO」などがテレビで視
聴可能。

主要通信事業者によるスマートTVサービスのエコシステム図表1-2-1-6

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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各社のスマートテレビにおける取組図表1-2-1-8

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

7 

■Panasonic 
 
 
 
テレビ製品VIERAやレコーダー製品DIGAとスマートフォンとを連携させ
る「VIERA remote」、「DIGA remote」などのアプリを紹介。チャン
ネルと音量の変更、メニューの選択などの操作をスマートフォンの画面
タッチで実行できたり、番組検索・予約やTwitterとの連携が簡単にでき
るアプリなど。 

メーカーの動向 

■SONY 
 
 
 
録画番組や放送中番組を、家庭内ネットワークを介してXperia™ Tablet
上で視聴したり、録画済みのコンテンツをXperia™ Tabletに転送して外
出先で楽しむといった、機器間の連携機能を強化した商品群を訴求。 
 

その他海外事業者の動向 

■Google「Google TV」 
インターネット・Youtubeなどの視聴や、
Google Playの利用が可能。10月～11月にかけ
て、Google Playで扱っている映画、テレビ番組、
音楽コンテンツを購入・レンタルも可能に。他の
デバイスでGoogle Playから購入済みのコンテン
ツもGoogle TVで視聴可能。 

■Apple「Apple TV」 
Hulu、YouTubeなどのコンテンツや、スポー
ツ中継などの視聴、AirPlayを使った、iPhone、
iPad等に保存されている動画や写真などのコン
テンツの視聴が可能。 

■Samsung「SMART TV」 
Skype・Youtubeなど、多数のアプリを利用が
可能。ジェスチャーコントロール、ボイスコン
トロールなど、多様なUIを持っている。ス
マートフォンはリモコンとして利用が可能。 

「Smart VIERA」、「Smart DIGA」など、AV機器とスマート
フォンで動画を共有するモデルを訴求 

ブルーレイディスクレコーダーや『nasne（ナスネ）™』の動画を
Xperia™ Tabletで共有するモデル 
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ネット系企業においても、スマートフォン・タブレット端末との連携を狙った取組が進んでいる。Appleの
STB型端末「AppleTV」ではiPhoneやiPadの映像や写真をテレビで表示させる機能を有しており、Google
では「Google TV」と呼ばれる映像配信プラットフォームを提携メーカー（Samsung/Sony/LG電子等）に提
供し、GooglePlayで購入したコンテンツをAndroidスマートフォンで視聴可能とする仕組の展開を図ってい
る。

上記のように、様々な関係事業者による取組等が行われているが、これらに加えて新たに「放送・通信連携
サービス」への期待が高まっているところである。一般社団法人IPTVフォーラムにおいて、次世代のテレビに
おいて放送と通信が連携する新たなサービスが可能となる技術仕様（ハイブリッドキャスト（Hybridcast）技
術仕様ver.1.0）が一般に向け公開されている（平成25年3月29日）。この技術仕様に対応することにより、テ
レビ、スマートフォン、タブレットなどの様々な端末でテレビ放送とウェブが連携した多様なアプリケーション
が利用できるようになり、放送・通信連携を活用する新たなコンテンツが広まるなど、新しいサービスの実現が
期待されている。NHKではハイブリッドキャスト技術を用いたサービスとして、例えば、クイズ番組の進行に
合わせてクイズがテレビ画面で表示され視聴者がタブレットやスマートフォン経由で回答するなどのアプリケー
ション、旅番組と連動して詳細なスポット情報や地図情報をテレビ画面やタブレット・スマートフォン上に表示
するなどのアプリケーションが検討されている。

このハイブリッドキャスト技術仕様については、現在スマートテレビの中核的技術となるHTML5等の標準
化に関する議論が行われている国際標準化機関（ITU,W3C）に提案しているところである。

総務省「放送サービスの高度化に関する検討会」＊7ではこれらの動きも踏まえ、「放送・通信連携サービス」
に対応して、これまでのスマートテレビにない、新たなテレビの使い方を可能とするスマートテレビを「次世代
のスマートテレビ」と捉え、その推進目標を定めている。

また、次世代スマートテレビ上で動作する、放送番組関連情報を活用した新たなテレビ視聴を可能とする放送
連動型のアプリケーションの普及促進を行うために、視聴者の安全・安心の確保と、オープンなアプリケーショ
ン開発環境の実現に関する体制として、IPTVフォーラム内に「次世代スマートテレビ推進センター」を平成
25年7月に設置することが公表されたところである。

これらの取組により、次世代スマートテレビの普及
促進が図られることで、新たなビジネスチャンス等の
拡大、市場の活性化につながることが期待されてい
る。（第5章第3節2項（1）イ「放送サービスの高度
化」参照）

なお、平成24年通信利用動向調査において、国内
におけるスマートテレビの利用意向を調査したとこ
ろ、世帯主の年齢が20～40代の世帯で5割以上、50
代でも約4割の利用意向があり、幅広い世代でスマー
トテレビに対する期待感の高まりがうかがえる結果と
なっている（図表1-2-1-9）。

（4）ベンチャーとICTの動向

ベンチャーの成長は経済の活力の源との認識のもと、我が国の成長に向けてその期待は高まっている。また、
ベンチャー企業からグローバル企業に成長した米国のICT企業の例を見るまでもなく、そのなかでもICTベン
チャーへの期待は一層高いものがあり、一方でクラウドやECプラットフォームなどのICT基盤の高度化は、
ICTベンチャーだけでなくものづくり系ベンチャーの起業熱も高めつつある。ここでは、ベンチャーとICTの
動向について紹介する。

＊7	 http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/bcservice
＊8	 「インターネットへの接続機能を持ち、放送中の番組に連動して、ウェブから関連情報を取得して表示したり、多様なアプリが利用可能と

なったり、メーカーを問わずにスマートフォンやタブレット端末と連携できる「スマートテレビ」が利用可能となった場合、利用してみたい
と思いますか。」という設問に対し「はい」と答えた比率（無回答を除く）。

スマートテレビの利用意向＊8図表1-2-1-9

（出典）総務省「平成24年通信利用動向調査」
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ア　我が国におけるベンチャー起業の動向
（ア）ベンチャー起業全体の動向

一般的にベンチャー企業は事業規模に応じて大きく「シード」、「アーリー」、「エクスパンション（ミドル）」
及び「レイター」の4ステージに分類される。「シード」はビジネスプランが出来上がった段階を主に指し、事
業規模に応じて「アーリー」、「エクスパンション（ミドル）」、「レイター」とステージが上昇し、株式市場に新
規上場（以下IPO＊9）するか、大企業がM＆Aで買収することにより起業者や投資家が利益を得るという流れ
が一般的である。

近年の我が国におけるベンチャー起業動向について、ベンチャーキャピタル＊10（VC）における投資社数・投
資額を見てみると、2008年度のリーマンショックにより大きく落ち込んだが、2010年度以降は回復傾向にあ
り2011年度の投資は1,017社、1,240億円に回復している。また、投資先企業の段階については、シードス
テージが2010年度の4.4％から2011年度は15.7％に増加しており、ベンチャーキャピタルが将来性のある企
業に対し早い段階で投資する方向にシフトしていることがうかがえる（図表1-2-1-10）。

国内企業におけるIPO件数についてみても、ベン
チャーキャピタルによる投資と同様に2010年以降は回
復傾向であり、2012年においては新規上場が48社と
ほぼ2008年の水準に回復している。（図表1-2-1-11）。

（イ）ICTベンチャー企業の動向
クラウドサービスやスマートフォンの浸透など、ICT

の最新トレンドの動向を背景に、近年ICT業界を中心
としたベンチャーの活性化が進みつつある。例えば、ク
ラウド環境が身近に利用できるようになったことで、ア
プリケーション開発や提供のハードルは大きく下がった
ことがあげられる。また、ネットビジネスにおいては、
これまでの通信事業者によるプラットフォーム配信から
スマートフォンアプリ中心のマーケットにシフトしたこ
とで、個人や小規模な企業でもアプリの世界市場へ提供可能になるなど事業化へのハードルが低下し、世界的に
展開するアプリを生み出すことも夢ではなくなったといえる。このような環境変化を背景に、若手起業家におい
ては、ICT関連分野、ICTを活用したサービス業等において、活発な起業の動きが定着してきたと評価されて
いる＊11。

＊9	 Initial	Public	Off	ering　株式市場に自社の株式を新規に公開すること。
＊10	起業を行う場合、ビジネスプラン、資金、人材等が必要になるが、自己資金が乏しいベンチャー企業の場合、ベンチャーキャピタルと呼ばれ

る投資団体からサポートを受けるのが一般的である。
＊11	「2012年度ベンチャービジネスに関する年次報告」（一般財団法人ベンチャーエンタープライズセンター　2013.1）Ⅰ－4頁参照。注目す

べきこととして、「2010年度から2011年度にかけて、IT関連分野、ITを活用したサービス業などにおいて、若手起業家を中心に活発な起
業の動きが定着してきたことである。」とし、「『リーン・スタートアップ』と呼ばれるように起業の所要資金は、クラウドコンピューティン
グのお陰で従来に比べて少ない。このためベンチャー投資の計数面への影響はまだ小さいようだが、日本のベンチャーエコシステムがうま
く機能していくためには極めて大切な動きである。」と評価している。

国内ベンチャーキャピタルにおける投資件数・投資額推移・投資先ステージ図表1-2-1-10

（出典）日本ベンチャーエンタープライズセンター「ベンチャービジネスに関する年次報告書」
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（出典）日本ベンチャーエンタープライズセンター
「ベンチャービジネスに関する年次報告書」
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2011年から2013年5月までの期
間における東証マザーズでのICTベ
ンチャーの上場例は左記のとおりであ
り、同期間の上場数43件中16件、
37％を占めている。事業内容につい
ては、スマートフォンアプリやネット
ビジネス関係の上場が目立っている

（図表1-2-1-12）。
イ　 ICT分野の動向とベンチャー起業

環境の進化
このようなベンチャー起業の活性化

には、ICT分野の動向、とりわけク
ラウドサービスの普及やECの浸透が、
第一世代のICT産業を中心とするベ
ンチャー企業の成長・大企業家や成功
起業家の活動など基礎的環境の変化と

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

2011年～2013年5月におけるICTベンチャーの上場状況（東証マザーズ）図表1-2-1-12

上場年月日 会社名 主な事業 ネット・スマホ
関係

2013/4/25 オークファン オークション相場サイト運営 ●

2013/3/14 オルトプラス ソーシャルゲーム・スマホゲーム ●

2013/3/12 ソフトマックス 医療システム

2012/12/19 モバイルクリエイト 車関係のシステム製品

2012/12/13 コロプラ ソーシャルゲーム・スマホゲーム ●

2012/12/11 enish ソーシャルゲーム・スマホゲーム ●

2012/7/24 エニグモ ショッピングサイト・ファッションアプリ運営 ●

2012/7/19 ワイヤレスゲート 公衆無線LANサービス

2012/6/26 モブキャスト ソーシャルゲーム・スマホゲーム ●

2012/3/14 エムアップ 音楽系モバイル配信・モバイルコンテンツ ●

2011/10/28 イーブックイニシアティブジャパン 電子書籍 ●

2011/9/22 ブレインパッド データ解析

2011/7/21 モルフォ 画像解析・処理技術

2011/6/23 ディジタルメディアプロフェッショナル 画像処理機器の開発（３D等）

2011/3/3 駅探 運行情報検索 ●

2011/3/1 コネクトホールディングス 雑貨・プローモーション等

ICTベンチャー企業は、グローバル展開の観点においても活動を積極化させている。その背景には、以前は海外
に支店等を作る必要があった海外展開が、アプリ配信に代表されるビジネスモデルでは、グローバルに広がるイン
ターネット上のプラットフォームやスマートフォンのアプリストアにより、必ずしも支店を開設しなくとも世界を
相手に容易にビジネス可能になるなど、グローバル展開へのハードルが低下していることがあげられる。日本で成
功したICTベンチャー企業が、上場後すぐに海外への展開を指向する例も増えてきているともいわれる。
スマートフォンアプリまで含めると事例は多数に及ぶが、管理システムやクラウドサービス等をアジアや世界各

国に展開するベンチャー企業も出始めている。2010年1月に創業したミドクラはサーバー仮想化環境向けに仮想ス
イッチのソフトウエア（SDN）を提供するベンチャー企業である。同社はクラウドや大規模仮想化環境におけるイ
ンフラ効率化技術を軸に北米で設立、欧州およびアジアの拠点に事業を展開している。
また、シリコンバレー、サンフランシスコ、東京、大阪の4拠点を置いているサンブリッジ社では前述のミドク

ラ等へ出資しており、日本発のグローバルベンチャーを育成することを目標とした取組が行われているなど、グロー
バルを意識したベンチャー支援の動きも徐々に高まりつつある。

ICTベンチャーのグローバル展開

グローバルICTベンチャー展開および支援事例図表

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

グローバルICTベンチャー事例 

企業名 概要 
ヌーラボ 
(2004年) 

• 自社開発のプロジェクト管理ツールや、リ
アルタイムコラボレーションツールを販売。 

• シンガポールに現地法人を設立し、海外
ベンダーとの提携を推進している。 

ソニックス 
(2006年) 

• UIテストの煩雑な点検作業を自動化する
クラウドサービス「scirocco（シロッコ）」を

提供。クラウドベースでグローバルレベル
のサービスを指向。 

• ニッセイＶＣから１億で海外展開。 

ミドクラ 
(2010年) 

• ユニークな自律分散アーキテクチャにも
とづくネットワーク仮想化技術を核に、北
米・欧州・アジアの拠点で事業を展開。 

Co-Meeting 
(2011年) 

• リアルタイムテキスト会議サービスを開発。 
• 国内外に5000ユーザーを抱え、うち40％

を海外ユーザーが占め、米グーグルが
提供していた「Google Wave」からの乗り
換えが多いという。 

ICTベンチャーのグローバル展開支援事例 

ITベンチャーの投資育成事業を展開するサンブリッジ
（Global Ventures）は、国内ITベンチャーの米国進出に
際して資金調達や社長の登用を支援（以下は取組例）。 

Sunbridge Start-up LLP 
 サンブリッジが出資して設立したLLP(有限責任

事業組合) 
 スマートフォン、ソーシャルメディア、クラウドコン

ピューティングという「3大潮流」を踏まえ、日本

発のグローバルベンチャーを育成すべく、リスク
マネーを提供 

Innovation Weekend 
 ベンチャーナウ株式会社と共同で運営する企業

化の支援・育成を目的としたプラットフォーム。 
 創業まもなく、将来有望なベンチャー企業を発

掘し、ベンチャーキャピタル、シードアクセラレー
ター、エンジェル投資家、CVC等の投資家等の

ベンチャー企業の支援者と繋ぎ、シードマネー
やメンタリング、ネットワークの提供を促す、支
援・育成を実施。 

出所：報道記事等よりMRI作成 
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相まって、ICTベンチャー・非ICTベンチャーを問わず、寄与しているものと考えられる。また、最近のスマー
トフォン・タブレット端末の急速な普及やビッグデータ技術の進展は、大企業がいわゆる「一社単独主義」から
M＆Aを通じてベンチャー独自の技術・ノウハウを取得する傾向が強まりつつあることと相まって、ICT産業、
ICT利用産業双方で、ICTベンチャー企業に対する関心を高めている。このような、近年のICT分野の動向と
ベンチャー起業環境の変化をまとめると、図表1-2-1-13のようになるだろう。

（ア）ICT環境の進化によるベンチャー起業ハードルの低下
ICT環境の進化、とりわけクラウドサービスの普及を背景にリーン・スタートアップと呼ばれる考え方に基

づいた創業初期の設備投資を抑えた起業も可能になってきている。また、クラウドファンディングと呼ばれるイ
ンターネット上で不特定多数の個人や企業から出資を募るソーシャルな資金募集スキームも登場している。この
ほか、ネット販売（B2C）だけでなく部品調達（B2B）にECプラットフォームを活用している例や、3Dプリ
ンターの登場により製品化を容易にしている例も見受けられる。以下、リーン・スタートアップ、クラウドファ
ンディング、ものづくり産業におけるベンチャー起業の高まりとICTについて紹介する。
A　リーン・スタートアップ

リーン・スタートアップとは、小規模かつ小額で最初は小さくビジネスを始め、顧客の反応や意見を聞きなが
ら規模を調節していくボトムアップ型のビジネスの進め方である。この手法は、開始時に無駄な仕組みは基本的
に作らないため、初期投資が非常に小さく抑えられ起業ハードルを下げるメリットがある。

この考え方はクラウドサービスの普及で特に浸透しており、創業時点では大規模なサーバーは用意せず最小限
の仕組みを用意し、利用者の増減に応じて規模を加減していくことで設備コストの無駄を抑えながらサービスを
展開する事例が最近増えてきている。
B　クラウドファンディング＊12・ソーシャルレンディング

クラウドファンディングと呼ばれる仕組みも欧米を中心に盛んになっている。クラウドファンディングは小規
模な事業者や個人が、ビジネスプロジェクトやアイデアをインターネット上で提示し、それに対し不特定多数の
投資家から出資を募る仕組みである。またその一形態であるソーシャルレンディングと呼ばれる、ネット上でお
金の借り手と貸し手を結びつける新しい金融サービスも始まっている。

ICT分野の動向とベンチャー起業環境の進化図表1-2-1-13

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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ＩＣＴ環境の進化が 
ものづくりベンチャー 
起業ブームにも影響 

・・・ 
・・・ 

・・・ 
ＩＣＴベンチャーに 
対するＭ＆Ａ 

②ICTベンチャーに 
  対する関心の増大 

＊12	ソーシャルファンディング、マイクロファンディングと呼ぶ場合もある。
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2012年の世界全体におけるクラウドファンディング
の投資規模は約28億ドルまで成長しており、同年に米
国で施行された通称JOBS法の制定を背景に米国を中心
に拡大している＊13（図表1-2-1-14）。その米国におい
てはKickstarter／RocketHubなどのサイトが代表的
で、第1節の3Dプリンターの例では、個人用向け3D
プリンター製作に約300万ドル集まったケースもある
等、小規模資金の調達手段として一般的になりつつあ
る。
C　 ものづくり産業におけるベンチャー起業への関心の

高まりとICT
ものづくり産業においても、第1節第3項で紹介した

3Dプリンター・FabLabの動きや、部品調達・販売両
面でのECプラットフォームの普及が、ベンチャー起業ハードルの低下を促し、ベンチャー起業への関心の高ま
りが生じつつある。

東京に本社を置くネット家電ベンチャーCerevo社では、製品の試作品作りに3DプリンターやCNC＊14を活
用し低コストでの製品開発を行っている。同社はUstreamへの配信機器が現在の主力製品だが、2013年に開催
されたラスベガスのCESにおいては、デザイン性を重視し、無線LANによるリモート操作に対応した「OTTO」
と呼ばれる電源タップ等も発表している。また、同社は小ロット多品種生産を目指しており、自社の工場をもっ
ていない。部品加工や組み立ては中国など海外の協力工場に対し依頼し、部品は中国の電子商取引サイト「アリ
ババ」を活用しチャットで発注することも多い。商品の販売に関しても同社が2012年2月にCAMPFIREと協
業して開設したデジタルガジェットに特化したクラウドファンディングサイト「Cerevo DASH」にて開発資金
を集め販売する手法を取っているという。

（イ）ICT産業、ICT利用産業（製造業・流通業等）のICTベンチャーへの関心の高まり
スマートフォン、タブレット端末の普及により、特にモバイル産業における競争は「エコシステム間競争」に

移行しつつある＊15。このため、移動通信事業者は、アプリ事業者や電子商取引事業者などネットベンチャーを
中心に上位レイヤーへの出資・連携を強めつつある（下記ウ参照）。

また、ビッグデータビジネスへの期待の高まりは、データ解析技
術を有する技術系のICTベンチャー企業や、みずからデータを取
得する観点からEC関係のネットベンチャー企業に対する既存ICT
企業の関心の高まりを生じつつある。さらに、製造業や流通業等の
ICT利用産業側においても、製造業のサービス化の動きやO2O

（Online to Offl  line、Offl  ine to Online）の普及、マーケティン
グなどへのソーシャルメディア活用の浸透（第1章第1節第3項参
照）を背景に、ICT産業との連携の動きが強まっており、ビッグ
データ関係のICTベンチャー企業やネットベンチャーへの出資等
の動きも出ている。特に米国を中心に、2011年頃よりビッグデー
タを意識したベンチャー企業の買収が加速しており、IBMや
Oracleなどのシステム・ソフトウェア会社による買収に加え、世
界最大の小売チェーン店ウォルマートやネットクーポン事業を行う
米グルーポン、電子決済のPayPal等による買収事例も出てきている（図表1-2-1-15）。

これらの背景としては、高速インターネットやクラウド等の普及により企業で扱える情報量が飛躍的に増え、

＊13	クラウドファンディングには、出資を伴う「投資型」のほか、慈善事業に資金を充てる「寄付型」や金銭以外のサービス・商品提供などを見
込める「購入型」があり、東日本大震災の復興支援を扱う例も出ている。日本では「投資型」のクラウドファンディングについて直接規定す
る制度はなく、現行制度は上場株よりも情報開示が劣る未公開株の募集や販売は制限され、証券会社以外の金融商品取引業者は原則未公開
株を扱えない。米国では、新興企業の資金調達を促すための法改正（JOBS法）が昨年成立し、ネット上での株式投資の解禁や開示ルール等
が明示された。

＊14	コンピューターにてあらかじめ設定した設計図通りにドリル等を用いて金属や木材などの材料を削りだす工具。
＊15	平成24年情報通信白書　第2章第2節参照。

世界のクラウドファンディング市場規模図表1-2-1-14

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

主なビッグデータに関する企業買収事例図表1-2-1-15

時期 買収元 買収先

米国

2011年

ウォルマート Kosmix

HP Autonomy

IBM i2

Oracle Endeca

2012年

Groupon Adku

IBM
Vivisimo
StoredIQ 
Butterfl y Software

2013年
Twitter

Ubalo

Lucky Sort

PayPal Iron Pearl

日本

2011年 日立製作所 ブルーアーク

2012年
テラデータ eCircle

NTTデータ 数理システム
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第1章第3節でも触れるビッグデータにおける活用方法の重要性が増してきたことに加え、データサイエンティ
ストと呼ばれるデータ分析専門の人材を早期に囲い込みたいという背景によるものと考えられ、今後この動きは
更に広まっていくことが予想される。

（ウ）ベンチャーを取り巻く環境の進化とICT
我が国においても、ICT分野においてEC関係ICT企業や、ソーシャルゲーム関係企業など、ベンチャーとし

て出発した企業が高い成長性を発揮し、大企業化した事例がいくつも生じつつあり、近年の上位レイヤーの高い
成長性を背景に、今後もこの状況は続くものと思われる。米国では、いわば伝説的な存在となっているベン
チャー起業家が存在し、若手起業家の指南役として活躍している事例も数多いが、我が国においても、第一世代
のベンチャー企業の成功起業家が、ベンチャーキャピタル等を通じて若手起業家を支援する例が増えつつあり、
近年のベンチャー起業熱の高まりの背景ともなり、ベンチャー関連イベントやセミナーにも登場し啓発活動等を
行っている。また、ベンチャー企業から出発した企業が大企業となることにより、いわばベンチャー起業家精神
を強くもった企業の発言力が我が国において強まりつつあり、それが米国等に比べて後れていると指摘される我
が国のベンチャー起業環境の進化にもつながりつつある。そのような企業の中でもICT関係企業が大きな役割
を担っていることは指摘できるだろう。
ウ　ICTベンチャー起業に対する支援の動向

ベンチャー起業を行う場合、ビジネスプラン、資金、人材等が必要になるが、自己資金が乏しいベンチャー企
業の場合、ベンチャーキャピタルと呼ばれる投資団体からサポートを受けるのが一般的である。ベンチャーキャ
ピタルは将来性のあるベンチャー企業に対し資金提供を行い、企業が成長した後は最終的に上場もしくはM&A
にてリターンを得る形の投資を行っている。また、企業価値を向上させるために、単純な資金提供だけに留まら
ず経営コンサルティングを行うなど、会社経営に深く関わる場合も多く企業育成の役割も担っている。

しかし、上述したように第一世代の起業家の成熟や、ベンチャー起業への幅広い世代の関心の高まりを背景
に、単に資金を支援するのみならず、シードアクセラレーターと呼ばれるスタートアップ段階の起業家に対し、
起業ノウハウの支援や、各種セミナーの開催、さらにはスマートフォンアプリ等ではSDK＊16など開発環境を提
供して支援する動きも高まっている。

さらに近年、大企業がいわゆる「一社単独主義」を転換し、ベンチャー企業のM&A、提携を通じてノウハウ
を短期間で取得し、製品・サービスの高付加価値化を図る動きが顕在化するなかで、自らベンチャーキャピタル
を設立・運営する「コーポレートベンチャーキャピタル」が活発化しており、とりわけモバイル産業に関連する
分野で顕著になっている。また、スマートフォンアプリ関係ベンチャーを対象に、起業ノウハウ・開発環境、資
金の一体的提供を行う事例も表れている。ここでは、コーポレートベンチャーキャピタルを巡る動向と、シード
アクセラレーターによる支援動向について紹介する（図表1-2-1-16）。

（ア）コーポレートベンチャーキャピタル（CVC）
ICT産業において、海外を中心に最近活発なのがネットワークキャリア・プラットフォーマー・ベンダー等

を中心としたコーポレートベンチャーキャピタル（以下CVC）と呼ばれる、ICT産業部門の大企業からICTベ

ICTベンチャー企業に対する支援図表1-2-1-16

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

⑥ 起業ノウハウ・開発環境・資金の一体的支援 
 ・メンター制度、起業コミュニティ、投資・資金提供、 
  アプリテスト環境の提供 など 

② 起業ノウハウ支援 
• 法制度・税制・資金調達ノウハウ など 

① ベンチャー投資・融資 
• ベンチャーキャピタル・各種ファンド など 

④ セミナー・コンテスト など 
起業家コミュニティ成立 ③ 開発環境の支援 

• API・SDK・試験端末の提供 など 

ＩＣＴ企業によるベンチャー支援取組の強化 

投資だけに留まらない起業家支援の拡大 

⑤ コーポレートベンチャーキャピタル(CVC)設立 
 ・通信キャリア、ネット事業者、放送事業者 など 
 

＊16	Software	Development	Kit	：アプリケーションを作成するための開発ツール
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ンチャー企業に対する資金提供である。この背景には、これまでの自社でサービス開発していた自前主義から、
外のベンチャー企業にSDKやAPIなどの開発環境と合わせて資金等も提供することで、社内では生まれにくい
斬新なサービス開発をオープンな協働により促進させる中で、自社製品・OS・サービスを中核とするエコシス
テム強化に向けた期待が高まっていることが考えられる。

CVCは国内では2011年頃からネット企業や通信事業者、放送事業者などで設立されているが、後述するよ
うに、米国では以前よりCVCが浸透しており、主要ICT関連企業が設立し自らのエコシステム強化等に活用し
ている（図表1-2-1-17）。

（イ）シードアクセラレーターを中心とした支援
我が国においては、CVCをはじめとしたベンチャー起業に対する資金面での環境が整いつつある一方で、我

が国のICTベンチャー企業においては、資金面のほか起業マインドや起業ノウハウ不足などの課題も指摘され
ており、こうした中で資金提供だけではなく、起業に必要なノウハウや開発環境など合わせてサポートすること
を重視しているシードアクセラレーターと呼ばれるベンチャー支援が広がっている。

シードアクセラレーターはCVCの一つともいえる形ではあるが、名前のとおり創業のごく初期の段階での投
資や起業ノウハウ提供などの支援を中心に行う。特徴的なのは投資側自身がネット第一世代のベンチャー起業家
であることが多く、後輩にあたる若手起業家に経営ノウハウや過去の経験などを伝え、メンタル面を含めた幅広
い支援や指導を行っている場合が多い。

事例調査などを踏まえると、海外の一般的なCVCと異なる点として、我が国においては、投資する側が起業
家の育成・支援を特に重視している傾向にあることがあげられる。最近では著名人によるセミナー等を開催した
り、メンター制度＊17や卒業コミュニティ等も用意されている場合もある。資金面についても前述のベンチャー
キャピタルやCVCと連携し、投資を含めた一体的な支援を行う動きが広がっている。
A　ネット系・独立系企業等に
よるイベント等

起業家向けのベンチャーイベ
ントが東京を中心に全国で開催
されており、主催企業が過去に
ベンチャーと言われた企業が多
く、若手の起業家を育てようと
する動きが広まっている。イベ
ン ト で は 著 名 人 に よ る セ ミ
ナー・講演会等に加えて、投資
家や大手企業との交流会、ビジネスプランのコンテスト等が行われている（図表1-2-1-18）。
B　KDDI∞Labo

通信事業者のKDDIでは「KDDI∞Labo（ムゲンラボ）」と呼ばれるインキュベーションプログラムのベン
チャー支援を行っている。2011年から始まったこの取組は年2回のペースでインターネットに関わる革新的な
ビジネスプランやアイディアを募集し、毎回4～5チームが選ばれ、3か月間のプログラムを通してアプリ等を開

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

我が国における主なCVC事例図表1-2-1-17

企業名 CVC名 設立時期 資金規模（億円） 概要・投資事例

GMOインターネット GMOベンチャーパートナーズ 2005年9月 28 国内外の上場、未上場の インターネットに特化したベンチャー企業への投資、事業拡大の支援な
どを行う

サイバーエージェント サイバーエージェント・ベンチャーズ 2006年4月 約80 日本、中国、ベトナムにてインターネット関連ビジネスを中心に投資と支援を行う。

GREE グリーベンチャーズ 2011年11月 20 インターネット・モバイル関連のスタートアップ企業に特化した投資と支援を行う。

KDDI KDDIオープンイノベーションファンド 2012年2月 50
国内外の有望なベンチャー企業への投資、協業によるサービス開発支援やクラウド等のプラット
フォーム提供、プロモーション協力によって、良質なアプリケーションやサービスの開発を促進し、
ベンチャー企業の発展を支援。運用期間は10年を予定。

YJキャピタル YJキャピタル 2012年9月 10 ファストメディア、フリークアウトなどに投資

NTTドコモ ドコモ・イノベーションファンド 2013年2月 100
起業支援プログラム「ドコモ・イノベーションビレッジ」発のスタートアップ企業や、有望なサー
ビスや技術を保有するベンチャー企業に対して出資。運用総額は100億円で運用期間は10年
を予定

フジテレビ フジ・スタートアップベンチャーズ 2013年1月 15「ソーシャル系webサービス運営」「スマホ向けアプリ開発」「新規メディア系技術・サービス開
発」に関連する国内外のスタートアップ企業に対する出資

ネット系・独立系企業によるイベント例図表1-2-1-18

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

主催 イベント名 年月 場所

サイバーエージェント等 RISING EXPO 2012 FALL 2012年9月 全国各地（年2回)

Atomico Atomico Open Offi  ce 2012年9月 東京

Google Google for Entrepreneurs Tokyo 2012 2012年9月 東京

インフィニティ・ベンチャーズLLP インフィニティ・ベンチャーズ・サミット 2012年12月 東京

サンブリッジ グローバルベンチャーズ
ベンチャーナウ Innovation Weekend 2012年12月 東京

新日本監査法人 新日本アントレプレナーサミット2013 2013年3月 東京

トーマツ トーマツ ベンチャーサミット2013 2013年4月 全国各地

野村證券・トーマツ・creww 東京イグニッション 2013年4月 東京

フューチャーデザインセンター アジア・アントレプレナーシップ・アワード2013 2013年5月 東京

＊17	指導・相談役となる先輩が若手をサポートする制度
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発し成果を発表する。応募条件は法人・個人問わず起業後3年未満10人以下のチームで、まさにこれから起業
を意識しているか、起業直後のチームを対象としており、特別枠として学生枠やHTML5枠も設定されている。

プログラムに選ばれたチームは3ヶ月の間に同社の様々なサポートを受けることができる。例えば渋谷にある
同社共有オフィス、アプリ動作テスト用の同社スマートフォン等の全機種の無償貸出しといった開発環境面、起
業に必要な資本政策・税制面等やプレゼンテーション指導などの教育面、そして同社社員によるメンター制度や
社外アドバイザーによるセミナーといった起業メンタル面の支援が受けられる。また希望チームには同社社員に
よる試作アプリのモニターも受けられ、同社のベンチャーファンドからの出資も必要に応じて検討され、これま
でに2社に対して出資が行われている。

なお、このプログラムの特徴として、卒業後は同社と提携する義務は課しておらず、他キャリア等に開発アプ
リを公開することも制限していない。同社によるとベンチャー起業家の育成や成長、企業の事業拡大を最も重視
し期待しているのが理由とのことである。

このようなサポートを受け、これまで3期合計14チームが同プログラムを卒業している。プログラム終了後
は同社スマートフォンアプリのプラットフォーム「auスマートパス」への掲載を実施しており、創業したてで
知名度がまだ無い企業には大きなメリットになっている。また、プログラムを卒業したベンチャー企業に対して

「エンジニアリングプール」というコミュニティを作成し、同社からの仕事をそこで受注する仕組みも用意され
ており、2013年1月の取組を開始後、複数の案件を委託している（図表1-2-1-19）。

C　ドコモ・イノベーションビレッジ
NTTドコモにおいても2013年2月より「ドコモ・

イノベーションビレッジ」と呼ばれるベンチャー支援
の取組が行われている。

本プログラムは、ベンチャー企業とNTTドコモと
の連携強化を目的として行われており、本プログラム
を通じて、スマートフォン向けサービスの更なる充
実、新たな事業分野におけるサービス開発力の強化及
び日本におけるベンチャー企業育成のエコシステムへ
の貢献を目指している。同年4月には第1回目の6
チームが選ばれ、オフィススペース等の開発環境や
200万円の転換社債による資金提供、メンターによる
サービス開発や経営面へのアドバイス等の支援が行わ
れている。その後、約5か月間のサービス開発期間を
経て、サービス開発の成果を発表する予定である。

（図表1-2-1-20）。
なお、優秀なサービス・技術等を開発したチームに

対して、同社サービスとの連携やプロモーション支
援、同社CVCの株式会社ドコモ・イノベーションベンチャーズが管理・運用する「ドコモ・イノベーション

KDDI∞Laboの支援体制・参加チーム図表1-2-1-19

（出典）KDDI提供資料

KDDI 
Open 
Innovation 
Fund 

起業準備サポート 
資本政策アドバイス KDDI社員のメンタリング 

月例イベントの開催 

開発環境の提供 CVCからの出資検討 
検証用端末の貸与 

KDDI ∞ Laboサポート内容 

エンジニアプール制度 

KDDIからアプリ開発や 
Webページ製作の受注が可能 

（現在は卒業生が対象） 
渋谷ヒカリエ32階に 

オフィススペースを提供 

事業計画等の作成から 
資金調達までをバックアップ 

まだ起業していないチームに 
対し、起業に必要な手続き等を 

一元サポート 

KDDIより発売された 
スマートフォン全機種 

を無料貸出 

ソーシャルランチ 
シンクランチ株式会社 
ソーシャルランチは厳選さ
れた社会人とOB訪問が簡単
にできるサービス 

Giftee 
株式会社ギフティ 
TwitterやFacebook上
の友達に小さな贈り物
ができるサービス 

Animetalk 
株式会社REAL 
SAMURAI 
デコメを中心とした
メッセージサービス 

リアージュ 
株式会社ガラパゴス 
リアージュは誰でもカ
ンタンに自分だけのア
プリケーションが作れ
るサービス 

スキコレ 
２２株式会社 
Web上に自分だけのコ
レクションを作成できる
エンタメプラットフォー
ム 

U-NOTE 
株式会社U-NOTE 
リアルタイムで授業や講
義のノートを共有する
サービス 

Creatty 
株式会社Connehito 
クリエイター向けのオン
ラインギャラリーサービ
ス 

Pickie 
株式会社エウレカ 
ソーシャルアプリマッチ
サービス 

Qlippy 
株式会社Ｓｐｉｎｎ
ｉｎｇWorks 
電子書籍の感想をユー
ザー同士で共有できる
サービス 

Close 
株式会社Revenive 
本当に親しい友人9人に
限定したクローズドな
SNS 

mana.bo 
株式会社マナボ 
受験生向け学習支援シス
テム 
学習者とチューターをオ
ンライン上でマッチング
する、学習プラット
フォーム 

Tixee 
LiveStyles株式会社 
電子もぎりシステムを利
用したモバイルソーシャ
ルチケッティングサービ
ス 

Morning Relay 
チーム目覚まし 
すでに起きている人がこ
れから起きようとしてい
る人を起こすというリ
レー形式の目覚ましアプ
リ 
LogTown 
株式会社Trytrue 
ソーシャル連携型の街育
成プラットフォーム。
ゲーミフィケーションの
要素を取り入れたライフ
ログ蓄積プラットフォー
ム 

1期参加チーム 2期参加チーム 3期参加チーム 4期参加チーム 

TRAPRO 
一般社団法人リディラバ 
社会問題 (issue) を投稿する
ことで、社会問題を可視化
し、解決するためのプラット
フォーム。 

mygrow.jp 
株式会社Life is Tech 
個人の成長を記録・共有
できるサービス。 

Kawaii Museum JPN 
株式会社Euno 
日本発や海外の“かわいい”キャ
ラクター好きなユーザーに対
して、キャラクター写真を
Up、購入につなげるソーシャ
ルコマースサービス 
 

Class 
株式会社We-b 
同い年10人で1カ月限定
のクラスをつくり、新た
な仲間とゼロから友情を
育める新しいSNS。 

Smart Canvas 
株式会社ヒトクセ 
キャンバス機能を使った
誰でも簡単にスマホWEB
アプリのデザインができ
るHTML5開発ツール。 

プログラム期間 1プログラムあたり3～5ヶ月間

チーム数 1プログラムあたり5～7チーム

支援内容
共同オフィススペース等の開発環境
経営・法務・財務アドバイス
起業経験者や著名経営者による講演会の開催
有識者やドコモのサービス開発者によるメンタリング

ドコモ・イノベーションビレッジ取り組み概要図表1-2-1-20

（出典）NTTドコモ提供資料

ラウンジ風景
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ファンド」からの出資も検討される。
本プログラムでは、海外の有力インキュベーターと連携し、日本のベンチャー企業の海外進出をサポートする

とともに日本に進出したい海外ベンチャー企業のサポートも行う予定であり、国内外に幅広く門戸を開いている
オープン性が特徴である。
エ　日米におけるベンチャー起業状況の比較

我が国においても、ベンチャー起業支援が経済成長に重要な役割を担っているとの認識が広がり、起業環境の
整備が図られているが、日本のベンチャー起業環境は、特にベンチャーが経済成長の原動力として機能している
米国と比較して見てもまだ低い評価にある。その背景として、一般的な資金面のハードルに加え、開発環境や起
業マインド等の課題も指摘されており、これらの課題を解決しICTベンチャーの活性化を促進することは、我
が国のICT産業の拡大や雇用の促進を後押しする重要な意味を持っている。ここでは、世界各国のベンチャー
キャピタル投資の状況について触れつつ、日米におけるベンチャー企業のイグジット＊18状況を比較するととも
に、ICT関連ベンチャー企業がベンチャー企業全体に占める地位の違いについても述べる。

（ア）ベンチャーキャピタル投資額比較
世界各国のベンチャーキャピタル投資額を比較すると、我が国は米国から大きく差がついており、GDP比で

は0.02％と先進各国と比較しても低い状況にある（図表1-2-1-21）。

（イ）日米におけるベンチャー企業のイグジット状況
日米のイグジット件数および内訳をみると、IPOとM&Aどちらが好ましいかは企業毎のビジネス内容や状況

により異なるが、米国は大半の9割前後がM&Aによる事業売却が主体で、日本は7割前後になっており、IPO
とM&Aの合計では日本は米国の半分以下の状況である（図表1-2-1-22）。このことから前述のとおり活性化し
つつはあるが日本のベンチャー起業環境は米国に比べ遅れを取っていることがわかる。

加えて注目されるのは、日本は米国と比較してIPO時の時価総額・M&A時の買収金額ともに低額となる傾向
にある点である。IPOの日米比較を見てみると、米国のIPO調達額の中央値は3,000～8,000万ドル規模なのに
対し、日本の場合は300～500万ドル規模に留まっている。また直近の上位3位のIPO事例を見ると、米国は
2012年のFacebookが突出しているものの、2位以下にも2～3億ドル規模の事例が並んでいる一方、日本の場
合は0.2～1億ドル規模となっている。また、創業からIPOまでの年数を見ると米国は日本に比べ1～4年程度
短い傾向にあり、短期間で上場に至る傾向が強い状況にある（図表1-2-1-23）。

さらにM&Aについてみると、米国では2012年のM&Aの平均額が1.73億ドルに達しているのに対し、我が
国はM&Aの金額を公表している事例が少なく、厳密な比較はできないが、ICT分野で近年の大型案件といわれ
た事例でみる限り、大きな差があることがわかる（図表1-2-1-24）。

このような背景から、有望なベンチャー起業家が海外に向かっているとの指摘もなされている。

世界各国のベンチャーキャピタル投資額図表1-2-1-21

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
OECD Science Technology and Industry Score Board およびベンチャーキャピタル投資等動向調査
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＊18	ベンチャーキャピタルの投資回収出口。IPOで上場株として市場で売却する方法と、他企業に投資先全体を売却するM&Aの大きく2つの方
法がある。
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（ウ）米国のコーポレートベンチャーファンドの動向
CVCは我が国ではICT産業を中心に急速に立ち上がりつつあるが、米国では以前よりCVCが浸透しており、

ICT分野ではIntelやIBM、Googleなどの企業が設立している（図表1-2-1-25、図表1-2-1-26）。
また、2012年の米国におけるベンチャー投資件数の15.2％と一定規模を占めており、過去の推移を見るとベ

ンチャー投資全体の件数の増減に連動してCVCの比率も変化している傾向が見られる。このことは米国の景気
が上向くと全体のベンチャー投資が増え、企業のCVC投資も活発になる関係性が推測される（図表1-2-1-27）。

その投資先としてはソフトウェア・ITサービス・通信などのICT関連産業が3分の1程度を占めており、IT
サービス業におけるベンチャー投資額のうち12％を占めるなど、他産業と比べて高い傾向にある。このことか
ら米国のICTベンチャー起業においてもCVCは重要な役割を担っていることがわかる（図表1-2-1-28）。

日米におけるベンチャー企業のM&A金額比較図表1-2-1-24

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
ベンチャーキャピタルリサーチ、DowJones Venture Source、各種報道記事より作成
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米国におけるM&A金額の推移 近年の日本国内のベンチャ企業M＆A事例

時期 M＆A内容 金額

2011年1月 GREEが広告配信ネットワー
クを手掛けるアトランティス

（2007年3月設立）を買収。

21億円
（約＄2,626万）

2011年7月 KDDIの携帯電話向け広告
会社メディーバ社が、スマー
トフォンアプリ向けのプラット
フォームを提供するノボット
を買収。

15億円
（約＄1,876万）

日米におけるベンチャー企業のIPO金額比較図表1-2-1-23

　　　　※日本は2008～2010年の統計 （出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
ベンチャーキャピタルリサーチ、DowJones Venture Source、各種報道記事より作成
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IPO調達額2012年上位3位（日本：全体）

企業名 分野 調達額

2012年3月 ライフネット生命保
険株式会社 金融・保険・不動産 78億円

（約$0.98億）

2012年12月 株式会社UMN
ファーマ バイオテクノロジー 26億円

（約$0.32億）

2012年12月 株式会社コロプラ 消費者向けサービス・
販売

22億円
（約$0.28億）

IPO 調達額 2012 年上位 3位（米国：テクノロジ分野）

年月 企業名 分野 調達額

2012年5月 Facebook インターネット（SNS） ＄160億

2012年4月 Splunk ソフトウェア（ビッグ
データ関連） ＄2億6,393万

2012年6月 Palo Alto 
Networks

コンピュータセキュリ
ティ ＄2億6,040万

日米におけるベンチャー企業のイグジット先件数図表1-2-1-22

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
ベンチャーキャピタル投資等動向調査、トムソンロイター資料にて作成
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（エ）ベンチャー企業に占めるICT関連企業の位置づけに関する日米比較
米国では、周知のようにApple、Google、Facebookなど、ベンチャー起業からICT分野のグローバル企業

に成長し、米国経済を牽引している状況にある。ウォールストリートジャーナルは、「次の大ブーム（Next Big 
Thing）」になりうる新興企業を見いだすためのリストとして、ベンチャーキャピタルの支援を受けている上位

米国におけるベンチャー投資に占めるCVCの比率と件数の推移図表1-2-1-27

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
 NVCA yearbook2013

（％）

CVC 件数 その他 VC件数 CVC 比率（右軸）

2012 年
3,715 件中

CVC
15.2%

その他
84.8%

IT バブル崩壊

リーマンショック

0
1,000
2,000
3,000
4,000
5,000
6,000
7,000
8,000
9,000
10,000
（件）

201220112010200920082007200620052004200320022001200019991998199719961995
0

5

10

15

20

25

30

1,894
2,637

3,222
3,733

5,605

8,042

4,591

3,202 3,020 3,217 3,300
3,885 4,212 4,168

3,141
3,624 3,943 3,715

米国におけるCVC投資先内訳図表1-2-1-28

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
PricewaterhouseCoopers/National Venture Capital Association MoneyTree™ Report
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ヘルスケアサービス
2.0%

ネットワーク機器
1.1%

エレクトロニクス・計測機器
1.0%

CVC 投資の投資先業種割合（金額ベース） 投資先業種の投資額全体に占める CVC による投資の割合

コンシューマプロダクト
及びサービス　0.6%
コンピュータ及び関連機器
0.6%
金融サービス
0.4%

米国におけるCVCの例図表1-2-1-25

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

企業名 設立年 資本金 概要

Intel Capital （Intel） 1991 7.5億ドル
主として100万ドル未満の案件を対象に、アーリーステージ、エクスパンション投資で支援。自社事業と相乗効果のあ
る技術や顧客を持つベンチャー企業を世界規模で発掘している。出資と同時に最新型MPUの供給も行い、社外にある
新技術へのアクセス権とインテルチップの市場拡大を図っている。

IBM Venture Capital Group（IBM）2000 不明 スタートアップへの直接投資ではなく、パートナーシッププログラムやLP（Limited Partner）投資を通じた、ベン
チャー業界におけるエコシステムの構築を中心に支援を展開している。

Google Ventures
（Google Inc） 2009.3 1億ドル 主として25万ドル未満の案件を対象に、スタートアップからエクスパンションを対象に投資。インターネット、ソフトウェ

ア、ハード、クリーン技術、バイオテク、ヘルスケアなど。

グーグル・ベンチャースの投資事例図表1-2-1-26

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

投資先企業 概要

ClearStory Data
Twitter、Facebook、Netfl ixなど、公開されているデータを分かりやすいインターフェイスで提供し解析する技術を有する企業。
企業データ等の内部情報と各種外部の公開データを統合して分析し有益な情報を抽出するとともに、その結果や抽出事項を誰にでもわかる形で提示する技術の開発を進め
ている。

Side Car
サンフランシスコに拠点を置く、クラウドソーシングによる”Rideshare”サービスを提案している企業。同社が開発したSideCar (サイドカー) というスマートフォン
アプリを使うことで、同じネットワークに属している人が所有する車に、（タクシー代わりに）乗車するという仕組みを実現している。グーグル・ベンチャーズを含むベ
ンチャー投資機関から1000万ドル調達。

Expect Labs サンフランシスコ に拠点を置くベンチャー企業。会議で発言者の言葉を理解し、議論に関連する情報を提示するコンピューティングプラットフォーム技術を開発。
MindMeldというビデオ会議用のアプリをiPad向けに開発。同製品の開発者向けプラットフォームも用意している。

LendUp 2012年10月に設立したサンフランシスコのスタートアップ企業で、ローン返済のループに陥った人を対象に、新しい金融サービスを提供している。クレジット・スコ
アが低い人に対して、最大250ドル/30日間までの融資を行い、いずれは債務者の知識と信用度を向上させることで社会復帰させることを狙いとしている。
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50社の年間ランキングを公表しているが、そのうち33社はICT分野の会社となっている＊19など、依然、ICT
関連ベンチャー企業の成長牽引力は衰えをみせない状況にある。

そこで、日本と米国におけるベンチャーキャピタルの投資先内訳におけるICT関連ベンチャー企業の占める
比率について比較すると、2011年の投資先内訳では、ICT関連は金額・件数ともに米国の40％強に比べ日本は
30％前後に留まっている（図表1-2-1-29）。また、2007年から2011年の5年間に日米でICT関連企業の占め
る比率がどのように推移したかを比較すると、米国は40％～50％を推移し、近年も漸増傾向であるのに対し、
日本は増減を繰り返している（図表1-2-1-30）。ICT産業は昨今の社会経済の発展の牽引力であり、今後、医療
や農業といった他産業の発展の基礎ともなると期待されている。Google、Facebookといったベンチャー発の
ICT巨大企業の例に代表されるように、オープンイノベーションといった他の課題と相まって、こうした日米

2011年日米のベンチャーキャピタル投資先内訳図表1-2-1-29

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
ベンチャーキャピタル投資等動向調査、トムソンロイター資料にて作成
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（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
ベンチャーキャピタル投資等動向調査、トムソンロイター資料にて作成
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日米のベンチャーキャピタル投資先
に占めるICT関連分野の比率推移図表1-2-1-30

＊19	“The	Next	Big	Thing	₂₀₁₂”	Wall	Street	Journal	
	 http://online.wsj.com/article/SB₁₀₀₀₀₈₇₂₃₉₆₃₉₀₄₄₃₃₂₈₄₀₄₅₇₈₀₂₀₉₆₃₂₇₆₃₂₀₅₃₂.html
＊20	Global	Entrepreneurship	Monitor（18歳から64歳までの人口に占める企業準備中および企業後3年半以内の者の率）
＊21	Global	Entrepreneurship	Monitor（18歳から64歳までの人口に占める失敗を恐れ起業を躊躇する者の率）

我が国はしばしば「失敗が許されない文化」だといわれる。その要因を示唆するものの一つにGEMによる調査が
ある。この調査によると、日米における人口に占める起業家割合は、米国は8～10％前後で推移しているのに比べ
日本は3～4％前後で推移しており起業家自体が我が国は少ないことがわかる（図表1）。また、失敗を恐れて起業を
躊躇する割合も2012年には日本は53％と過半数に達しており、米国の32％に比べ、2割以上多い結果となってい
る（図表2）。
このように、日本は海外に比べ起業を恐れる雰囲気が強いことが見て取れるが、ベンチャー起業家を増やしベン

チャー市場を活性化するためには、例え失敗しても再挑戦しやすい環境の整備が必要であると言えるだろう。

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
Global Entrepreneurship Monitor
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日米における起業意識の違い　～再挑戦しやすい環境へ～
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のICTベンチャーに対する投資姿勢の相違も国勢の大きな差異につながっている可能性が高いと考えられよう。
オ　政府における取組
我が国産業の活性化・グローバル市場への展開が求められている中、内外の様々な消費者のニーズに応えた多
様なサービスを、一社単独主義を超えたオープンイノベーションにより不断に生み出すエコシステムの実現に向
け、ICTベンチャーの活躍は重要な鍵となる。さらに、ICTはあらゆる分野の基盤であり、ICT産業の発展は、
他分野の高度化を通じた産業全体の発展に果たす役割は大きく、その意味でもICTベンチャーへの期待は大き
い。このため、ベンチャー起業支援については、政府全体のIT戦略や成長戦略においても重要なテーマとなっ
ている。
（ア）IT総合戦略本部等の取組
政府全体の動きとして、平成25年6月に政府のIT総合戦略本部が決定した「世界最先端IT国家創造宣言」
では、今後の取組むべき方向として、幅広い分野に跨がるオープンイノベーションの推進のため、コンテストに
よる将来性のある人材・事業・アイデア等の発掘・支援、必要な知識やデータの提供、専門家による支援を促進
すること、また、IT・データを活用した地域（離島を含む。）の活性化のため、地域や社会が抱える課題を解決
する新しいアイデアや技術を持つ若手やベンチャー企業を発掘・育成し、社会・地域活性化の持続的な発展につ
ながる好循環モデルを創出することが掲げられ、ICTベンチャー支援の充実が必要とされている
（イ）総務省の取組
総務省では、ICTベンチャー企業による新事業の創出を促進すること等を目的として、ICTベンチャー企業
に対する出資、債務保証などの金融支援のほか、主として以下のような取組を行っている。
A　税制支援
ICTベンチャーに対する税制支援として、ベンチャー企業への投資を促進するためにベンチャー企業へ投資
を行った個人投資家に対して税制上の優遇措置を行う「エンジェル税制」、また、中小企業による積極的な設備
投資を促進することを目的とした「中小企業投資促進税制」や、中小企業の事務負担の軽減を目的とした「中小
企業等の少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例」について、制度の内容の周知を経済産業省等とともに
行っている。
B　「情報通信ベンチャービジネスプラン発表会」、「起業家甲子園」
総務省所管の独立行政法人情報通信研究機構（NICT）では、全国のICT支援機関・大学・コミュニティとの
つながりを広げ、各地のICT人材・企業を発掘するため、毎年度2つのコンテスト形式のICTベンチャー支援
のイベント（起業家甲子園、情報通信ベンチャービジネスプラン発表会）を開催している。
「情報通信ビジネスベンチャープラン発表会」は平成12年度より開催、平成24年度で15回目を数えるビジネ
スプランの発表イベントであり、ICT分野のベンチャー企業や、創業を目指している個人等を対象としている。
このイベントではICT企業やベンチャーキャピタルも出席しており、両者での事業提携、技術提携、資金調達、
市場開拓等のビジネスマッチング促進を目的としている。
「起業家甲子園」は平成24年度で2回目であり、高等専門学生から大学生、大学院生、若手といった全国の起
業家の卵を発掘・育成することを目的としたビジネスプランの発表イベントである。ICTに関わる商品・サー
ビス開発、PRプランに係るアイデアなどを対象としており、参加者は担当メンターによるアドバイスが受けら
れるとともに、受賞者には協賛企業による賞品等が贈呈される。
C　「ICTベンチャー技術支援プラットフォーム」
総務省では、ICTベンチャー企業における事業計画策定の参考やベンチャーキャピタルが投資判断の材料に
活用すること等を目的として、ICTベンチャー企業等からの新技術・サービス等の相談に対し、情報通信分野
の研究者等の専門家による技術面からの評価を行う「ICTベンチャー技術支援プラットフォーム」を平成25年
6月からスタートしている。
D　情報通信審議会情報通信政策部会イノベーション創出委員会における検討
総務省情報通信審議会情報通信政策部会イノベーション創出委員会において、今後取り組むべき施策として平
成25年6月にとりまとめられた「中間とりまとめ」＊22においては、ベンチャー企業育成に対する国の具体的な
取組として、クラウドなどの利用環境や事業化アドバイス、知的交流の場も含めた支援環境を提供し、地域や社
会の課題解決に資する若手やICTベンチャー企業を発掘・育成を検討すべきとされている（第3章第3節参照）。

＊22	http://www.soumu.go.jp/menu_seisaku/ictseisaku/innovation/index.html
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ICT産業の「革新」とグローバル展開　第2節

ICT産業＊23におけるグローバル展開2
ICT産業においては、本節冒頭でも述べたようにスマートフォンの登場やクラウドビジネス等の浸透により、

コンテンツ・プラットフォーム業界、通信業界、SIやデータセンター等のICTサービス、インフラ機器ベン
ダー、端末ベンダーに至るまで、我が国だけでなく世界レベルの幅広い産業に大きな変化をもたらしている。ま
た、上位レイヤーを中心に市場が一気にグローバル化したのも注目すべき点である。

本項においては、ICT産業を通信・ICTサービス・インフラ機器・プラットフォーム・コンテンツレイヤー
に分類し、各業界における世界市場の動向と我が国や各国のグローバル展開について分析する。

（1）ICT産業のグローバル市場

ア　ICT産業のレイヤー別・地域別の成長性
ユーザー（法人・個人）の支出から見たグローバルのICT市場の規模は、2012年時点で3.6兆ドルであり、

2017年には4.4兆ドルと今後3.9％の率で成長が見込まれている。その内訳としては通信産業が全体で1.7兆ド
ル弱と最も多くを占めており、特にデータ移動通信や携帯電話では8～12％前後の高い成長率が見込まれてい
る。また、法人向けのITサービスは8,780億ドル規模と市場が大きく、ICT市場の中で大きなウェイトを占め
ている（図表1-2-2-1）。

また、各セクターを主事業とするグローバルプレイヤーの事業性を評価すると、ITサービスなどの上位レイ
ヤー事業者は成長性・収益性ともに高い傾向にある。しかし、通信機器やエレクトロニクス・関連機器など下位
レイヤーにおいては収益の成長率がマイナスとなっており、コモディティ化＊24の進展が見て取れる。その中で
通信レイヤーは、堅調に成長を続けているものの世界的には市場が成熟化してきていることがうかがえる（図表
1-2-2-2）。

グローバルICT市場の市場予測図表1-2-2-1

（出典）Gartner資料より総務省作成

（％）
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＊23	本項で扱う「ICT産業」には放送産業は含まない。また本節第２項（本項）及び第３項（次項）における図表については付注４参照のこと。
＊24	業界が成熟するにつれ製品や性能が均質化すること。一般的に大量生産等による価格競争になる傾向にある。
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第1部　特集　「スマートICT」の戦略的活用でいかに日本に元気と成長をもたらすか

一方で地域別でみると、日本以外の先進国地域では、ソフトウェアやITサービス、データセンター等の上位
レイヤ向けのサービスが今後も引き続き2～6％前後で拡大することが予想されている。他方、デバイスなどの
下位レイヤーでは日本は－2.5％と厳しい状況にあるが、新興国では8.9％の高い成長が見込まれている（図表
1-2-2-3）。

イ　我が国のICT利用企業における海外進出状況
我が国海外進出企業を対象に実施した企業アンケート＊25をもとに、我が国企業の進出国を見てみると、全体

的にアジア・太平洋地域への展開が多く、我が国が当該地域への展開に注力してきた状況がわかる。特に、タ
イ・インドネシア・ベトナムをはじめとするASEAN地域への展開が多く、米国も、中国・タイに次いで3番目
に高い結果となった。また、今後の海外展開において有望と考える国について聞いてみたところ、市場の成長性
が著しいインドネシア・インド・タイ・ベトナムの4か国が、前者と比べると相対的に高くなっており、今後の
期待が大きいことがうかがえる（図表1-2-2-4）。

グローバルICT市場の各レイヤーにおける成長性分析図表1-2-2-2

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
OECD（ICT分野上位250社の実績）より作成
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グローバルICT市場の地域別分布と成長率図表1-2-2-3

（出典）Gartner資料より総務省作成
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＊25 日本国内の海外進出企業3,865社（東洋経済新聞社「海外進出企業一覧2012」に記載がある出資比率20％以上の海外現地法人を2社以上
持つ日本企業）を対象に郵送にてアンケート調査を実施。276社から回答があった（回収率7.1％）。具体的には企業の基本属性／グローバ
ル展開の実態及び評価／グローバル展開とICT利活用・連携の評価等。（付注3参照）
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このように特に展開が盛んであり、今後の進出拡大も期待されるASEAN諸国への展開理由についてみると、
タイは日本のプレゼンスがある点、インドネシアは市場規模や成長性、ベトナムは人件費の安さや市場規模の成
長性、シンガポールは政治・社会的な安全性やインフラ・制度といった先進性の評価が高い傾向にあり、各国の
特徴の違いが現れている（図表1-2-2-5）。

一方で、我が国の産業部門別の海外現地法人の変化についてみてみると、過去10年では、電気・ガス、小売
業の海外進出が高い。ICT産業は、2011年時点の構成比では現地法人数の3.5%に留まるが、伸び率で見ると
電気・ガス・小売業に次いで伸びている状況にある（図表1-2-2-6）。

現在海外展開を行っている企業の展開国（複数回答）図表1-2-2-4

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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海外進出における国・地域の選定理由（ASEAN地域）図表1-2-2-5

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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第1部　特集　「スマートICT」の戦略的活用でいかに日本に元気と成長をもたらすか

各企業の海外展開先における顧客について同じく前述
の企業アンケートをみると、「現地国に進出している日
本 企 業（B2B）」 が59.9％ に 対 し、「 現 地 国 の 企 業

（B2B）」が48.2％とさほど差は大きくなく、我が国産
業のグローバル化においては、日本企業の顧客だけでは
なく、現地企業を相手に事業を展開し持続性を確立して
いくことが求められると言えよう（図表1-2-2-7）。

また今後5年程度の、海外展開と国内事業の見通しに
ついてみると、海外事業については58.1%が「拡大予
定」、国内事業については32.6%が「拡大予定」と回答
している（図表1-2-2-8）。このように、我が国企業は
全体的に国内事業より海外事業を重視する方向にあると
いえよう。

海外展開におけるICT産業との連携の意向について
聞いたところ、半数弱の企業が、実施予定ないし関心有
りと回答しており、その有用性を評価する企業も半数強
に達している（図表1-2-2-9）。

また、ICT連携によって得られる、または期待され
る直接的な効果としては「企業のバリューチェーンの強
化」及び「現地情報等の共有」が3割を超え大きな偏り
はない。間接的な効果としては「事業機会の増大」が5
割に達している（図表1-2-2-10）。ICT産業側からは、
他産業との連携によるメリットや効果（Win-Winの関
係構築）をアピールしながら、同業種・異業種連携の在
り方も模索し、新たな海外展開の方向性を見出していく
ことも重要と考えられる。

ウ　ICT産業におけるグローバル展開の方向性
ICT産業においてはコンテンツなどの上位レイヤー

から端末までの下位レイヤーまで様々なレイヤーの企業
が存在するが、企業における事業拡大には一般に国際
化、多角化、川上統合、川下統合の4つの方向性がある。
国際化は海外展開による事業規模・領域の拡大であり、
多角化は異業種等へ参入することによる事業領域の拡大
を指す。一方、後者2つは総称して垂直統合とも呼ばれ、
川上統合は自社の既存事業から上位レイヤーへ、川下統
合は下位レイヤーへ事業を拡大すること意味する。ICT
産業においても国内の市場成長が鈍化してくると一般的
に企業はM&Aや事業提携等の手段を用い、これら4つ

の選択肢から成長戦略を選択する
ことになると考えられる（図表
1-2-2-11）。

また、M&Aは一般的に3つの
目的があり、1つが市場獲得で、
国内市場中心の業界で成長性の高
い海外需要を早期に取り込む場合
に多く見られる。2つ目はバリュ 
ーチェーンの補完・拡大で、ある

海外展開先における顧客図表1-2-2-7

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
東洋経済「海外進出企業総覧2012」

日本企業における海外現地法人数の変化図表1-2-2-6
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ICT産業の「革新」とグローバル展開　第2節

程度の世界シェアを持つ企業が一層の事業拡
大を図る場合に多く見られる。3つ目が通信
事業者の新興国進出等が該当するが、販路・
サービス網・生産設備獲得で進出先の販路や
サービス網などを早期に獲得し、一定の市場
シェアを確保することで、将来の自社製品販
路を狙うケースがある（図表1-2-2-12）。

海外展開におけるICT産業・企業との連携意向及び有効性図表1-2-2-9

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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ICT連携によって得られる・期待される直接的効果（左）と間接的効果（右）図表1-2-2-10

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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企業におけるM&Aの類型図表1-2-2-12

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
一ツ橋ビジネスレビュー2013年春号を元に作成

M&Aの目的 通信市場における地域別の特徴 

米国 欧州 新興国 

①市場獲得 
■今後の高成長が期待される未進

出の市場で、一定の市場シェアを
早期に獲得するケースが相当する。 

■国内市場中心の業界で、成長性の
高い海外需要の取り込みを狙う場
合に比較的多く見られる。 

②バリュー・チェーン補完・拡大 
■ある程度の世界シェアを持つ企業

が、より一層の事業拡大を図る際
に多く見られる。 

③販路・サービス網・生産設備獲得 
■当該地域の販路・サービス網等を

早期に獲得し、一定の市場シェア
を確保し、将来の自社製品拡販を
狙うケースが相当する。 

先進技術 
先進顧客 
の獲得 

顧客基盤の獲得 

販路等 
の獲得 

M&Aの類型と通信市場における特徴 

：M&Aの傾向として特徴的なセグメント 

企業における事業拡大の方向性図表1-2-2-11

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
ハーバード・ビジネス・レビュー2013年1月号を元に作成

③川上統合 
(垂直統合) 

既存事業 

④川下統合 
(垂直統合) 

①国際化 ②多角化 

主権境界 事業境界 

・カントリーリスク 
 （制御不能な理不尽） 
・現地との競争 

・同業他社の進出リスク 
 （既存事業継続前提） 
・同業他社との競争 

・事業の異質性リスク 
 （少数精鋭型組織） 
・事業の硬直性リスク 

・事業の異質性リスク 
 （人海戦術型組織） 
・事業の硬直性リスク 

企業における事業拡大の方向性 

海外展開及び国内事業に関する先5年程度の見通し図表1-2-2-8

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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第1部　特集　「スマートICT」の戦略的活用でいかに日本に元気と成長をもたらすか

2010年以降の国内企業のグローバルM&A
の上位を見てみると、ICT企業による大型案
件が名を連ねており、ICT企業のグローバル
展開が進んでいることがうかがえる（図表
1-2-2-13）。また、ICT産業においては、日本
の国内企業においても従来のグリーンフィール
ド（自前で工場や法人を現地に設立）から参入
する行動様式から、顧客基盤や販路及び技術の
早期確保を目的としたM&Aを活用するケース
が増加している（図表1-2-2-14）。

＊26	ソフトバンクが米国Sprint社に対し、201億ドルにて買収交渉中（2013年5月時点）

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

年 順
位 買収側 対象企業 所在国 業種 金額

（MS）

2011 6 東芝 Landis ＆ Gyr AG スイス ハイテク 2,300

8 東芝 Westinghouse 
Electric Co LLC 米国 エネルギー 1,589

10 ソニー
Sony Ericsson Mobile
Commun communications 
ications

英国 通信 1,489

2010 1 KDDI Liberty Global-
Subsidiaries 米国 メディア 4,000

2 日本電信電話 Dimension Data 
Holdings PLC 南ア ハイテク 2,730

7 日本電信電話 Keane International Inc 米国 ハイテク 1,338

10 アドバンテスト Verigy Itd シンガ
ポール ハイテク 1,079

日本ICT企業のグローバルM&Aに関する大型
案件（金額ベース）＊26図表1-2-2-13

グローバルM&Aの主要事例図表1-2-2-14

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

企業名 発表時期 M&A先企業名 国籍 概要 業務内容

NTT持株 2011/7/1 OpSource, Inc. 米国 発行済株式100%取得 クラウドソリューションの提供

NTTデータ

2012/10/29 itelligence AG ドイツ 発行済株式100%取得
を目指す

SAPに関するコンサルティング事業，システム・インテグレーションおよびソフトウエア開
発事業，ライセンス事業，アウトソーシング・ホスティングサービス

2012/9/4 上海英夫泰尔克 件 有限公司 中国 出資比率の増加（総株
式の約20%） 流通業ITアウトソーシングサービス，システム構築，ITサポートサービス等

2012/4/23 上海通聯金融服務有限公司 中国 出資（総株式の約12%）金融ITアウトソーシングサービス，綜合銀行カードサービス，電子金融サービス

2011/12/26 Accellence（Thailand）Limited タイ 発行済株式51.4%取得
カード＆ペイメント事業を主とする金融機関向けコンサルティング，SI，データウェアハウ
ス，AMO（アプリケーションマネージメントアウトソーシング）サービス，および企業向け
システム運用サービス

2011/10/24 VietUnion Online Services 
Corporation ベトナム 発行済株式40%取得 プリペイド型ネット電子決済サービスや，公共料金等の各種支払サービスといった決済サー

ビスの提供

2011/4/25 Value Team S.p.A. イタリア 発行済株式100%取得 ITコンサルティング，システム開発等のITサービス事業全般

2011/2/18 Cornerstone Asia Tech Pte. Ltd. シンガポール 発行済株式100%取得 ビジネスインテリジェンス（BI）/ビジネスアナリティクス（BA）ソリューション提供

2011/1/4 Keane International, Inc. 米国 子会社との合併 アプリケーション開発・保守，SAP及びOracle等のパッケージ関連事業，インフラ管理
事業，BPO事業を中心とした総合ITサービス

NTTコム

2012/6/1 Gyron Internet Limited 英国 発行済株式85%取得 コロケーション，インターネット・コネクティビティ

2012/5/24 Diversified Technology Solutions 
International, Inc. フィリピン

DTSI 社 の 持 株 会 社
Freedom Resources 
Holdings Corp.の発行
済株式50.1%取得

IPテレフォニー，業務アプリケーションシステムなどのシステム構築サービス，BPOプラッ
トフォームの提供

2012/1/25 N e t m a g i c S o l u t i o n s P r i v a t e 
Limited インド 発行済株式74%取得 コロケーション，マネージド・ホスティング，ISP，クラウドサービス

企業名 出資時期 M&A先企業名 国 出資比率 事業内容

NTTドコモ

2012/7 Buongiorno S.p.A（ボンジョルノ） イタリア 100% モバイルコンテンツ配信事業並びにコンテンツ配信プラットフォーム事業。南欧・北南米・
南アフリカを中心にコンテンツ利用顧客を保有。

2009/11 net mobile AG  （ネットモバイル） ドイツ 約87.4％
モバイルコンテンツ配信プラットフォーム事業。欧州を中心としたコンテンツ配信プラット
フォームを通じ，ポータル運営/管理や課金システム提供など，主に通信キャリア向けサー
ビスを展開。

企業名 発表時期 M&A先企業名 国籍 概要 業務内容

KDDI

2012 HKCOLO.net Limited 香港 発行済株式50%取得 香港島で多くの通信キャリアとのネットワーク接続を確保したデータセンター事業者。
「TELEHOUSE HONG KONG CCC」の開設にあたり出資。

2012 CDNetworks Co.Ltd. 韓国 発行済株式85.5%取得 グローバル市場でコンテンツデリバリーネットワーク（CDN）サービス。2013年2月よ
り，CDNサービス「KDDIグローバルコンテンツアクセラレーター」の提供を開始。

2010/12 KKBOX. Inc. 台湾 発行済株式76%取得 台湾最大手のマルチデバイス向け音楽配信サービス

2010/1 Locus Telecommunications 米国 発行済株式51%取得 米国におけるMVNO事業者。米国移民向け携帯電話市場に参入。

2010/1 Total Call International Inc. 米国 発行済株式51%取得 米国におけるMVNO事業者。米国移民向け携帯電話市場に参入。

2009/12 DMX Technologies 香港 発行済株式52.5％取得 SI事業，デジタルメディア事業。（KDDIの海外買収案件としては過去最大）

2009/11 BRAC BD Mail Networks Limited 
（BracNet） バングラデッシュ 発行済株式50%取得 バングラデシュのインターネット接続サービス

企業名 発表時期 M&A先企業名 国籍 概要 事業内容

ソフトバンク

2011/9/5 InMobi Pte. Ltd. シンガポール
1億米ドル（約77億円）
を出資。 議決権所有割
合21.2％

世界165以上の国と地域で，4億8,500万人以上のモバイルユーザーに月間約776億
インプレッション（ウェブサイトの広告表示回数）のモバイル広告を配信。

2011/10/20 Bharti Softbank Holdings Pte. Ltd. インド 合弁会社（議決権所有
割合約50%）

Bhartiグループとソフトバンクの合弁会社。インドのモバイルインターネット市場を開拓す
ることを目指し，ソーシャルメディア，ゲーム，イーコマースの3領域を中心に事業展開を
行う。

2010/1/29 Ustream, Inc. 米国

2000万ドル（約18億
円）出資。 議決権所有
割合13.7％。その後追
加出資を行い，議決権所
有割合は23.4％。

PCやスマートフォンを通じて，誰でも美しいライブ動画を配信・視聴できる動画配信サー
ビス。月間で5000万人以上のユニーク視聴者数を誇る。
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ICT産業の「革新」とグローバル展開　第2節

（2）ICT産業におけるグローバル展開モデル

上記のような動向を踏まえ、ICT産業におけるグローバル展開モデルを整理したのが図表1-2-2-15である。
主なグローバル展開の推進主体、対象顧客セグメント、ICT利用産業との関係、ICT産業レイヤーにおいて主
軸としている事業の3つの観点から、以下に示す①～⑤に大別される。
①　通信事業者展開

通信事業者の関係性を活かしたグローバル展開モデルであり、外資規制や免許制度等のある通信事業におい
て、展開対象国との深い関係性（歴史的つながり、文化的・言語的な同質性等）や地縁を活かして展開するモデ
ルである。国家の重要なインフラ事業であることから外資規制や免許制度が存在し官民一体となった取組に加
え、グローバル展開の実績作りが重要になる。
②　ICTサービス展開

製造・小売・金融業等の多国籍企業を対象に、ICTサービスに取り組むSI事業者及びネットワーク事業者等
が、それぞれの強みを活かして上流から下流までを含むインテグレーション事業を展開するモデルである。一部
のグローバル企業を除いて、グローバル展開はこれから本格化する市場であり、ITコンサルティング等の上位
レイヤーを取り込んだ商材の品揃えによる事業規模の拡大と価格競争の回避による高付加価値化、M&Aや戦略
的提携等を活用した現地顧客基盤の獲得と拡大、クラウドやデータセンターの普及を背景としたネットワークの
強みを活かした展開等が重要になる。
③　インフラ輸出展開

アジア・ASEAN等の新興国における電力・水道・鉄道・農業・防災等の経協インフラの整備事業を対象とし
て、対象国間政府の対話を前提にオールジャパンの強みを活かしたICT組込み型のパッケージ・インフラ輸出
を行うモデルである。案件形成時からの関係府省庁の連携による支援体制の確立や、案件推進体制の構築とプロ
ジェクトマネージメント人材の育成、国際標準化に向けた各国の動向への対応など、政府と民間が連携して強力
に推進することが重要になる。
④　機器ベンダー展開

通信機器ベンダーの高付加価値サービスの取り込みや商材の品揃えを強みとしたグローバル展開のモデルであ
る。通信事業者がディストリビューター＊27に特化する傾向にあるグローバル市場において、通信機器ベンダー
がネットワークの運用・保守を一括して請け負う垂直展開型のモデル、あるいは、商品の品揃えと低廉な価格の
魅力により水平展開するモデルの2つに大別される。前者については、マネージドサービスやターンキー等の
サービス形態で請け負うものと、更に踏み込んで次世代技術の普及を見越して、新たなビジネスモデルを含めて
通信事業者に提案していくものが想定される。また、日本の強みが活かせる特化した市場での経協インフラ輸出
等に関連して、パッケージ・ソリューションとして提案するモデルも想定される。通信機器市場はコモディティ
化が顕著であるが、当該市場に参入するには新たな技術に向けた大型の研究開発投資や国際標準化への対応が必
要となる。
⑤　プラットフォーム展開

プラットフォーム事業者の水平展開や端末機器を取り込んだ二面市場の形成等によるグローバル展開のモデル
であり、グローバル市場での成功においては、レイヤー間を跨いだエコシステムの形成が重要になる。また、
ネットワーク効果＊28を活用したスピーディーな事業拡大による寡占市場の形成、事業サイクルの速さへの対応

（リソースの柔軟な拡充と確保）、世界に通用する優秀なコンテンツ・アプリ事業者やICT利用産業の事業者の
囲い込み等が、グローバル市場における差別化要素となる。

＊27	通信ネットワークを利用して顧客へ提供する各種サービス（通信回線サービス等）の開発・販売・顧客管理等
＊28	ある利用者がネットワークに加入することによって、その利用者の効用を増加させるだけでなく他の利用者の効用も増加させる効果を「ネッ

トワーク効果」と呼ぶ。ネットワーク効果は直接的な効果と間接的な効果に分けられる。直接的な効果とは同じネットワークに属する加入
者が多ければ多いほど、それだけ利用者の効用が高まる効果である。間接的な効果とは、ある財（例えばハード機器）とその補完財（例えば
ソフトウェア）が密接に関係している場合に、ある財の利用が進展すればするほどそれに対応した多様な補完財が多く供給され、それによ
り効用が高まる効果である。例えば、ソーシャルメディアのようなサービスでは、同一のソーシャルメディアに沢山の友人が加入すればす
るほど、多くの友人との間のコミュニケーションが可能になり、当該利用者にとって、そのソーシャルメディアの価値が高まることとなり、
直接的なネットワーク効果が大きく働くと考えられる。
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第1部　特集　「スマートICT」の戦略的活用でいかに日本に元気と成長をもたらすか

ICT産業におけるグローバル展開モデル＊29図表1-2-2-15
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点
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高
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安
定 

低
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長 

Ericsson 

Huawei 

KDDI ソフトバンク 
SingTel MTN 
Vodafone Telefonica 

NTT Group 
KDDI 
AT&T 
Verizon 

日立 
東芝 

日立 
富士通 
NTTデータ 
IBM 

Facebook GREE DeNA 

Amazon 
Google 
楽天 

Apple 

Samsung 

グローバル展開 

川上展開 

川下展開 

②ICTサービス 
展開 

 ③インフラ 
輸出展開 

展開モデルの区分 

NEC 富士通 

ナショナルセキュリティに係る産
業であるため、展開国政府との
関係性が重要になる。 
歴史的な繫がり、文化的・言語
的な同質性が求められる。 
（外資規制、認可制度等存在） 

NHN 

Cisco 

⑤プラットフォーム 
展開 

④機器ベンダー展開 

①通信事業者展開 

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

グローバル
展開モデル

主な日本の展
開事業者 展開モデルの概要 主な顧客・地域 展開上のポイント 参入障壁 展開上の課題等

通信事業者展開 通信事業者

・ 外資規制や免許制度等のあ
る通信事業において、 展開
対象国との深い関係性（歴
史的つながり、文化的・言語
的な同質性等）や地縁を活
かして展開するモデル。

・ 各国政府（利用者は
コンシューマ及びビジ
ネスユーザー）

・ アジア・ASEAN、北
米等

・ 事業成長性が期待でき、歴史的・
経済的・文化的な関係性から参入
障壁の低い地域の開拓。

・ 日本企業の高い技術力、 運用ノ
ウハウ、事業ノウハウを活かした
提案。

・ 下位レイヤーへの一定の波及効果
が期待される。

高い
（ 外 資 規 制、 免
許 制 度 等 の 存
在）

・ 官民一体の取組の実現。
・ 外資規制や免許制度への対応。
・ グローバル展開の実績作り。

ICTサービス展開

SIer

・ SIerが、ソリューションの品
揃えと自社の強みを活かして
高付加価値なサービスを提供
して展開するモデル。

・ 業 務コン サ ル や イン テグ　
レーションに強みを持つSIer
の川下統合のパターンが存
在する。

・ 既存法人顧客、 現地
法人顧客（B2B）

・グローバル

・国際的評価・ランキングの向上。
・ 業務コンサルを含む上位レイヤー

の品揃えと川下統合によるパッ
ケージング。

・ 現地ベンダーとの連携によるロー
カライズ対応。

・ 現地優良顧客の獲得による実績作
り。

低い

・ 営業及び案件形成の体制の整備。
・ 商品の品揃え、ローカライズを含

む顧客対応力。
・ セキュリティ対策、各国の個人情

報保護法制等への対応。

ネットワーク事
業者

・ キャリアを中心とするネット
ワーク事業者が、 上位レイ
ヤーのソリューションの品揃
えと自社の強みを活かした高
付加価値サービスを持って展
開するモデル。

・ネットワークに強みを持つキャ
リアの川上統合（グローバル
クラウドネットワーク等）のパ
ターンが存在する。

・ 既存法人顧客、 現地
法人顧客（B2B）

・グローバル

・ 国際的評価・ランキングの向上。
・ グローバルクラウドネットワークや

高品質・高信頼IPネットワークを
強みとしたソリューション展開と川
上統合によるパッケージング（ジャ
パン・イニシアティブによる展開）。

・ 現地ベンダーとの連携によるロー
カライズ対応。

・ 現地優良顧客の獲得による実績作
り。

低い

・ 営業及び案件形成の体制整備。
・ 商品の品揃え、ローカライズを含

む顧客対応力。
・ セキュリティ対策（パーソナルセ

キュリティを含む）、 各国の個人
情報保護法制等への対応。

インフラ輸出展開 全レイヤ ー 事
業者

・ 非ICT産業のインフラ関連事
業者が政府と協力して、オー
ルジャパン体制でICTを組み
込んだパッケージ型社会イン
フラを輸出するモデル。

・ リージョナル性の強い社会イ
ンフラでは、地縁を活かした
展開が想定される。

・ 電力・水道・鉄道等の
インフラ事業者、 公
的機関

・ 新興国、発展途上国

・ 日本の優れたインフラ技術の強み
を活かし、ICT組込型として提案。

・ 日本ICT産業の幅の広さと課題
・ 先進国としての強みを活かした、

オールジャパンモデルによるパッ
ケージ提案。

・ 社会インフラ、スマートタウン等
の整備に関する活動の取り込み。

・ ODAや政府支援の活用。

高い
・ 関係府省庁の連携による支援体

制の確立（案件形成時を含む）
および関係国とのG2G連携。

機器ベンダー展開 通信機器ベン
ダー

・ 通信事業者がディストリビュー
タに特化している市場におい
て、通信機器ベンダーがネッ
トワークの運用・保守を一括
請負し垂直展開する、 ある
いは、 商品の品揃えと低廉
な価格の魅力により水平展開
するモデル。

・ 国内外通信事業者
・ 新 興 国（ ア ジ ア・

ASEAN）、米国

・ グローバル展開を指向する通信事
業者との戦略的提携の構築。

・ マネージドサービス、ターンキー
等のサービス提案。

低い ・ 国内外で異なるビジネスモデルへ
の対応。

・国内通信事業者
・グローバル

・ SDN等の次世代通信技術の導入
を見据えた市場参入とシェア獲
得。

・ 次世代通信技術標準の獲得、当
該技術のトライアルといち早い実
装。

・ 新興国で普及・標準化し、国内・
先進国に逆輸入。

低い
・ 次世代通信技術に対する研究開

発投資。
・ 国による次世代通信技術の国際

標準化活動支援。

プラットフォー ム
（PF）展開

PF事業者（端
末事業者）

・ 参 入 障 壁 の 低 い プ ラット
フォーム事業において、強力
なコンテンツ・アプリによる
寡占市場の形成、あるいは、
PFと端末のレイヤー間連携
による高付加価値化と寡占化
を狙った展開モデル。

・ 世界の上位レイヤー
事業者（利用者はコ
ンシューマ）

・ 先進国、 新興国（ア
ジア・ASEAN）

・ グローバル展開に必要な規模の
確保。

・ 上下レイヤーの事業者とのエコシ
ステム形成とネットワーク効果を
活用したスピーディーな事業規模

（ユーザー、開発者）の拡大。
・ 事業サイクルの速さへの対応（リ

ソースの柔軟な拡充と確保）。
・ 世界に通用する優秀なコンテン

ツ・アプリ事業者やICT利用産業
の事業者の囲い込み（SDK開発、
ビジネスモデル開発等）とベン
チャー育成。

低い

・ 現地同業他社との連携によるブラ
ンド力の獲得。

・ ユニバーサルとローカライズ対応
とのバランス。

・ 事業展開に必要なインフラ及び仕
組の整備（課金システム、物流
ネットワーク等）。

・ 事業展開に必要なリソース充当に
係る各種支援。

＊29	図表における企業名は例示である（以下同）
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（3）通信レイヤーのグローバル展開

グローバルにおける通信市場（移動体通信＋固定通信）の市場規模は、今後2017年までに2.1％で成長する
と予想されている。特に移動体通信・データ通信の比率が増加傾向にあり、スマートフォンなどのモバイルデー
タ通信を主軸としたサービスへの着実なシフトが、グローバル規模で見込まれている（図表1-2-2-16）。

その移動体通信市場の地域別内訳をみると、我が国市場は2012年の世界市場の7.9％であるが、北米および
アジア・太平洋地域が各々22～23％を占め最も市場が大きい。また移動体通信事業における2017年までの市
場成長率も、成熟市場に入ってきている日本は2.0％に留まる一方、北米が5.3％、人口が多く今後の発展が見
込まれるアジア・太平洋圏においては6.7％と高い成長が見込まれている。
ア　世界と日本の主要通信事業者におけるグローバル展開

世界の通信事業者の売上高（2012年連結）に基づく順位を見ると、1位が米AT&T、2位が日本のNTT、3
位が米Verizonとなっており、KDDI、ソフトバンクは、それぞれ9位、13位となっている。

また売上高上位の事業者の収益構造を見ると、日本や米国などの国内市場を重視している事業者と、欧州系・
新興国（中国・インド・南米）事業者では収益構造が大きく異なっている。前者の事業者は契約者1人あたりの
年間売上高が500～900ドルと収益性が高く、後者の事業者は300ドル以下となっており顧客規模の大きさが売
上高の源泉になっている状況にある（図表1-2-2-17）。

グローバルにおける通信業界の市場規模予測図表1-2-2-16

（出典）Gartner資料より総務省作成
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（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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一方で、通信事業者の時価総額で比較してみると、日本企業はNTTドコモが6位、NTTが8位、ソフトバン
クが16位、KDDIが20位となっており、売上高の順位と比較すると、相対的に低くなっている（図表1-2-2-
18）。

このように、将来性の評価が含まれる時価総額でみると、日本企業の位置づけは決して高くない状況にある。
また2006年の時価総額と比べると、特に売上成長率の高い上位事業者ほど時価総額が増加している傾向にあり、
これらの企業と競争していくためには、成長性の追求が重要であると言えるだろう（図表1-2-2-19）。

規模の拡大においては、1990年半ばから
2000年にかけて、欧州を中心とした事業者が
自国以外の国・地域での成長機会を狙い海外展
開 を 進 め て き た。 特 に、Vodafone・
Telefonica・フランステレコム・ドイツテレ
コムは海外展開に積極的である。また、近年で
はAmérica Móvilをはじめとする南米・アジ
ア等の事業者も同様の展開を図っている。

これらの事業者は、積極的に展開国を増やす
ことで、海外売上比率を高め全体の規模拡大を
図ってきており、図表1-2-2-20からも展開国
数と海外売上比率の上昇に応じて売上高も増大
しており、グローバル展開が全体の規模拡大に
寄与してきていることがわかる。一方の日本企
業については、海外企業と比較すると国内に閉
じた傾向にあり、冒頭で述べたように国内市場
の成長性が他地域に比べ低いことも勘案するとグローバル展開が今後更に重要になってくると言えよう。

世界通信事業者における時価総額比較図表1-2-2-18

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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世界通信事業者における売上高と時価総額の成長率図表1-2-2-19

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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加えて、近年の業績（営業利益率
および海外売上比率）に基づき国内
外の通信事業者を整理すると、海外
売上比率50％を境にして大きく国
内市場注力型と海外市場注力型の2
つに分類される。前者においては自
国の国内市場が大きい日米企業が含
まれる。後者においては、経営戦略
や事業環境の違いに一定程度依存す
るものの、成長性の高い南米やアジ
ア・アフリカなどの国・地域への展
開 が 多 いVodafone・América 
Móvil、Telefonica、シンガポール
テレコム（以下SingTel）等の事業
者は15％以上の高い利益率を維持
しており、欧州内に閉じている傾向
にあるフランステレコムやドイツテ
レコム等の事業者は10％以下の利
益率にとどまっている（図表1-2-
2-21）。

これら海外展開の手段として諸外
国の通信事業者に対しM&A等の直
接投資を行う場合が多いが、各々の
事例を、資本参加率及び経営の介入
度（投資目的）で分類すると次の3
つのカテゴリに整理される（図表
1-2-2-22）。

世界通信事業者における海外展開と売上高の関係図表1-2-2-20

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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世界通信事業者における海外売上比率と営業利益率図表1-2-2-21

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

世界の通信事業者におけるM&A内容図表1-2-2-22

企業 出資先事業者・ブランド 資本参加率

英Vodafone

ヨーロッパ地域（10か国） 100%
米Verizon Wireless 50%
インドVodafone India 65%
Vodafone Hutchison Australia 50%
南アフリカVodacom 33.2%

シンガポール
SingTel

豪Optus 100%
インドAirtel 32.3%
インドネシアTelekomsel 35.0%
タイAIS 23.3%
フィリピンGlobe 47.3%
パキスタンWard 30%
バングラデッシュCitycell 45%

メキシコ
AmericaMovil

南米地域（16か国）Claro, Telemex 90%～100%
米Tracfone 98.2%
オランダKPN 29.8%
オーストリアTelekom Austria 23.7%

NTTドコモ

香港Hutchison 24.1%
フィリピンPhilippine Long Distance 
Company 14.5%

バングラデッシュRobi Axiata 30%
インドTata Teleservice 26.5%

ソフトバンク インドBharti Softbank Holdings 50%
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フォリオを組んでいる 

投資重視型 

新規事業・ 
シナジー重視型 

規模拡大重視型 

1-2-2-22 
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第1部　特集　「スマートICT」の戦略的活用でいかに日本に元気と成長をもたらすか

1つ目が「投資重視型」であり、SingTelのアジア周辺国・インドへの展開、VodafoneのVerizonへの投資
など、資本提携のみに留めキャピタルゲイン＊30やエクティメソッド＊31を意識した経営には介入しない傾向にあ
る展開手法である。2つ目が「規模拡大重視型」であり、資本参加率が50％以上の場合が多く、積極的に経営
に参加しているVodafoneの欧州・インド展開や、Telefonicaの南米やヨーロッパ展開等、国際的プレゼンス
の向上を意識した進出方法である。最後の3つ目が「新規事業・シナジー重視型」であり、日本のソフトバンク
によるインド進出や、NTTドコモのアジア進出に代表される新規事業拡大等によるシナジー効果を重視した海
外展開である。

グローバル展開に積極的な海
外事業者においては、これらの
手法を用いて展開国ごとにその
目的に応じたポートフォリオを
組んでいる状況である。

加えて、通信事業者のM&A
においては、リーマンショック
の影響で一時期落ち込んだもの
の徐々に底打ち感が出ており、
直近におけるクロスマーケット
型＊32の事例においては欧州系
事業者に加え、南米・インド・
中東の事業者のM&A展開も目
立っている（図表1-2-2-23）。

イ　通信レイヤーにおけるグローバル展開モデル
通信事業のビジネスモデル

は、主に既存市場を対象とし
た「高付加価値化」（垂直展
開）と「規模の拡大」（水平
展開）の2つの方向性に大別
される（図表1-2-2-24）。前
者は日本の通信事業者など、
自国の通信市場がある程度成
熟期を迎えた場合の国内事業
展開の一般的な傾向で、既存
の通信事業を軸にデータセン
ター等のソリューションやコ
ンテンツ等の上位レイヤーへ展開しているケースが多い。

一方のグローバル展開においては、主として後者（顧客基盤の拡大）を通じて規模の経済性による便益を狙う
ことに意義がある。これにより、通信機器のインフラ運用等を下位レイヤー企業へ外部化するといった構造変化
や、将来的な高付加価値化展開に波及することが想定される。本項では、この規模の拡大を狙いとしたグローバ
ル展開モデルについて海外の成功事例を参照しながら概観する。

ここまで述べたグローバルの通信市場の現況などを踏まえ、主な通信事業者のグローバル展開モデルを整理す
ると図表1-2-2-25となり、「歴史的経緯に基づく展開モデル」と「周辺経済圏地域への展開モデル」の2つに大
別されることがわかる。前者は主に旧植民地時代の宗主国関係を生かした海外展開であり、後者は自国周辺地域
への経済圏の繋がりを生かした展開モデルである。これら両モデルの事業者はともに自国市場の伸び悩みを背景
に、南米・アジア・太平洋・アフリカ諸国といった新興国へ展開しており、海外売上比率は40～90％弱に達する。

＊30	買収などで保有した株式の価格上昇による利益
＊31	持分法に基づく連結利益
＊32	国境を跨いだM＆A（海外企業の買収など）

世界の通信事業者におけるクロスマーケット型M&A図表1-2-2-23

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

発表時期 M&Aの概要 買収額
（B USD）

2012年Q2 メキシコ/オランダ America MovilがオランダKPNの株式27.7%を取得 不明

2012年Q2 メキシコ/オーストリア America MovilがオーストリアTelekom Austriaの株式6.75%を取得 1.0

2012年Q2 スペイン/ロシア TelnorがVimplecomの株式保有率を31.7%から35.7%へ拡大 0.7

2012年Q1 スペイン/カザフスタン TeliaSoneraがK’Cellの株式49%を取得 1.5

2011年Q4 日本/フィリピン NTTドコモがフィリピンPLDTの株式保有率を20%へ拡大 0.3

2011年Q3 フランス/中国 仏FTが中CCTの株式保有率51%を取得（ZTEより） 0.4

2011年Q2 ドイツ/ギリシャ 独DTがギリシャOTEの株式保有率を40%へ拡大 0.6

2011年Q2 ロシア/ベトナム ロシアVimplecomがベトナムGTelMobileの株式保有率を49%へ拡大 0.2

2011年Q1 スペイン/中国 TelefonicaがChina Unicomの株式保有率を9.7%まで拡大。 
他方、UnicomがTelefonicaの株式保有率を1.37%まで拡大 1

2010年Q4 カタール/チュニジア Qatar TelecomがTunisianaの株式保有率50%を取得 1.2

2010年Q4 オーストリア/ベラルーシ Telekom Austria がベラルーシVelcomの残りの株式を取得。 0.5

2010年Q3 ポルトガル/ブラジル Portugal TelecomがブラジルTelemar Norte Leste （Oi）の株式
25.3%を取得 5

2010年Q3 フランス/モロッコ France TelecomがモロッコMedi Telecomの株式40%を取得 0.8

2010年Q2 スペイン/ブラジル TelefonicaがブラジルVivoを完全子会社化 9.8

2010年Q1 インド/アフリカ Bhartiが Zainのアフリカ事業を買収。 10.7

通信事業者の国内・国外におけるビジネスモデル図表1-2-2-24

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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通信機器 

端末機器 

アクセス 

コア（IP） 

DC 

クラウド 

システム 

アプリ 

コンテンツ 

サ
ー
ビ
ス 

（顧
客
接
点
） 

ビジネスモデル類型 

国内展開：高付加価値化 グローバル展開：規模の拡大 

通信機器ベンダ 

通信機器ベンダ 

収益確保の方向性 

川上統合 

水平展開 

経営・運用効率向上 

通信事業者 

経営・企画・営業
（顧客開拓） 
に資源を集中 

インフラは外部化を 
進め、共通化して 

投資・運用コストを削減 

垂直展開 

通信事業者 

川上統合 
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また、グローバル市場における各地域の通信市場規模の成長性と、事業者のグローバル展開をまとめたものが
図表1-2-2-26である。これを見ると通信市場の成長率が－1.5％と頭打ちになりつつある欧州地域から成長性
を見込める南米・中東・アフリカ地域に展開しており、メキシコのAmérica Móvilは南米へ、4.8％と高い成長
性が期待されているアジア・太平洋地域においてはシンガポールのSingTelが展開範囲を広げている構図が見て
取れる。

（ア）歴史的経緯に基づく展開モデル
歴史的経緯に基づく展開モデルは主に欧州の通信事業者が行っているモデルで、旧植民地時代に宗主国関係か

ら続く繋がりを生かした海外展開である。スペインのTelefonicaや英国のVodafone、フランスのフランステ
レコムが代表例としてあがるが、いずれも自国市場の伸び悩みや競争の激化を背景に、成長性が見込める南米や
アフリカに進出していった経緯がある。
A　スペインTelefonicaのグローバル展開戦略

スペインのTelefonicaは1924年に設立された固定通信・携帯電話・映像配信サービス等を提供する欧州最
大規模の通信事業者である。1997年に民営化されるまで同国唯一の通信事業者であり、現在も同国のブロード
バンド市場で約5割、携帯電話市場で約4割のシェアを持つ。当初から海外展開を積極的に指向しており、
1990年頃より旧植民地であった南米を中心に積極的な海外展開を行っている。この競争優位性のある地域への

通信事業者におけるグローバル展開モデル図表1-2-2-25

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）Copyright (C) Mitsubishi Research Institute, 
Inc. 
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歴史的経緯に基づく地域への展開 周辺経済圏地域への展開 

中欧、米国 豪州 中米・北米 

旧植民地時代の宗主国、欧州諸国が中心 近隣諸国が中心 

海外展開の 
主な背景・理由 

インド・ 
ASEAN諸国 

南米各国 

76% 24% 海
外
売
上 

国
内
売
上 

・そ
の
他 

88% 
12% 

65% 

35% 

850億＄ 749億＄ 594億＄ 46億＄ 

35% 65% 

• 国内競争の激化、
貿易自由化による
外資流入 

• 南米地域の民営化 
 

• 国内市場の伸び
悩み 

• 国内競争の激化 

• 国内市場規模の限
界 

• 国内市場の自由化 

• 国内市場の伸び
悩み 

企業買収と 
免許取得による 

新規参入 

南米諸国 

西欧・中欧 

豪州は企業買収、 
他地域は出資 

(20%～50%) 
主な展開 
アプローチ 

主として企業買収 

アフリカ、 
アジア太平洋 

企業買収、 
出資（アフリカ等、 

30%～50%) 
 

主として企業買収 

フランステレコム 

43% 57% 

571億＄ 

• 国内競争の激化 

西欧、東欧 

アフリカ 

ドイツテレコム 

55% 
37% 

763億＄ 
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24か国 40か国 33か国 16か国 7か国 17か国 

海外売上の 
地域別内訳 

（全体を100%とし
た場合） 

1-2-2-25 

通信事業者のグローバル展開状況と市場成長性図表1-2-2-26

（出典）Gartner資料より総務省作成

西欧 
年平均成長率:-1.5% 

年平均成長率:1.2% 

年平均成長率:3.3% 
南米 

東欧・中欧 
3,205億 2,972億 

914億 971億 

2,076億 2,439億 

中東・アフリカ 

年平均成長率:2.1% 
1,816億 2,016億 

年平均成長率:2.0% 

北米 

4,155億 4,597億 

年平均成長率:1.8% 

アジア・太平洋(日本除く) 

年平均成長率:4.8% 

日本 

3,434 
4,339億 

1,497億 1,639億 

América Móvil 

Telefonica 

Vodafone ドイツテレコム 

フランステレコム 

SingTel 

単位：億ドル 
年平均成長率（2012年→2017年予想） 

1-2-2-26 
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第1部　特集　「スマートICT」の戦略的活用でいかに日本に元気と成長をもたらすか

資本と人材の集中投資、および歴史的にスペイ
ンに関係の深い中南米への集中投資は、同社ソ
ラナ会長の海外戦略が根幹にあるといわれてい
る（図表1-2-2-27）。

その後2005年頃からは収益の安定性確保の
観点から欧州市場を獲得し、現在では海外売上
げ比率が76％まで上昇しており、スペイン国
内市場の減少を海外市場の売上で賄う形になっ
ている。同社の地域別・事業別ポートフォリオ
を見ると、自国をはじめとする西欧市場の縮小
傾向が見られる中、ブラジルを筆頭に南米市
場・移動体事業の成長を全体の事業に取り込ん
でいることがみてとれる（図表1-2-2-28）。

同社は加入者数・規模の拡大を特に意識して
おり、現在の3億ユーザーのうち半分以上は南
米の移動体加入者数が占めており、China 
Unicom、Telecom Italiaとの戦略的な出資
提携を行うことで、3社で8.7億ユーザーを抱
えるとも同社は言及している＊33（図表1-2-2-
29）。

＊33	Telefonica社IR資料より

Telefonicaの海外売上比率の推移・構成図表1-2-2-28

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

（％）
Telefonica の売上構成（事業ポートフォリオ）

海外売上比率スペイン 南米 ヨーロッパ その他 ヨーロッパ（固定） ヨーロッパ（移動体） 南米（固定）
南米（移動体） その他（デジタル・グローバル事業等）

海
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12,00010,0008,0006,0004,0002,0000

2012 年売上高（百万€）

Telefonicaの加入者数図表1-2-2-29

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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Copyright (C) Mitsubishi Research Institute, 
Inc. 

Telefonicaのグローバル展開状況図表1-2-2-27

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

年 動向

1990 南米 チリ （CTC） 、アルゼンチン （TASA）に参入 

1994 南米 ペルー（TdP）に参入 

1998 南米 ブラジルTelesepを買収

2003 南米 ブラジルにてポルトガルテレコムとのJV「Vivo」を設立

2004 南米 BellSouth社の南米地域における資産を買収

2005 ヨーロッパ Cesky Telecom を買収

2005 中国 China Netcom の株式（5%）を取得

2006

ヨーロッパ 英国・ドイツ・アイルランドのO2社の資産を買収

ヨーロッパ スロバキアに参入（免許取得）

南米 コロンビアテレコムの経営権（株式51%）を取得

2007 ヨーロッパ テレコムイタリアと戦略的提携（投票権の10.47%を取得）

2008
中国 China Unicomの5.38%を取得（China Netcom合併に伴う）

南米 Telefónica CTC Chileの株式保有率を97.89% へ拡大

2009 中国 China Unicomとの戦略的提携を強化

2010
ヨーロッパ等 ドイツHansenet、イスラエルJajah、スペインTuentiを買収

南米 Vivoを完全子会社化

2011 南米 コスタリカに参入（免許取得）

出資比率 スペイン 南米 ヨーロッパ その他

100% 6社 16社 7社 2社

５０％～ 2社 6社 2社 -

～５０％ - - - 9社

年 1989年 2000年 2012年

顧客（百万） 12 68 316 ×26

展開国数 1 16 24 ＋23

従業員数 71 149 131 ×2

売上高（百万€） 4,273 28,482 62,356 ×15
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加えて、同社ではグローバル展開状況及びテレコム
を取り巻く環境変化等を踏まえ、世界で先導的なグ
ローバル通信事業者となることを目的とした3か年の
戦略的計画「Bravo!」を2010年に策定している。同
計画により組織改編が行われ、上位レイヤー関連事業
を含むグローバル事業部門を新設。同社のグローバル
基盤を拡大するための取組が行われている（図表
1-2-2-30）。

B　英国Vodafoneのグローバル展開戦略
英国Vodafoneは1985年に創業し、現在40か国

に展開する世界最大級の多国籍携帯電話事業者であ
る。同社はTelefonica同様に宗主国としての関係性
を活かして海外展開を始めたが、その後M&Aとパー
トナーシップ（Vodafoneブランドの販売によるロイ
ヤルティ収入等）を組み合わせた戦略により、世界全
体への展開へと戦略を拡大しており、米国最大手の
Verizonにも出資している（図表1-2-2-31）。

2012年の海外売上比率をみると9割近くが海外か
らの売上となっており、その展開地域としてはヨー
ロッパ、アフリカ・中欧、アジア太平洋・中東の3地
域、米国Verizonへの出資の大きく4つに分類でき
る。特に2010年以降では、ヨーロッパ以外のアフリ
カ・中欧の売上増が目立っており、南アフリカでの市
場シェアは同社が60％を占めている（図表1-2-2- 
32）。

Telefonicaのグローバル体制図表1-2-2-30

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）Copyright (C) Mitsubishi Research Institute, 
Inc. 

Telefonicaの新体制 

Telefonica  
Europe 

ヨーロッパ地域（ドイツ、スロバキア、アイルランド、
UK、チェコ等）における通信事業部門。 

Telefonica  
Lationamerica 

南米地域（アルゼンチン、ブラジル、チリ、コロンビ
ア、コスタリカ、エクアドル、メキシコ等）における通
信事業部門。 

Telefonica  
Digital 

R&D、ベンチャーキャピタル、グローバルパートナー
シップ、デジタルサービス（映像配信、クラウド、モ
バイル広告、M2M、eHealth等7つの垂直領域）を通
じて成長分野を開拓するグローバルビジネス部門。 

1-2-2-30 

Vodafoneのグローバル展開状況図表1-2-2-31

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

年 地域 動向

2001 アジア 日本テレコムを買収、J-Phoneを傘下に収めた

2005 アジア Bharti Airtelの株式10％を取得

2006

アジア Vodafone Japanをソフトバンクへ売却

ヨーロッパ Vodafone Swedenを売却

アフリカ Vodacomの保有株式を50%まで拡大

ヨーロッパ Vodafone Greeceの保有株式を99%まで拡大

ヨーロッパ オランダ事業を完全子会社化

アフリカ Vodafone Egyptの保有株式を54.9%まで拡大

2007 ヨーロッパ Tele2 Italia, Tele2 Spainを買収

2008 ヨーロッパ 独Arcorを100%子会社化

2009
アフリカ 南アフリカVodacomの株式15.0%を追加取得

アジア Vodafone AustraliaがHutchison Australiaと合併（JV）

2010 アジア China Mobileの保有株式を売却

2011
ヨーロッパ 仏SFRの株式をすべてVivendiへ売却

地域 Vodafone Indiaの保有株式を65%まで拡大

出資比率 ヨーロッパ アフリカ・中欧 アジア太平洋・中東

100% 19社 1社 1社

５０％～ 2社 5社 3社

～５０％ - 2社 3社

Vodafoneの海外売上比率の推移と市場シェア図表1-2-2-32

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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同社の特徴としてはグループ拡大に際して、世界各地で主に2～3番目に市場参入した企業を中心に買収し、
ブランドをVodafoneで統一してビジネスを行っている点である。強力なキャッシュフローを運用しながら、
買収と売却を継続的に行いキャピタルゲインを意識した規模および利益の拡大を図っている。

（イ）周辺経済圏地域への展開モデル
周辺経済圏地域への展開モデルは前述（ア）とは異なり、自国周辺地域との経済的なつながりを生かした海外

展開である。シンガポールのSingTelやメキシコのAmérica Móvilが代表例としてあがるが、自国市場が小さ
いこと等を背景に近隣諸国へ展開していった経緯がある。
A　シンガポールテレコム（SingTel）のグローバル展開戦略

シンガポールのSingTelは、政府系持株会社であるTemasek Holdingsが株式54%を保有する1992年に民
営化された旧国営事業者であり、前CEOは同国の元首相である。同国最大の上場企業であり、2012年現在の
携帯電話契約者数は4億人以上（グループ傘下合計）を抱える。

同社はシンガポールの市場が小さいことに加え、国内における市場の自由化と競争事業者の参入が相次いだこ
とを背景に、政府の支援も受けながら通信事業の海外展開を積極的に進めている。2000年に買収し完全子会社
化したオーストラリアのOptusを皮切りに、欧米の大手通信事業者が参入していない近隣新興国に対し、資本
と技術を投入し規模の拡大を図っている。これまでに20か国以上で投資を行っており、代表的なところで、イ
ンド通信大手Bhartiに32％出資し創業者に次ぐ大株主になっており、タイ最大手AISに21％、フィリピン2位
Globe telecomにも44％の株式を保有するなど、アジア地域全域へ積極的な投資活動等を進めている（図表
1-2-2- 33、図表1-2-2- 34）。

SingTelの海外進出戦略は、図表1-2-2-35の①～③の段階に分かれ、まず①豪州の本格参入を通じて規模と
安定性を確保し、その後②～③の東南アジア・アフリカにおける積極的な投資活動を通じて当該地域の成長性を
取り込み、収益を高めている。

同社の利払金償却前利益（EBITDA）を見ると、約53%を自国及び①、約45%を②～③への投資による収入
が占めており、高収益体質の源泉の要因となっている。

SingTelのグローバル展開状況図表1-2-2-33

年 国 動向

2000

豪州 OptusをCable & Wireless等より買収、完全子会社化

インド
約4億米ドルを投じてBhartiの株式28.5%を取得 

両社でMOUを結び、包括的提携を締結。

2004 インド Bharti Enterpriseと共同でインド初の海底ケーブル整備を開始。

2007 パキスタン Warid Telecomの株式30%を取得（のちにAbuDhabiへ売却）

2011 インド Bhartiへの出資比率を32.15%へ拡大

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

出資状況（2012年末時点）

企業 国 出資比率

Advanced Info Service タイ 21.4%

Bharti Group インド 32.3%

Globe Telecom フィリピン 44.5%

Optus 豪州 100%

City Cell バングラデッシュ 45%

Telekomsel インドネシア 35%

Warid Telecom パキスタン 30%（2013年1月に売却発表）

Lankacom スリランカ 42%

SingTelの海外売上比率の推移図表1-2-2-34
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（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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B　メキシコAmérica Móvilのグローバル展開戦略
メキシコAmérica Móvilは、1990年に独占事業であった公企業Telmexが、大富豪であるカルロス・スリム

氏傘下の企業グループ（グルーポ・カルソ）、米国サウスウェスタンベル、フランステレコムの3者による落札
を通じて民営化され、同社の携帯電話事業と海外事業が分離分社化して設立された通信事業者である。
América Móvilは現在南米を中心に展開しており海外売上比率は2012年で65％に達し、その大半が南米で残
りは中米～北米である（図表1-2-2-36、図表1-2-2-37）。
同社の海外展開の経緯としては、メキシコ市場においてAmérica Móvil及びTelmexの2社で多くのシェア

を握った後＊34、北米、ラテンアメリカ諸国への進出を図っている。2社が海外進出に踏み切った理由として、
メキシコ市場の成長が頭うちになってきたことが挙げられ、現在同社の企業戦略として、加入者数のさらなる獲
得を目指して積極的にM&Aを行い、ラテンアメリカのテレコム事業におけるリーダーとなることを目標に掲げ
ている＊35。

América Móvilのグローバル展開状況図表1-2-2-36

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

年 国 動向

1999年 
グアテマラ 民営化で国有電話会社Telguaの子会社取得、翌年Telguaの過半数株式買収、その後買い増し。

米国 米国・プエルトリコ・米領バージン諸島でプリペイド式携帯電話サービス事業を行うトラックフォーン・ワイアレスを買収。

2000年 エクアドル 携帯電話会社Concedelの株式60％買収、その後買い増し。

2001年

ブラジル ベル・カナダ・インターナショナルとSBCインターナショナルとともにテレコム・アメリカ設立、2002年にこれら二つの会社から株式買収。

ニカラグア 子会社Sercomが携帯電話事業に進出、翌年ニカラグア政府から国営電話会社Enitelの株式49％買収、その後買い増し。

コロンビア 子会社Comunication Celularが東部と西部で携帯電話事業開始、翌年カリブ地域でも事業開始。

2003年
アルゼンチン テチント・グループから携帯電話会社CTIの株式92％買収、その後買い増し。

エルサルバドル フランス・テレコムから固定・携帯電話会社CTEの株式51％買収、その後買い増し。

2004年 ウルグアイ 携帯電話事業のコンセッション取得、子会社AMワイアレス・ウルグアイが操業開始。

2005年
パラグアイ ハッチトン・テレコミュニケーション・インターナショナルから同社の携帯電話事業買収。

ペルー 公開入札で携帯電話事業の免許取得。

出資比率 メキシコ 南米 米 ヨーロッパ

100% 2社 14社 ─ ─

５０％～ 2社 8社 1社 ─

～５０％ ─ ─ ─ 2社

＊34 2012年時点でメキシコ国内の携帯電話市場において2社で約7割のシェア
＊35 同社IR資料より

SingTelの展開国・EBITDA図表1-2-2-35

総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
SingTel IR資料より作成

利払金償却前利益（EBITDA）の構成比（2012 年）

22％

31％

47％

25％

18％

9％

1％

45％

1％

シンガポール

豪州

地域関連会社

その他

Telkomsel（インドネシア）

Airtel（インド）

AIS（タイ）

Globe（フィリピン）

地域関連会社の税引き後利益（2012 年）

その他
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ウ　主要国内通信事業者における海外展開状況
（ア）NTTドコモ
NTTドコモにおいては、これまでに新興国の通信事業、欧州を中心としたプラットフォーム事業等への直接

投資・買収を進めてきている。今後は、こうした事業者を含めた提携・協力関係を充実させながら、今後のグ
ローバル展開の基盤となるプラットフォーム事業を積極展開していくとしている。具体的には、コンテンツ・ア
グリゲーションやM2M等のグローバルなプラットフォームサービス、金融・決済等の地域特性に応じたサービ
スにより、産業・サービスの融合をグローバル規模で進め、スマートフォンの普及等を契機に、こうした新規領
域での海外売上高について2016年3月期までに最大2,000億円を目指すとしている。

（イ）KDDI
KDDIの海外コンシューマ事業としては、歴史的には1996年から住友商事と共同出資で運営しているモンゴ

ルの携帯電話事業者「MobiCom社」があるが、近年はインターネット関連の事業ノウハウを活かし、成長著し
い海外のコンシューマ・ビジネスを新興国を中心に新規展開していく方針である。バングラデッシュでは、ISP
事業者「bracNet」への出資（2009年）を通じて、WiMAXを活用した固定ブロードバンドサービスを提供し、
米国でも移民向けMVNO事業などを2010年より展開している 。
同社は、コンシューマ事業を含む2010年度の全海外売上（約1,600億円）を、2015年度には倍増させる目

標を持っている。　　

（ウ）ソフトバンク
ソフトバンクグループは、海外のインターネット関連事業者を中心に積極的に投資活動を行っている。具体的

には、中国の電子商取引Alibaba Group Holding（31.9%）、中国の実名性SNSサイトRenren（34.1%）、米
国の動画配信サービスUstream（23.4%）、シンガポールのモバイル広告プラットフォームInMobi（21.2%）、
インド最大の携帯電話事業者Bharti Airtelを傘下におくBhartiグループとの合弁会社Bharti Softbank 
Holdings（約50％）などがある。また、通信事業では、米国３位の携帯電話事業者Sprintの株式の約78％を
約216億ドルで取得することを発表しており、2013年７月上旬に本買収が完了する見込みとしている。
同社はこのように、積極的な投資を通じてグローバル展開を進めていく方針としている。また、世界各国の

キャリアをはじめ、グーグル、クラウドコンピューティング技術大手のVM Ware、中国のデータセンター大手
のGDSサービスなど、複数の企業と連携し、世界中で利用可能なICT環境を多国籍企業（MNC）に提供して
いくとともに、国内外問わず一元的に管理できるM2Mのプラットフォーム構築などを推進していくとしている。

América Móvilの海外売上比率の推移と移動体通信契約数内訳図表1-2-2-37

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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エ　通信事業者におけるグローバル展開の課題
通信事業者におけるグローバル展開の課題は初期投資コスト等もあるものの、最も大きなものは展開先地域に

おける外資規制である。通信は国家インフラとも言える重要産業であるため、アジア地域を中心に安全保障や自
国産業保護の観点から海外企業の参入を規制しているケースが多い＊36。特にASEAN諸国においては主要事業
者に限らず、電気通信サービス分野の参入に対し、広く外資規制が存在している国がほとんどである。

一方、2013年3月に我が
国が交渉参加を表明した
T P P（T r a n s P a c i f i c 
Partnership：環太平洋パー
トナーシップ）協定におい
ては電気通信サービス分野
も交渉分野の1つとなって
おり、外資規制の緩和も扱
われている模様である（図
表1-2-2-38）。TPPでは高
い水準の自由化が目指され
ており、外資規制の緩和が
実現した場合、日本を始め
とした海外企業の参入機会の拡大につながることが期待される。

オ　通信事業者におけるグローバル展開の展望（まとめ）
以上のような事例や分析を踏まえると、国内外の通信事業者は次の大きく2つの海外展開モデルを取っている

ことがわかる。①1つは旧植民地時代の宗主国としての関係性や早期の国内通信事業への競争導入による国際進
出の必要性といった歴史的経緯による海外展開である。②2つ目は自国の国土や市場の狭さなどの地理的要因を
背景とした周辺諸国との関係性を生かした海外展開である。

我が国においては、欧州の通信事業者に代表されるようないわゆる旧宗主国という関係性は存在しないが、
TPPが対象としている北米、南米、アジア・太平洋地域は、図表1-2-2-26「通信事業者のグローバル展開状況
と市場成長性」に示すように、成長性において上位3地域に該当する高成長地域である。TPPにより参加加盟
国における外資規制の撤廃・緩和や通信インフラへの公平なアクセスの確保を促すことができれば、我が国の通
信事業者は、参入の容易化やより良い条件でのサービス提供が見込まれるところである。このため、環太平洋地
域という高成長地域に位置する我が国の特性を生かし、②の地理的要因を背景とした周辺諸国との関係性を生か
した海外展開モデルによる積極的なグローバル展開を通じて、我が国の通信事業者には、飽和状態にある国内市
場の制約を超えて同地域の高い成長力を取り込むポテンシャルがあるといえよう（図表1-2-2-39）。

他方、前述のとおり通信事業は他
のレイヤー産業に比べ、その国のイ
ンフラに関わる重要産業である。今
後のグローバル展開においては、そ
の点も踏まえ官民一体となった展開
国への働きかけが更に重要性を増し
てくるといえるだろう。

TPP交渉参加国の電気通信サービス分野における外資規制（WTO約束ベース）図表1-2-2-38

国名 規制内容

米国 すべての無線局の免許取得要件を外資５分の１以下に制限

カナダ 直接投資２０％（間接含めて４６.７％）、間接投資３３.３％に制限（実質的経営権はカナダ人が持つ必要あり）
＊国際海底ケーブル事業者・衛星通信事業者・非設備ベース事業者制限なし

メキシコ ４９％以下の外資規制

オーストラリア テルストラ社のみ３５％以下の外資規制

ニュージーランド ＮＺテレコム社のみ５０％未満の外資規制

ペルー なし

シンガポール なし

チリ なし

ベトナム 非設備ベース事業者は５１％未満の外資規制、設備ベース事業者は４９％未満の外資規制

マレーシア ネットワーク設備事業者・ネットワークサービス事業者は３０％以下の外資規制
アプリケーションサービス事業者は４９％以下の外資規制

ブルネイ なし

日本 ＮＴＴ持ち株のみ１／３未満の外資規制

通信サービスのグローバル展開の展望（イメージ図）図表1-2-2-39

情報通信政策研究本部 

国内注力型 

周辺経済地域への展開 

歴史的経緯による展開 
（旧宗主国関係など） 

北米・アジア・太平洋地域の 
高い成長性を取り込む 

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

＊36	アフリカ等の途上国はインフラ整備を急いでいるため海外企業に対する規制は少ない傾向にある。
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（4）ICTサービスレイヤーのグローバル展開

本項で扱うICTサービスレイヤーは「法人向け（B2B）のITサービス＊37、ソフトウェア、データセンターに
関わる市場の総称」と定義している。本市場には、海外企業ではIBMやAccenture等のSI事業者、SAPや
Oracle等のパッケージ・ソフトウェア事業者、AT&TやVerizon等のネットワーク事業者をはじめ、様々な業
態の企業が参入している。本拠地の顧客企業と密接に紐付いた市場であるため、参入企業は一定のシェアを有し
ているものの、グローバル展開についても顧客企業の活動に依存する面があり、前述したグローバル大手企業と
その他企業の間には一定の差が生じている。本市場では、近年、大手日本企業を中心にグローバル展開が急速に
進みつつあり、クラウドやデータセンター等が新たなネットワーク基盤とともに普及し、グローバル市場に展開
する顧客企業のITガバナンスの見直し機運の高まり等を背景に、業界構造の変化が予想される。これらの背景
を踏まえ、本項ではグローバル市場におけるICTサービスレイヤーの現況と今後の展望について分析する。

ア　ICTサービスレイヤーの市場動向
（ア）全体動向

ICTサービスの世界市場は、事業者活動の
グローバル化と情報通信システムの普及・拡大
を背景に、年平均成長率（2012-2017年）
5.2％のプラス成長で推移すると予測されてい
る。サービス別では、ITサービスが市場の7
割弱を占めており、次いでソフトウェア、デー
タセンターとなっている。ITサービスとソフ
トウェアについては年平均成長率（2012-2017
年）5％以上、データセンターについては同
4％と予測されており、今後の高い成長が期待
されている（図表1-2-2-40）。

地域別では、北米、日本、アジア太平洋の3地域でITサービス、ソフトウェア及びデータセンターともに6
割を超える比率を占めている。また、市場の今後の成長性としても前述した3つのサービス区分において、アジ
ア太平洋地域が8～11％前後、ついで北米も4～7％の成長率となっており、これらの地域において今後もICT
サービス産業の高い成長率が続くと見込まれている（図表1-2-2-41）。

（イ）データセンター市場の動向
その中のデータセンターにおいては、北米、西欧に次いでアジア太平洋地域が市場の17.6％を占め、比率の

高さが注目される（図表1-2-2-41）。この背景として、アジア・ASEAN各国では経済発展や当該地域に進出す
る企業の増加を背景に、自国の雇用対策の観点からデータセンターの誘致政策等を積極的に進めており、このこ
とが市場の拡大を牽引しているものと推察される。また当該分野の2017年までの市場成長性を世界全体で見る

ICTサービス市場規模の推移図表1-2-2-40

（出典）Gartner資料より総務省作成
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ICTサービス市場規模の地域別比較および市場成長率（2017/2012年）図表1-2-2-41
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＊37	コンサルティング、構築、ITアウトソーシング、ビジネスプロセスアウトソーシング、ITプロダクトサポートをここでは指す
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と、アジア・太平洋、北米、南米などの環太平洋地域で高い成長性が見込まれていることがわかる（図表1-2-
2-42）。

また、データセンターの規模別＊38の市場予測を見ると、高成長が見込まれるアジア・太平洋地域において大
規模センターの成長率が11.7％と顕著に高く、世界的にみても大規模データセンターが高い傾向であり、今後
はデータセンター事業はアジア・太平洋を中心に大規模化していく傾向にある。（図表1-2-2-43）。

（ウ）クラウドサービス市場の動向
これらグローバルに設置された

データセンターを活用するサービ
スとしては、クラウドの動向が注
目される。クラウドは設置場所に
依存せずにサービスをグローバル
に展開できるため、グローバル企
業にとって経済性の高い情報通信
システムを構築する上で重要なイ
ンフラになりつつある。

また、クラウドのニーズ・需要
が広がるとともに、この分野には
様々な企業が参入しており、クラ
ウド化するサービス範囲に応じて複数のモデルが提供されている。クラウドサービスのビジネスモデルは、一般
にアプリケーションからハードウェアまでをクラウド化するSaaS（Software as a Service）、ミドルウェア～
ハードウェアまでのPaaS（Platform as a Service）、ハードウェアのみのIaaS（Infrastructure as a 
Service）、電子メールや給与支払い、クラウド広告などを含む様々なビジネス・プロセスをクラウドサービス
として提供するBPaaS（Business Process as a Services）等に大別されるが、これらの形態を含む法人向け
クラウドサービスの世界市場が、2010年の約410億ドルから2016年には約1,080億ドルに成長すると予測さ
れている（図表1-2-2-44）。

各地域のデータセンター市場の成長性（市場規模 2017年/2012年比）図表1-2-2-42

（出典）Gartner資料より総務省作成
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＊38	 	データセンター（DC）サイト区分は以下のとおり定義（ラック数	/	面積）
	 大規模DC	：500以上/1.5万平方フィート以上、エンタープライズDC：101～500		/～1.5万平方フィート、中規模DC：26～100/～3

千平方フィート、ラック/コンピュータルーム：1～25/～750万平方フィート、シングル：	ラック未満の提供（ユニット貸しなど）

（出典）Gartner資料より総務省作成
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各地域のデータセンター市場の規模別成長性（市場規模 2017
年/2012年比）図表1-2-2-43
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イ　ICT利用企業の意識
総務省にて実施した海外進出を行っている日本企業

を対象としたアンケート調査＊39によると、海外展開
に当たって現地のICT環境・インフラの整備状況が
重要と回答した企業に、現地で重要なサービスを聞い
たところ、データセンターやクラウドサービスは約
31％が重要と回答しており、ブロードバンド・モバ
イルインフラに次いで重要なインフラに位置付けられ
ていることがわかる。（図表1-2-2-45）また、ICT産
業と連携した海外展開が有用と回答した企業に連携に
重要なICT産業を聞いたところ、クラウドサービス
企業ならびにデータセンター企業との連携が最も多い
回答となった。このことからも、データセンターやク
ラウドは、顧客企業のグローバル展開を支えるインフ
ラとしてのニーズが高く、企業のグローバル展開に伴
うITガバナンスの見直し、セキュリティ対策、BCP
対応という観点からも、これらを円滑に利用できる環
境の整備が必要であるといえよう（図表1-2-2-46）。

法人向けクラウドサービスの市場規模とサービスモデル図表1-2-2-44

（出典）Gartner資料より総務省作成
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＊39	付注3参照。

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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海外展開に関する現地ICTインフラの整備
状況の重要性と具体的な内容図表1-2-2-45

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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ウ　データセンター関連規制
データセンターやクラウドサービスについては、各国において事業参入における許認可やデータ保護等に係る

規制が存在する場合があり、当該市場への参入やサービスの利用においては留意が必要である。
それらの慣例規制や留意すべき事項を海外民間調査機関＊40の調査を元にまとめたのが図表1-2-2-47であり、

特にデータセンターの市場規模が大きいEU・米・アジア太平洋等の地域では法的基盤が一定程度確立されてお
り、後述する法令の影響からEU諸国においてはこれらの中でも相対的に規制が強い傾向にある。

これらの主な事例として挙げられるのがデータ保護に関する法令等であり、米国においては「愛国者法（通
称：パトリオット法）」が制定されており、米国内のデータセンターにおけるデータは、機密情報であっても
ユーザー側の承諾なしに規制当局の捜査対象となるリスクがあるとされる。

EU域内においては、1995年に採択された「EUデータ保護指令」（第25条）により、EU域内から第三国へ
の個人データの移転は、原則として第三国が十分なレベルの保護措置を確保していることが条件とされている。
我が国はこの水準を踏まえた十分性の認定を受けておらず、EU域内のデータセンターに保存された個人情報は
個別の承認を経なければ原則として取り出すことができない状況にある。

新興国でも、データセンターやクラウドサービスの提供において、規制を強化する方向性が見られる。例え
ば、ベトナムでは、ICTのトレンドを踏まえ、IT関連サービスを管轄する体系を見直し、従来の3つの分野

（ハードウェアサービス、ソフトウェアサービス、デジタルコンテンツサービス）から、9つの分野＊41へ改定す
る法令案を2012年末に発表している。クラウドサービスや大規模データセンターサービスの提供は、その中の

「リース及びIT資源の共有」に含まれるものとされ、情報通信省が発行する免許の取得を義務付ける内容が盛り
込まれている。具体的には、サービスプロバイダの設立や運用を規定するベトナム国内法に従う必要があるため
法人の設立が必要である等、当該サービスを国境を越えて提供する海外ベンダーに対する規制が生じることとな
る。インドネシアにおいても、同様の法令案が提出されている。

その他、米国通商代表部（USTR: Offi  ce of the United States Trade Representative）が、データセン
ターの設置が相次いでいるシンガポールに対して、一部の分野の機関が当該技術を使用する意欲を損なわせる動
きがあると指摘する等、商習慣上の課題も議論されている＊42。
エ　ICTサービスレイヤーの企業動向

（ア）ICTサービス市場における主要各社の売上動向
ICTサービスのグローバル市場における企業毎の売上高順位を見ると、IBM、HP、Accenture等の米国企業

欧米・アジア太平洋地域のデータセンター関連規制評価図表1-2-2-47

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
BSA　The 2013 BSA Global Cloud Computing Scorecardを元に作成

1 Copyright (C) Mitsubishi Research Institute, Inc. 
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EUデータ保護法との互換性 △ △ ○ × ○ △ × × × × ○ ○ ○ 
APECプライバシー保護法枠組みと
の互換性 △ ○ ○ × ○ ○ × △ × × ○ ○ ○ 

データ管理者に対する登録義務の有無 × × × × × × × × × × ○ ○ ○ 
国境を越えたデータ転送に対する登録
義務の有無 △ × × × × × × × × △ × × ○ 

各種提供条件※（義務）のクラウドサー
ビスへの適用有無 × × × △ × × × △ ○ △ ○ × × 

各種提供条件※（推奨）のクラウドサー
ビスへの適用有無 × × × △ × △ × △ ○ × ○ △ △ 

ベンダ・デベロッパ・サービス事業者の
国籍に関する規制 △ △ × △ × △ ○ ○ ○ △ × × × 

※ソフトウェア等の製品、サービス、標準、技術等 

関連規制 
 データプライバシーや保護に関する諸外国の規制枠組みを概観すると、先進国と発展途上国とで大きな差がある。 
 米国、EU諸国、アジア太平洋の先進国は全て、クラウド・コンピューティング市場の成長を支えるための法規制面での基盤を一定程度確立して

いる。先進国内では、EU諸国がやや規制が相対的に強いと言える。アセアン地域ではタイ、インドネシアの遅れが指摘される。 
 

○：ルール有、△：部分的に有り、×：特に無い 
http://cloudscorecard.bsa.org/2013/index.html 

＊40	BSA　The	2013	BSA	Global	Cloud	Computing	Scorecardを元に作成
＊41	 ITコンサルティング、ハードウェア及びエレクトロニクス、ソフトウェア、デジタルコンテンツ、IT教育、リース及びIT資源の共有、情報の

安全、ITプロダクトの販売、その他ITサービス
＊42	http://www.ustr.gov/sites/default/fi	les/₂₀₁₃％₂₀NTE％₂₀Singapore％₂₀Final.pdf（2013年6月）
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がトップ3を占めている（図表1-2-2-48）。
IBM等の一部の米国系企業を除くと、ほとんどは
本拠地や隣接の経済圏・同一言語圏を主な市場として
おり、本格的なグローバル化の進展は世界的にもこれ
からの状況と考えられる。参入企業の売上高成長率を
地域別に見ると、総じてアジア（新興国）の伸びが高
く、当該地域への進出が活発化しており、アジア企業
による北米をはじめとするグローバル市場への進出の
状況がうかがえる（図表1-2-2-49）。
（イ）ICTサービス市場における主要各社の成長性
ICTサービスのグローバル市場における企業毎の
成長率をみてみると、ソフトウェア企業のOracle、
SAP、SI事業者のIBMの3社が売上・収益双方の面
で高い成長率を示している。また、これらの企業は海外売上比率も高い傾向にあり、3社を含むその他の主要海
外企業の売上もおおむね50％以上が自国以外の市場で確保されたものとなっている。加えて、ITコンサルティ
ングを主体とするAccentureは、売上はIBMやHPに及ばないものの、営業利益率はHPを上回る水準にある。
一方で、日本企業は顧客企業の国内需要中心で、営業利益率も相対的に低い。多くの日本企業ではICTサー
ビスの売上を増やす方向性で業態変化に取り組んでおり、今後の成長に向けて上位レイヤー事業へのシフトと海
外展開が鍵になっている状況と言える（図表1-2-2-50）。

ICTサービス市場における主要各社の事業売上図表1-2-2-48

（出典）Gartner資料より総務省作成
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ICTサービス市場における地域別事業売上と成長率（2012/2011）図表1-2-2-49

　　　　　　　　　　　　　　　　　※金額は2012年市場規模� （出典）Gartner資料より総務省作成
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ICTサービス市場における主要企業の業績成長率と海外売上比率図表1-2-2-50
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（ウ）クラウド市場における動向
民間調査会社が調査したクラウド市場における主

要 企 業 シ ェ ア で は、Amazon、Salesforce、
Microsoft、Akamai等の大手企業以外にも、IBM
等のSI事業者、Equinix等のデータセンター事業
者（あるいはコロケーションサービス事業者）、
BT、Verizon、NTT等のネットワーク事業者が参
入していることがわかる。特に、従来Amazonが
得 意 と し て き たIaaS市 場 に は、Microsoft、
Google、通信事業者等が参入し、SDN＊43やSDS
＊44等の技術を採用するなど、ネットワーク機能の
高度化・最適化により、他社との差別化を図る動き
も増えてきている（図表1-2-2-51）。
オ　ICTサービスレイヤーのビジネスモデル

ここまでで述べた市場動向を踏まえ、ICTサービスに取り組むグローバル企業のビジネスモデルを類型化す
ると、特定分野を軸にビジネスを水平展開しているSAP、Oracle、Equinix等の「特化型」と、インテグレー
ションを軸にビジネスを垂直展開している「インテグレーション型」の2つに大別されるものと考えられる。な
お、後者のインテグレーション型は、本来主力としてきた事業の違いから、IBM、NTTデータ、日立製作所、
富士通等のシステム構築に強みを持つSI（System Integration）型と、NTTコミュニケーションズ、KDDI、
AT&T、Verizon等のネットワーク構築に強みを持つNI（Network Integration）型の2つに類型化されるだ
ろう（図表1-2-2-52）。

特化型はグローバル展開で先行してきた欧米企業が中心であり、主要な日本企業はインテグレーション型のモ
デルが多い。インテグレーション型では、顧客の要求に対して「一気通貫」のサービスを提供することが、事業
機会や事業規模を大きくする点で重要であり、各社ともM&Aや戦略的提携を含む川上統合や川下統合により、

「品揃えの充実」や「対象国・地域の拡充」を図っている。また、IBMやAccentureの例に見られるように、
ITコンサルティングやSI等のより上位のレイヤーに相当するITサービスに事業内容を移す企業が増えてきてお
り、付加価値の高いビジネスを目指している点に特徴がある。

以下では、インテグレーション型を対象に、先行モデルとしてIBMならびにAT&Tを取り上げて展開モデル
の分析を行う。

＊43	トピック「SDNについて」参照
＊44	Software	Defi	ned	Storage　ソフトウェアによるストレージの仮想化技術。仮想化技術とは1つのハードウェアを分割し、複数のハード

ウェアが動作しているかのように見せる等、必要に応じてシステムの構成を柔軟に構成を変化させることができる技術。

ICTサービスレイヤーにおけるビジネスモデル図表1-2-2-52

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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（出典）Synergy Research資料
（http://www.srgresearch.com/articles/amazons-cloud-iaas-and-paas-investments-pay）
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（ア）SI型モデル
SI型モデルは、基幹系業務システム等の構築に取り組んできたSI事業者の典型的なビジネスモデルであり、

企業のICT環境の整備や新たな環境へのマイグレーション等を支援する上で、必要となるソフトウェアやサー
ビスの提供およびシステムの構築・運用等を行う
ものである。本モデルのグローバル大手企業は、
海外展開先とICTサービスの事業比率を拡大す
ることにより、売上規模の拡大と高付加価値化に
よる営業利益率の向上を目指している。
A　IBMのグローバル展開

IBMは当該モデルにおいてグローバル展開を
進める典型的な企業であり、2006年以降の売上
高・営業利益率は、2009年のリーマンショック
を除くとおおむね堅調に推移しており、全売上高
に占める海外売上比率は2006年の21.7％が
2012年には37.0％まで高まっている（図表1-2-
2-53）。

同社は、従来のメインフレームを主体とする
ハードウェア事業から、2002年のPwCコンサ
ルティングの買収、2004年の中国レノボ・グ
ループへのパソコン部門の売却を経て、グローバ
ル市場を対象としたサービス事業への業態変革を
強力に推進してきた。その結果、2000年には売
上高96億ドル、ハード：ソフト：サービスの売
上比率35：38：27が、2012年にはその2倍を
超える売上高230億ドルに達し、ハード：ソフ
ト：サービスの売上比率も14：41：45と、ソフ
ト・サービスがハードを大きく上回るまでに成長
している（図表1-2-2-54）。このことからも同社
はグローバル展開とサービス主体への業態変革により、高付加価値事業の比率を高め、高い営業利益率を実現し
ていることがわかる。

2012年の同社成長イニシアティブでは、地球環境問題等の課題解決を指向するスマータープラネット
（Smarter Planet）、ビジネスアナリティクス（Business Analytics）、クラウド（Cloud）、新興国や先進国地
方都市などの新たなICT成長市場（Growth Markets）という4分野における収益向上の取組を明らかにして
おり、更なるグローバル化の推進と上位レイヤー事業の強化を打ち出している。また、そのために必要となるリ
ソースの獲得に向けて、M&Aを積極的に活用することも示唆している。

（イ）NI型モデル
NI型モデルは、ネットワーク構築に強みを持つ通信事業者が、法人向けのNI事業からより上流のSI事業へ

と垂直統合的に展開を図るものであり、昨今ではグローバルに展開するデータセンターやクラウドサービスを活
用して、レガシーシステムからネットワークベースの新たなICT環境へのマイグレーションを図る取組を展開
している。
A　AT&Tのグローバル展開

AT&Tは、1885年の設立から数えて約130年の歴史を持つ総合通信事業者である。2005年の地域通信会社
SBC Communicationsとの合併、2006年のBell Southとの合併（移動体通信事業の単独保有）等を経て業容
を拡大しており、現在は国際・長距離・市内電話サービスに加えて、移動体通信及びデータ通信サービスも手掛
けるまでに成長している。同社は、グローバルIPネットワークの整備に積極的に投資を行ってきており、国内
外で多国籍企業を含む390万の企業に法人向けネットワークサービスを提供している。近年では、クラウドサー
ビス、ソリューション・サービス、VPNサービス等の新たなIPベースの法人向けサービス（Strategic 

IBMの売上高・営業利益率・海外売上比率図表1-2-2-53

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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Business Services）の売上が堅調に推移
しており、ワイヤレスに次ぐ固定通信サー
ビスの収益源として貢献している（図表
1-2-2-55）。

同社は、グローバル展開に必要なデータ
通信網やデータセンターを自ら保有してお
り、現在では多国籍大企業から中小企業ま
でを視野に入れたサービス展開を図ってい
る。また、連邦政府システムのクラウド環
境へのマイグレーションやモバイル分野の
クラウドサービスにも力を入れており、最
近では新たな成長分野としてM2Mクラウ
ド・プラットフォームの提供にも注目している。

このように、同社の成長は海外展開の推進と法人向けクラウドサービスの新規成長分野の開拓により実現され
る。特に海外展開においては、近年はアジア地域への展開を強化しており、2013年1月には中国China 
Telecomと連携し、同国へ進出している企業向けのネットワークサービスを新たに提供・拡大することを発表
している。

（ウ）国内企業のグローバル展開状況
A　日本企業に追随したグローバル展開

国内においては昨今、売上高数百億円～3,000億円規模のSI企業によるASEAN諸国への展開が増えてきてい
る。各社とも、製造業を中心としたアジア戦略の見直しを契機に、ASEAN諸国に展開した日系顧客企業に対し、
より密着したサービスを提供することを目指している（図表1-2-2-56）。

B　水平展開によるグローバル展開
日本のICTサービス企業において最近特に増えているのは、図表1-2-2-14にも代表される、海外のICTサー

ビス企業をM&A等を駆使し自社に取り込むことでグローバル展開を行う手法である。この手法のメリットは、
買収先の海外企業の顧客も含めて自社傘下に収めることが可能なため、迅速な海外展開が容易な点にあり、規模
拡大を追求する場合に用いられることが多い。

またグローバル市場において当該レイヤーでは、顧客企業の担当側が専門的な知識を必ずしも有していない等
の理由から、顧客側がICTサービス企業を選定する際はGartner社のMagic Quadrantなど外部機関の企業評
価や指標を重視する傾向にあるとの指摘もある。これらの指標は一般的に事業規模が一つの評価軸となっている
場合が多いため、一部のICTサービス企業側では国際的なプレゼンスを向上させることを目的とした事業規模
の拡大を加速させている状況にある。

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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AT&Tにおけるビジネス向けIP系サービス（Strategic 
Business Service）の売上高推移図表1-2-2-55

国内SI企業のASEANを中心としたグローバル展開の事例図表1-2-2-56

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

企業 営業開始時期 動向

電通国際情報サービス 2013年4月 インドネシアに現地法人を新設。2009年5月から事業を停止していたタイ現地法人も事業を再開。

DTS 2013年3月 初の東南アジア拠点をタイに設立。タイおよび周辺国に進出する日系企業向けのIT需要を見込む。

キャノンITソリューションズ 2013年1月 2012年8月のタイ拠点設立に続き、フィリピンに現地法人を新設、営業開始。

日商エレクトロニクス 2012年10月 2011年10月に営業を開始したベトナム現地法人に続き、インドネシア現地法人の営業を開始。

伊藤忠テクノソリューションズ 2013年3月 米IT大手のCSCからシンガポール及びマレーシアの子会社を買収。クラウドやネットワーク関連技術を移転し、現地企業向けに新規顧客
の開拓を目指す。

日立システムズ 2013年4月 マレーシアのIT企業、サンウェイテクロノジーと合弁会社を設立し、51%出資。東南アジア諸国の企業と現地の日系企業向けにPLMソフ
トやクラウドサービスを販売する。

野村総合研究所 2013年4月 ASEAN地域四つめとなるタイ現地法人を設立。日経企業やグローバル企業に対して、製造業向けを中心としたITサービスを売り込む。

ITホールディングス 2013年7月 グループ傘下のアグレックスが、ベトナムIT最大手FPTグループのFPTソフトウェアと合弁会社を設立。日経企業や東南アジア諸国向け
にBPOサービスを提供する。
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C　川上統合によるグローバル展開
また2000年以降、SI事業者やネットワーク事業者が上位レイヤーのリソースを取り込む動きも増えており、

最近では、特に大手企業を中心として、M&A等によりITコンサルティングやデータ分析等の上位レイヤーの
リソースを獲得する動きが活発化している（図表1-2-2-57）。

この背景としては、データセンターをはじめとした設備寄りの産業は、構造的に規模の経済による海外巨大企
業との「価格勝負」になる傾向が強い点がある。また、最近注目されているビッグデータをはじめとしたデータ
解析のニーズが高まっており、データ・サイエンティストと呼ばれるデータ分析専門の技術者が不足している点
も指摘されている。

これらの課題を踏まえ、我が国のICTサービス産業の強みと言われる、システム領域だけでなく業務領域ま
で含めたきめ細やかなコンサルティングを強化し、当該分野への進出によって競争力の強化を図る動きが加速し
ている状況にある。

Magic Quadrantは米民間調査会社のGartner社が発表している、ICT産業における業界別に主要ベンダー企業
をマッピング評価した指標である。
本指標は2つの評価軸から構成され、縦軸は「実行能力」で、当該企業における財務面の健全性、市場対応、製

品開発、販売チャネル、顧客基盤などの能力を総合的に評価したものである。横軸は「ビジョンの完全性」で、ベ
ンダーの革新性、ベンダーが市場をリードしているか、それとも市場に追随しているか、また市場の進化に関する
ベンダーの見解が同社の見解と一致しているか否かを総合的に評価したものである（図表1）。一般的に右上の企業
ほど業績が良く将来性が高いとされ、左下の企業ほど事業領域が狭く発展途上と評価される。
本指標は、特にICTサービスレイヤーでは顧客側が企業を選定する上で重視する場合が多いとする指摘もあり、

各種入札条件に含める場合もあるとのことである。そのため、ICTサービス企業も本指標の評価を意識した事業規
模の拡大や領域強化を進めているケースが多い。

Gartner Magic Quadrant

（出典）Gartner提供資料

Gartner　Magic Quadrant（MQ）のイメージ図表1

Copyright (C) Mitsubishi Research Institute, 
Inc. 
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ICT産業の「革新」とグローバル展開　第2節

ITコンサルティングやデータ分析等のリソース獲得に向けたM&A事例図表1-2-2-57

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

買収元企業 買収先企業等 国 概要 発表年

IBM

PwC 英国 米PwCのコンサルティング事業部門PwC Consulting（PwCC）を約35億ドルで買収、IBM ビジネスコンサ
ルティングサービス（IBCS）を設立。 2002年

IBCS 日本 日本IBMとIBCS（前身はPwCC）の統合を発表。 2010年

Sterling Commerce 米国 クロスチャネル・コマース・ソフトウェアや顧客・パートナー・サプライヤー間のネットワークを統合するためのソ
リューションを提供するSterling Commerce社を買収。 2010年

Unica Corporation 米国 
企業向けに顧客分析からプロジェクト管理、効果測定までのマーケティングプロセスを包括的に管理するツール
を提供する米Unica社を買収。同社は、米Best Buy、米eBay、総合金融機関INGなど1500以上の顧客
を持つ。

2010年

Algorithmics カナダ 銀行、証券会社、保険会社等の金融機関向けにリスク分析ソリューションを提供する大手グローバル企業、カナ
ダのAlgorithmics社を買収。 2011年

Kenexa Corporation 米国 人材採用および人材管理ソリューションを強みとする米Kenexa社（全世界21か国で事業展開、従業員約
2,800名）を買収。 2012年

Oracle
Collective Intellect 米国 企業がソーシャルメディアウェブサイト上での顧客の会話を追跡、分析するツールを提供する米Collective 

Intellectを買収。 2012年

Viture 米国 企業がSNS上でマーケティング・キャンペーンを展開するためのSaaSベースのツールを提供する米Vitureを
買収。同社は、McDonald‘s、IKEA、Skype、Samsungなどの顧客を持つ。 2012年

Salesforce

Rypple カナダ 管理職や社員たちのソーシャルメディア上でのパフォーマンス向上を支援するソーシャルパフォーマンス管理プ
ラットホームを提供するRyppleを買収。 2011年

Radian6 カナダ ソーシャルメディア上の数億単位の会話を取り込めるソーシャルメディア・モニタリング・プラットフォームを提供
するカナダのRadian6（FORTUNE 100企業の半数以上が顧客）を買収。 2012年

Buddy Media 米国 ソーシャル広告の出稿と最適化、ソーシャルメディア・マーケティング・プログラムの効果測定などを行うプラット
フォームを提供する米Buddy Mediaを買収。FordやHPなど1000社近くが同社サービスを導入。 2012年

NEC アビームコンサルティン
グ 日本 金融系に強みを持つアビームコンサルティングと資本提携。 2004年

アビームコン
サルティング Knight & Javelin 韓国 韓国の独立系コンサルティング会社Knight & Javelinを買収。同社は、特に石油化学産業分野において、ビ

ジネスコンサルティングおよびＳＡＰ等の導入実績を有する。 2007年

Leadent 英国 英国独立系コンサルファームのLeadentを買収。同社は、ビジネスコンサルティングからシステム導入コンサル
ティングまで実績を持ち、 特に公的機関のERP導入に強みを持つ。 2007年

Hazelwood Partners 米国 米国金融系コンサルティング会社のHazelwood Partnersを買収。 2010年

富士通 Rapidigm 米国 ITコンサルティングおよびITインテグレーションを主要事業とする米Rapidigm社を買収。 2006年

P r o m a i n t e c h 
Novaxa カナダ 業務プロセス改善コンサルティング等を専門とするカナダのPromaintech Novaxaを買収。 2007年

Intelec Geomatics カナダ 地理情報科学を専門とするITコンサルおよびソリューション企業であるカナダのIntelec Geomatics社を買収。 2008年

S u p p l y  C h a i n 
Consulting 豪州 SAPのコンサルティングを手がけるオーストラリアのSupply Chain Consulting社を買収。 2009年

T e c h n o l o g y 
M a n a g e m e n t 
Corporation

カナダ ITコンサルティング、ソリューション、サービスのプロバイダーであるカナダのTechnology Management 
Corporation社を買収。 2012年

日立製作所 Grant Thomson 米国 米国会計監査法人Grant Thomson社のITコンサルティング部門を買収。日立コンサルティング設立。 2000年

Navigator Systems, 
Inc 米国 ビジネス・インテリジェンスに強みを有する米Navigator Systems社を買収。 2006年

Edenbrook Ltd 英国 交通、金融、ヘルスケア業界向けにERP導入などITコンサルティングを提供するEdenbrook社を買収。 2009年

Sierra Atlantic 米国 ITサービスを提供する米Sierra Atlanticを買収。 2010年

S o c i e d a d  d e 
consultores Aptivo スペイン スペインのITコンサルティング企業Sociedad de consultores Aptivo社を買収。 2011年

S h o d e n  D a t a 
Systems 南アフリカ 南アフリカ共和国のITサービス企業Shoden Data Systems社を買収。 2011年

eBworx Berhad マレーシア マレーシアの金融ITソリューション企業eBworx Berhadを買収。 2012年

PRIZIM, Inc 米国 米国の環境コンサルティング会社PRIZIM, Incを買収。 2012年

Celerant Consulting 
Investments Limited 英国 社会インフラ分野など幅広い業種向けに企業の業務改善支援やサプライチェーンの改善支援などで強みを持つ、

英国の業務コンサルティング会社Celerant Consulting Investments Limitedを買収。 2013年

NTTグループ Cap Gemini S.A. フランス 世界の情報サービス・コンサルティングファームの大手企業である仏Cap Gemini S.A.社を買収。 2005年

Cornerstone As ia 
Tech Pte. Ltd. シンガ ポール ビジネスインテリジェンス/ビジネスアナリティクスのソリューション提供を行うシンガポールのCornerstone 

Asia Tech Pte. Ltd.を買収。 2011年

Contemporary plc 英国 公共機関、中堅企業向けSAP Business Objectsを活用したビジネスインテリジェンス/ビジネスアナリティク
スを提供する英国のContemporary plc社を買収。 2011年

Value Team S.p.A イタリア テレコム分野、製造分野、金融分野を中心に IT コンサルティング、システム開発などを行っているイタリアの
Value Team社を買収。 2011年

2C change a/s デンマーク SAPに関するコンサルティング、プロジェクトマネジメント、導入、業界特化ソリューション、サポート、トレー
ニング、ホスティングサービス等を提供するデンマークの2C change a/s社を買収。 2011年

B l u e p r i n t 
M a n a g e m e n t 
Systems Ltd.

英国 ビジネスインテリジェンス（BI）/ビジネスアナリティクス（BA）に関するコンサルティング、導入等を提供する
英国のBlueprint Management Systems社を買収。 2012年

Elsys トルコ SAPに関するコンサルティング、プロジェクトマネジメント、導入、業界特化ソリューション、サポート等を提供
するトルコのElsysを買収。 2012年

itelligence AG ドイツ SAPに関するコンサルティング事業、システム・インテグレーションおよびソフトウエア開発事業、ライセンス事
業、アウトソーシング・ホスティングサービス等を行うドイツのitelligence AGを買収。 2012年

Centerstance 米国 業務プロセスの分析やクラウドへの移行支援を専門に手掛ける米国のITコンサルティング会社Centerstanceを
買収。北米でクラウド事業の展開を強化する方針を打ち出す。 2012年

RMA Consulting Ltd 英国 ユーザー体験（UX）や画面設計のコンサルティングに強みを持つ英RMA Consulting社を買収。 2012年

Innogence Limited 豪州 SAPビジネスアナリティクスおよびSAP HANAのコンサルティング、導入・サポート等を中心に提供している
豪州のInnogence社を買収。SAP BIビジネスに強みを持つ。 2012年
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また、海外展開する顧客企業がICTサービス企業のグローバル展開に関する期待や今後望む関係性について
のアンケート調査＊45によると、顧客企業はICTサービス企業に対し、自社海外拠点への展開に加えて、現地で
の企業開拓と深耕による蓄積とそのフィードバックを期待している。また、今後はIT戦略立案や経営課題に対
する貢献など、パートナーとしての役割の高度化に期待している（図表1-2-2-58）。このようなことからも、
ICTサービス企業がITコンサルティングやデータ分析等の上位レイヤーのリソースを獲得することの重要性が
見て取れる。

カ　ICTサービスレイヤーにおけるグローバル展開の展望（まとめ）
我が国の主要ICTサービス企業は、従来から、日本の既存顧客企業の米国やアジア・ASEANへの進出に追随

してグローバル展開に取り組んできた（日本企業に追随したグローバル展開）。しかし、ASEAN諸国に限らず、
日系顧客企業のグローバル展開に追随するだけでは、先行する欧米の大手企業や低廉な現地企業との競争によ
り、将来的な事業の成長性は見込めない状況にある。

そのため先行する欧米の大手企業と同様に、進出先での顧客開拓を積極的に進めることが必要であり、ここま
で述べた現況や課題を踏まえ、我が国企業のグローバル展開の可能性を展望すると、規模の拡大を意識した
M&Aを行う「水平展開によるグローバル展開」と、コンサルティング等の上位レイヤーの強化・進出による

「川上統合によるグローバル展開」の大きく2つのモデルが考えられる。
前者の「水平展開によるグローバル展開」は、戦略的なパートナーシップやM&A等を活用し規模を追求するこ

とで、グローバル市場におけるシェアを拡大し、前述のGartner社のMagic Quadrantのようなグローバル市場
における企業評価等においてプレゼンスを高めることがグローバル市場競争の土台にあがるためには重要である。

合わせて、後者の「川上統合によるグローバル展開」により、顧客企業の業務分析やデータ分析等に関する知
識・蓄積を背景にしたITコンサルティングを取り込むことが、海外大手企業との競争上求められている。また、
ITコンサルティングからシステム構築・運用までを一気通貫で請け負うことにより、案件規模の拡大や価格競
争を回避するための有効な手段にもなり得ると考えられる。

なお、今後のインフラとして期待されるデータセンターやクラウドサービスについては、顧客サイドではネッ
トワークを重視しているとの指摘＊46もあり、日本のネットワーク事業者が得意とする品質、信頼性、セキュリ
ティの高いネットワークや、経済性の高いプラットフォーム（クラウドサービスやデータセンター等）の提供は
先行企業と比べた際の差別化要素となる。昨今では、企業のグローバル展開の進展を背景に、ITガバナンスの
見直しを行う動きが増えており、海外拠点でのICT環境の早期立ち上げやBCP＊47に関するニーズも高まってい
る。

＊45	JISA：一般社団法人情報サービス産業協会（情報サービス企業で構成される業界団体）による調査
＊46	それを示唆するものとしてCisco社「2012	Cisco	Global	Cloud	Networking	Survey」のレポート等がある。
＊47	Business	continuity	planning	事業計画。災害や事故などの発生時に、限られた経営資源で事業活動を継続するための行動計画

ICTサービス企業に対する顧客企業の期待図表1-2-2-58

（出典）総務省「ICT産業のローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
JISA白書2013

（％） （％）

今後望む姿現在の状態 今後望む姿現在の状態

情報サービス事業者に対するグローバル化の現状認識と今後望む姿 情報サービス事業者に対するパートナーシップに関する現状と今後望む姿

日本国内でサービス提供を受けている状態
貴社海外拠点のサービス提供に向けて取組・検討している状態
貴社海外拠点でサービス提供を受けている状態
海外企業に対して高い実績を持ち貴社もそのサービスを受けている状態

貴社に対する労務提供を受け、対価を支払う関係
成果物に対して対価を支払う関係
貴社の IT 戦略立案への貢献
貴社の経営課題に対する貢献
何らかのパフォーマンスベースの契約（共通目標を持つ）
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我が国の今後の展望としては、前述二つの手
段を意識しつつ、国内外の顧客企業のグローバ
ル展開に際し、品質、信頼性、セキュリティの
高さを強みに活かして対応していくことが有効
と考えられる（図表1-2-2- 59）。

（5）インフラ輸出によるグローバル展開

昨今の新興国を中心とした急速な都市化と経済成長により、交通・石油・建設・発電・水道等のインフラ需要
のニーズは世界的にも拡大している。我が国としては成長戦略の一環として、積極的に我が国の成長に向けてこ
れを取り込むことが求められている。

ア　世界のインフラ市場の動向
世界におけるインフラ需要市場は拡大傾向にあり、世界の上位225社のコントラクター＊48の売上高をみると、

2011年の時点で1.2兆ドルを超えるほどの大きな市場となっている。そのうち自国以外の海外での受注額は約
4,500億ドルと全体の4割近い規模に達しており、その内訳としては交通が最も多く、次いで石油・建設・発
電・工業・水の順となっている（図表1-2-2-60）。

その海外受注額の地域別の内
訳では、アジア地域においては
中国・欧州・米国企業、中東地
域では米国・韓国・中国企業、
アフリカでは中国企業が台頭し
ている。そのような状況のな
か、我が国は近隣であるアジア
圏であっても1,122億ドル中
105億ドルと10％前後、その
他地域も数％台にとどまってい
る。（図表1-2-2-61）。

ICTサービスのグローバル展開の展望（イメージ図）図表1-2-2-59

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

水平展開 

川上統合 
業務分析・データ分析などのノウハウ・技術 

の取り込み 
 

上位レイヤー強化 
ITコンサルティング事業を 

取り込むことで高付加価値化 

M&A 
提携 

M&A 規模の拡大 
国際評価の向上(MQ等) 

M&A 
ICTサービス事業 

[日本企業追随] 

品質 
信頼性 

セキュリティ 
による差別化 

世界の上位225コントラクターの売上高推移における自国内/海外別の推移図表1-2-2-60

（出典）Top 225 Intnational Contractors 2012

（年） 2011 年

海外受注（億ドル）国内受注（億ドル）
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＊48	建設事業等の請負業者。

世界のインフラにおける地域別の海外受注内訳（億ドル：2011年）図表1-2-2-61

（出典）Top 225 Intnational Contractors 2012より作成
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イ　インフラ輸出戦略の策定・公表
我が国としては成長戦略の一環として、積極的にこのような新興国を中心とするインフラ需要を取り込み、我

が国の力強い経済成長につなげていく必要がある。このためには、我が国企業による機器の輸出のみならず、イ
ンフラの設計、建設、運営、管理を含む「システム」としての受注や、事業投資の拡大など多様なビジネス展開
が重要であると考えられる。

加えて、インフラシステムの海外輸出は、受注企業の直接的な裨益のみならず、日本企業の進出拠点整備やサ
プライチェーン強化など複合的な効果を生み出し、また、我が国の先進的な技術・ノウハウ・制度等の移転を通
じ、環境、防災等地球規模の課題解決に貢献し、我が国の国際的地位の向上にも貢献することが期待される。

一方、我が国企業は個別の製品や要素技術では世界的に高い技術を有するものが多いが、国際競争の熾烈さに
加え、海外展開を支える体制の未整備や人材、ノウハウ・ブランディング力の不足等を背景に、受注実績で大き
く欧米・中国・韓国等の競合企業に差をつけられているのが現状である。また、新興国へのインフラ輸出は初期
投資が膨大で事業リスクが高く、輸出先政府の影響も大きいという課題があるため、政府と民間企業が連携し、
官民一体となって取組を推進する必要がある。

また、インフラシステム輸出支援に際しては、相手国の発展段階や日本企業の進出度合いに応じメリハリをつ
けつつ、政府開発援助等の経済協力と緊密に連携を図ることが重要であり、エネルギー・鉱物資源の海外からの
安定的かつ安価な供給確保について、インフラシステム輸出や経済協力と連携して、官民一体となって働きかけ
を行う必要がある。

これらのことを踏まえ、我が国企業によるインフラシステムの海外展開や、エネルギー・鉱物資源の海外権益
確保を支援するとともに、我が国の海外経済協力（経協）に関する重要事項を議論し、戦略的かつ効率的な実施
を図るため、内閣官房長官を議長とする経協インフラ戦略会議が本年3月に設置され、我が国企業が熾烈な国際
競争に勝ち抜き、官民連携により施策を強力に推進することによって、2020年に約30兆円（事業投資による
収益額含む：現状約10兆円）のインフラシステムを受注することを目指し、本年5月に「インフラシステム輸
出戦略」が政府より発表された＊49。

ウ　ICTにおけるインフラ市場の動向
インフラ市場におけるICTの位置づけとして、既存の通信インフラに加え、我が国の利用企業が優位性を有

する社会インフラ（鉄道、電力、水、農業など）にICTを組み込んで高度化し、グローバル展開を行う戦略が
想定されている。この場合、ICTは重電企業が保有するインフラシステムの高付加価値化を実現する不可欠な
要素として位置づけ、鉄道、電力、水、世界等の社会インフラに関する日本企業のプレゼンスを考慮すると、当
該市場を取り込むこともICTサービスのグローバル展開のモデルを考える上でも重要な役割を担うことが考え
られる。

それらの市場成長性を見てみると、前述（3）でも述べたとおり通信インフラ市場は年平均2.1％の市場成長
率が見込まれており2017年には1.8兆ドル規模に成長すると予測されている（図表1-2-2-16）。

また、スマートタウンの市場規模予測としては2012年現在は60億ドル強であるが、2020年には約3倍の
200億ドル市場まで成長が見込まれており、世界で年平均16.2％という高い成長が予測されている（図表1-2-
2-62）。その地域別で見ると、欧州、アジア・太平洋圏で特に高い成長が示されており、分野別においては
2012年時点ではエネルギーの比率が最も高いが、交通・建設・政府の成長率が19％前後と高く、2020年には
エネルギー・交通・建設の3分野が45～55億ドル規模に拡大することが見込まれている（図表1-2-2-63）。

＊49	「インフラシステム輸出戦略」平成25年5月17日	http://www.kantei.go.jp/jp/singi/keikyou/dai4/kettei.pdf参照。
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エ　総務省の取組
これらの状況を踏まえ、総務省においても我が国の優れたインフラシステムの輸出を成長戦略の要と位置づけ

ている。インフラシステム輸出においては、相手国の歴史や文化、地政学的な状況まで視野に入れた地域毎の
ニーズを汲み取り、国内各省庁とも連携して取り組むことが重要である。

特に、ICTはいわば社会インフラシステムの神経系であることから、我が国の先進的なICTシステムを他の
社会インフラシステムを活かした国際競争力のある提案を行うことが重要であると考えられる。すなわち、水資
源不足や食料危機など世界的な資源問題、急速に進む高齢化といった社会的課題について、センサーネットワー
クやビッグデータ活用などを用いて解決する先進的モデルを「ICTインフラシステム」として同様の問題を抱
える国々に展開し、当該国の課題解決に貢献するとともに、我が国産業界の国際競争力の強化を図る、「社会的
課題の解決に資するICTインフラシステムの海外展開」を促進することが求められている。また、都市・生活
インフラ（住宅、建築物、ライフライン）、産業・エネルギーインフラ（石油・天然ガスプラント）、ICTイン
フラの組み合わせを促進することも有益であろう。

このような認識のもと、我が国企業の進出意欲も旺盛なASEAN地域等への展開を意識した上で、総務省では
次のような分野に対し取組を行っている＊51。

（ア）ICT分野＊52

総務省では、社会インフラシステムを輸出する際に、我が国の先進的なICTシステムを組み込むことを前提
とした様々な取組を行っている。

世界のスマートタウンにおける地域別市場規模予測図表1-2-2-62

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
Pike Research
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世界のスマートタウンにおける分野別市場予測＊50図表1-2-2-63

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
Pike Research
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＊50	政府：公共の安全管理、社会的ケア、遠隔医療、電子教育、スマート街路照明、市民ポータル、廃棄物収集等の分野／建設：公共部門のエネ
ルギー管理プログラム、再生可能エネルギー、電気自動車の充電ステーション、照明・廃棄物・水管理等の分野／交通：交通量の監視・管
理、電気自動車の充電システム、緊急連絡システム、公共情報システム、スマート駐車場、統合された交通信号管理などの分野／水：セン
サーと通信ネットワークなどを活用した水の監視・管理システム（スマート水道メーター）等の分野／エネルギー：スマートメーター・ス
マートグリッド等のエネルギー効率化を目的としたシステム等の分野

＊51	第5章第8節・第9節も参照。
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例えば、ASEAN諸国においては、域内共通のブロードバンド基盤整備と公的ICTシステム（防災、環境、医
療等）をセットにした「ASEANスマートネットワーク構想」を推進している。国別に見ると交通渋滞に悩まさ
れているタイにおいては、地理空間情報とICTを組み合わせた交通情報システムの提案・実証実験を行い、実
サービスとして開始されている。また、持続的な経済成長により自然環境や都市環境の改善が急務となっている
ベトナムにおいては、ICTを活用して環境・防災情報のリアルタイムでの収集や分析を可能とするセンサーネッ
トワークシステムの導入を推進している。

今後の取組においても、行政、社会インフラ、健康、医療、農林水産、環境、エネルギー、交通、観光、教育
などの複合的課題の解決や防災対策のため、ICTを社会実装した新たな街づくり（ICTスマートタウン）に関
する我が国先行モデルの海外展開等も検討されている。

（イ）セキュリティ
ASEANを中心とした成長に伴い都市化が進む地域においては、インターネットの普及が加速している。しか

し、国家の情報ネットワーク化が進めばサイバー攻撃等に晒されるリスクも増大するため、我が国の取組や成功
事例を発信し、制度、情報共有に関する国際協力を推進することは重要な意味を持っている。そのため、総務省
では国際的なサイバーセキュリティ確保に向けた取組として、平成25年9月に日ASEANサイバーセキュリティ
協力に関する閣僚政策会議が予定される等、政府間での情報共有を行う様々な取組を推進している。

（ウ）防災分野
阪神・淡路大震災、東日本大震災等、様々な大規模災害が多い我が国では、消防防災インフラシステムが世界

でも類を見ないほど進んでおり、例えば地震波検知後数秒程度で発表する緊急地震速報や、約三分の津波警報・
注意報に加え、衛星を活用し速報や警報等を全国一斉に配信するアラートシステム等も備わっている。それらを
支える制度、技術、人材育成などを組み合わせて、経済発展・都市化に伴い災害リスクが増大している新興国に
展開していくことは、我が国のICTの展開のみならず、展開先国の生命・インフラを守るといった非常に重要
な意義を持っている。

特に、我が国と同様に地震、津波、洪水等の自然災害が多いASEAN諸国への、我が国の知見・経験を生かし
た災害ICTシステムの展開はニーズが高い。

平成25年4月には、総務大臣がインドネシアを訪問し、インドネシア通信情報大臣や国民福祉担当調整（防
災担当）大臣と会談を行い、防災ICTシステムの早期導入等に向けて、実現可能性調査の実施等双方で取り組
んで行くことで合意した。

今後は、インドネシアにおける実システムの早期の導入を目指すとともに、他のASEAN諸国への展開を図っ
て行く。

＊52	郵便分野においても、新興国を中心に郵政事業の近代化・高度化に向けた投資も活発化していることから、日本の郵便の優れた業務ノウハ
ウや関連技術の提供を通じて、相手国の社会経済の発展に伴う両国間の関係強化を図り、国内関連企業の新規ビジネス展開に繋げていくこ
とを目指している（第5章第9節2（2）参照）。

総務大臣とティファトゥル通信情報大臣との会談 総務大臣とアグン国民福祉担当調整（防災担当）大臣との会談
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（6）通信機器レイヤーのグローバル展開

通信機器レイヤー＊53においては、前述のとおりICT産業の中でもコモディティ化が特に進んでいる市場であ
り、スウェーデンのEricssonや中国Huawei、米Cisco等の海外ベンダーによる寡占化が進んでいる状況にあ
る。その中で日本企業は国内では一定のシェアを持っているものの、グローバル全体の中では存在感を見出せて
いない状況にある。
一方、当該レイヤーはネットワークのIP化に代表されるような技術変革が進みつつある業界でもあり、LTE
やSDN＊54等を初めとした次世代基盤による業界構造の変化も予想される。本項ではこれらの背景を踏まえグ
ローバル市場における通信機器レイヤーの現況と今後の展望について分析する。

ア　通信機器レイヤーの市場動向
通信機器市場は、グローバルな通信需要
の拡大を背景に、コモディティ化が進んで
いる中でも年平均4.8%のプラス成長率で
推移すると予測されており、製品別では移
動系インフラ機器市場が5割弱を占め、今
後も堅調に拡大するものとみられる。固定
系インフラ市場については、レガシーネッ
トワーク向けの通信機器需要は大幅なマイ
ナス成長となっているのに対し、IPネッ
トワーク向けの通信機器需要はプラス成長
で推移し、特にルーター・スイッチ分野が
8.5％と高い成長率が予測されている（図
表1-2-2-64）。
また、2012年の地域別市場規模では、移動系がアジア・太平洋地域で129億ドル、固定系は北米地域が129
億ドルで最も大きな割合を占めている。2017年までの予測においても、アジア・太平洋などの新興国は固定系
も堅調に成長するが、特に同地域の移動系インフラは165億ドル規模まで成長し、世界で最も大きい市場が続
くことが見込まれている。また成熟市場と言われる我が国は、固定系・移動系ともに、マイナス成長と予測され
ている一方で、その他の地域については、おおむね年平均成長率4～5％のプラス成長と予測されている（図表
1-2-2-65）。この背景として日本では世界的にも早期から次世代インフラ・ネットワークの整備を進めてきたが、
アジア・太平洋地域の今後の経済発展に加え、欧米等の先進国では国家戦略としてのブロードバンド整備にこれ
から注力する等、今後これらの地域において投資やネットワーク構築が進展することに起因しているものと想定
される。

通信機器市場規模の推移図表1-2-2-64

（出典）Gartner資料より総務省作成

0

20,000

40,000

60,000

80,000

30,000

10,000

50,000

70,000

90,000

100,000

市
場
規
模
（
百
万
米
ド
ル
）

交換機（レガシー）

音声スイッチング・制御・
アプリケーション

ブロードバンドアクセス

サービスプロバイダルータ・
スイッチ

光トランスポート

移動体インフラ

20172016201520142013201220112010

4.3%

固定系
3.8%

8.5%

5.3%
3.3%
－21.6%

（年平均成長率 17/12）4.8％
（年平均成長率17/12）

移動系

通信機器市場規模の地域別比較図表1-2-2-65

（出典）Gartner資料より総務省作成
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＊53	本項で扱う通信機器に通信端末（携帯電話、スマートフォン等）は含まない。
＊54	本項トピック「SDNについて」参照。
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第1部　特集　「スマートICT」の戦略的活用でいかに日本に元気と成長をもたらすか

当該レイヤーのグローバル市場における企業毎の成長率を分析してみると、Ericsson、Huawei、Ciscoの3
社が売上・収益双方の面で高い成長率を示している。またこれらの企業は海外売上げ比率も高い傾向にあり、3
社を含むその他の主要海外企業の売上もおおむね50%以上が自国以外の市場で確保されたものである。

一方で、仏Alcatel-Lucent（以下Alcatel）やフィンランドNokia Siemens Networks（以下NSN）の業績
は、前述3社の業績には及ばない状況にある。その要因として、Alcatelは海外売上比率は数字上は高いものの、
同社は米AT&Tの技術系子会社＊55から分離したルーセント・テクノロジー社と合併して生まれた歴史があるた
め、欧州および北米を中心とした先進国にシェアが偏っており、その地域での業績が伸び悩んでいる。同社は、
構造改革を進めながら、付加価値の高い市場の開拓を進めるとしている。NSNにおいては、拡大を続ける
EricssonとHuaweiとの競争に加え地域によっては収益性が低下しており、地域戦略の見直しと組織再編を進
めている。

また、日本企業は直近の国内需要の拡大を背景に一定の業績を残しているものの、日本市場の今後の成長性が
限定的である点も踏まえると、今後の成長にはグローバル展開が鍵になるといえる（図表1-2-2-66）。

さらに前述の成長率および海外売上比率の高い3社の事業構成をみてみると、Ericssonは、サービス売上＊56

比率が42％と高く、移動体基地局等を軸にソリューション領域も広く手がけておりターンキーマネージド型＊57

の垂直展開を進めてい
る。 一 方Huaweiは、
IP 技 術 を コ ア に ソ
リューション関連機器も
含めた圧倒的な商品の品
揃えと、低価格を武器に
幅広い商材分野に対して
水平展開を推し進めてい
る。Ciscoは同社の強み
であるIPルーター・ス
イッチを軸に、移動系を
中 核 と す る 企 業 へ の
M&Aや戦略的提携を行
うことでポートフォリオ
を広げており、同セグメ
ントへの本格参入を進め
ている状況にある（図表
1-2-2-67）。

主要通信機器ベンダーの売上構成図表1-2-2-67

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

Copyright (C) Mitsubishi Research Institute, Inc. 
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主要通信機器ベンダーの業績成長率と海外売上比率図表1-2-2-66

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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＊55	旧AT&Tテクノロジー
＊56	機器やソリューションの供給や販売を除く、キャリアNWの運用・保守などのマネージドサービスをはじめとするサービス事業
＊57	機器の販売からシステムの保守やサポートまでワンストップで一体的に行うビジネスモデル
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企業別のキャリア向け通信機器市場シェアを見ると、Ericssonは移動系機器で35％の高いシェアを持ってお
り前述の移動体基地局に強みを持っていることが現れている。Huaweiは同社の幅広い品揃えから固定・移動系
双方で2割弱のシェアを持ち、過去4年間で着実にシェアを伸ばし全体で世界2位のシェアを握っている。
Ciscoにおいては固定系のIPルーターやスイッチ関連を軸に18％の高いシェアを有している（図表1-2-2-68）。

加えて、地域別の市場シェアをみると、移動体インフラ市場においては先進国、新興国のいずれにおいても
Ericssonが20～45%の市場シェアを有しており世界規模で幅広く展開をしている状況が見て取れる。Huawei
は、南米・中東・アジア太平洋などの新興国地域を中心に北米を除く欧州でも2割前後のシェアを確保している。
CicsoにおいてはIPネットワーク領域（スイッチ・ルータ）においてはアジア以外の世界各地でシェア1位の状
況である。なお、日本国内の移動体インフラ市場においては日本企業の存在感が強いといえよう（図表1-2-2-69）。

イ　通信機器レイヤーのグローバル展開モデル
ここまでで述べた市場動向を踏まえ、通信機器ベンダーのグローバル展開におけるビジネスモデルを類型化す

ると、マネージドサービス等で通信インフラの運用・保守を一括して請け負う「垂直展開モデル」と、機器の品
揃えを重視し各国に展開する「水平展開モデル」の2つに大別されることがわかる（図表1-2-2-70）。

端末メーカーであれば、特定デバイスや技術優位性を武器にグローバル展開しているIntelやQualcomm等
の例もあるが、通信機器レイヤーにおいては、現在このような特定技術の優位性で参入障壁を構築することは難
しい状況にある。そのため当該レイヤーは市場が成熟してくると規模の勝負になりやすく、コモディティ化が進
みやすい傾向にある。このような背景から水平展開モデルの企業においても、ほとんどの企業で少なからずは上
位レイヤーを意識した垂直展開モデルを指向しつつある状況にある。

通信機器市場の移動系・固定系シェア図表1-2-2-68

（出典）Gartner資料より総務省作成
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通信機器市場の地域別シェア図表1-2-2-69

（出典）Gartner資料より総務省作成
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また、通信機器ベンダーを過去
軸足を置いてきた事業領域（技術
基盤×応用分野の2軸）の違いに
よって類型化すると、レガシー
ネットワークの移動体に軸足を置
いてきたEricssonと、同じくレ
ガシーネットワークの固定系に軸
足を置いてきたAlcatel、IPネッ
トワーク（インターネット）で
ルーター市場に参入したCisco、
固定・移動系問わずFMC＊58全般
のIP機 器 を 対 象 に 参 入 し た
Huaweiに 大 別 さ れ る（図表
1-2-2-71）。いわゆるレガシーネットワークから、オールIPネッ
トワークへの移行が進みつつある昨今、後者の企業のグローバル市
場におけるポジションが高まっている。
（ア）垂直展開モデル

垂直展開モデルは、現在のグローバル通信機器ベンダーにおいて
は最も典型的なビジネスモデルである。このモデルは規模の拡大を
指向する通信事業者が、ディストリビューター機能に経営資源を集
中し、運営の効率化を図る過程で、通信機器ベンダー側がインフラ
の運用・保守業務を請け負うようになり成立したビジネスモデルで
ある。特にGSM 陣営のEricssonやNSN等は、通信事業者も巻き
込んだ徹底した標準化の推進により、欧州をはじめとする世界各国
の通信事業者が同規格を採用したことで、ビジネスモデルとして成
功を収めてきた経緯がある。
A　スウェーデンEricssonのグローバル展開

Ericssonは当該モデルにてグローバル展開を進める典型的な企業であり、営業利益率は中期的には低下傾向
にあるものの、売上高は堅調に拡大しており、2009～2012年の海外売上比率は98％と、ほぼすべての売上は
海外からのものとなっている（図表1-2-2-72）。

＊58	 Fixed	Mobile	Convergence：固定系と移動系双方を組み合わせたサービス等を指す
＊59	2009年以前の地域内訳はデータがない

通信機器レイヤーにおけるビジネスモデル図表1-2-2-70

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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Ericssonの売上高・営業利益率・海外売上比率＊59図表1-2-2-72

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

海
外
売
上
比
率

売
上
高（10

億SEK

）

海
外
売
上
比
率

売
上
高（10

億
米
ド
ル
）

7.17.98.2

2.9

14.2
16.2

20.1

10.4

営業利益率 北米 南米 北欧・中欧アジア 西欧・中欧
中東・アフリカ
海外売上比率

アジア・インド その他（東南アジア・太平洋等）
売上高

（％）（％）

0

50

100

150

200

250

157.9

9898989896969696

184.3
196.2

217.8 210.6 203.3
227.0 227.9

20122011201020092008200720062005
0

5

10

15

20

25

30

35

40

19.8

24.6
28.3

31.5
27.5 28.6

34.3 34.2

20122011201020092008200720062005
0
10
20
30
40
50
60
70
80
90
100

0

5

10

15

20

25

平成25年版　情報通信白書108



「
ス
マ
ー
ト
I
C
T
」
の
進
展
に
よ
る
新
た
な
価
値
の
創
造

第
1
章

ICT産業の「革新」とグローバル展開　第2節

従来のネットワーク機器の供給・販売に加え、機器の運用・保守を担うマネージドサービス、ネットワーク整
備・システム構築などのグローバルサービス事業を行っている。また戦略的な事業領域として、通信キャリアの
事業全体を支援するOSS＊60・BSS＊61、TV・メディア、モバイルコマースといったサポートソリューション事
業へも進出しており、より上位の領域へ垂直統合型の事業拡大を展開している。特に後者2つのサービス系事業

（グローバルサービス、サポートソリューション）は、2012年には機器販売のネットワーク事業と拮抗するま
でに成長しており、ネットワーク事業と同規模の営業利益率を確保している。

また、商材別でみると、サービス系事業が占める割合が42%に達しており、ハードウェア・ソフトウェアの
供給に対して徐々に売上に占める率を高めている状況にある（図表1-2-2-73）。

（イ）水平展開モデル
水平展開モデルの典型例は日本の通信機器ベンダーと国内通信事業者の取引であり、通信事業者がソリュー

ションから回線運用まで担う垂直統合型のビジネスモデルを採用しているケースに多く見られる。代表例として
は大量生産による低廉さと、品揃えの豊富さを強みにグローバル展開をしているHuaweiが挙げられ、またIP
を軸に様々な分野や顧客向けのプロダクトとサービスを展開しているCisco等も同モデルに含まれると言えよ
う。

A　中国Huaweiのグローバル展開
Huaweiは、当初香港製交換機の代理店販売から事業を始め、自ら交換機を製造するようになり、通信インフ

ラ整備が遅れていた農村地域を中心に売上を伸ばしてきた。加えて、いち早く移動体通信に着目し3G網の機器
開発・販売に着手、その後、売上高・収益ともに急激な成長を遂げている。

Ericssonの事業内容およびセグメント別の収益内訳図表1-2-2-73

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

（％）

売上高の商材別構成比事業別売上高・営業利益率の推移

営
業
利
益
率（
％
）

売
上
高（10

億
Ｓ
Ｅ
Ｋ
）

ネットワーク グローバルサービス サポート・ソリューション

ネットワーク グローバルサービス サポート・ソリューション ハードウェア ソフトウェア サービス

0

20

40

60

80

100

38 39 37
42

26 24
23

23

36 37 40
35

2012（年）201120102009

0

5

10

15

－4
－5

98 7 6

11
13

6

201220112010

0

20

40

60

80

100

120

140

10.5 10.6 13.5

80.1 83.9
97.1

112.7

132.4
117.3

201220112010

事業 内容 競合他社

ネットワーク ・ 移動、IP、コア網等NW機器販売
（2012年末時点でLTE網で120契約を締結）

Alcatel-Lucent, Cisco, Huawei, Juniper, NSN,
Samsung, ZTE

グローバルサービス
・ マネージドサービス
・ コンサルティング、システム構築
・ ネットワーク整備

Accenture, HP, IBM, Orace, Tata Consultancy
Service

サポートソリューション
・ OSS、BSS
・ TV/メディアマネージメント(IPTV等)
・ モバイルコマース

ローカル系事業者
IT機器事業者
Harmonic, Harris, Comviva, Sybase, Infosys, Gemalto

機器供給のみならず、ネットワークの整備・運用や戦略
的事業としてIPTV・モバイルコマース領域などへ拡大

＊60	Operation	Support	Systemsネットワーク運用を支援するサポートシステム
＊61	Business	Support	Systems顧客管理等のビジネス支援を行うサポートシステム
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同社の成長は、海外展開の推進による側面が大きく、海外売上比率は既に60%を超えている。特にアジア太
平洋・EMEA＊62地域などの新興国を中心に展開している状況である（図表1-2-2-74）。

また、同社は売上の7割弱がキャリア向けのキャリ
ア・ネットワーク事業が占めており、固定・移動系双方
のオールIP網向けの品揃えに特化し、豊富な品揃えを
武器に、IP系システム事業者（Cisco、Juniper等）、
移動（Ericsson、NSN）、固定（Alcatel）、の各領域に
対して製品を供給している。さらに近年では、SDN
アーキテクチャに係る商材等、コア網におけるソリュー
ションにも注力しており、トータルソリューションの提
供を目指している（図表1-2-2-75）。
加えて、同社は積極的な研究開発費を投じており、
150以上のネットワーク技術に関する国際標準化のワー
キンググループ等で役職を獲得するなど、技術的側面に
おける存在感を強めている。

B　Ciscoのグローバル展開
Ciscoは、インターネット及びイントラネットの発展とともに成長してきた企業である。同社は、IPネット
ワーク関連技術及び製品を開発・販売するとともに、ネットワークを有効に活用するための様々なサービスを提
供してきている。中期的には営業利益率が低下しているものの、売上高は2009年を除き、右肩上がりで成長し
ている。北米をはじめとする先進国地域の他、中東やアフリカなどの新興国地域へも展開しており、直近では海
外売上比率が50%を超え、今後ネットワーク投資が進む新興国地域での売上増が見込まれる（図表1-2-2-76）。

Huaweiの売上・営業利益・海外構成比図表1-2-2-74

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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Huaweiの売上構成比と事業概要図表1-2-2-75

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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Ciscoの売上高・営業利益率・海外売上比率図表1-2-2-76

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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Ciscoの現在の事業は、IPネットワークの中核を担うルーター、スイッチ、高度化技術（アドバンスドテクノ
ロジー）、その他（新興技術等）の4つのセグメントで展開しており、プロダクトは大企業・政府機関向け、通
信事業者やインターネット事業者等のサービスプロバイダ、中堅・中小企業向け、一般消費者向けなどと多岐に
わたる。事業の多角化に伴い、テクニカルサポートやコンサルティングといったサービス事業のシェアも徐々に
高まっており、前述の垂直展開モデルも進めつつある（図表1-2-2-77）。同社は、従来IPルータで市場シェア
を拡大してきたが、ネットワークのIP化の進展により分野間の垣根が薄れつつあることを背景に、近年はネッ
トワーク分野全体でのシェア拡大を目指している。そのために、目的に応じて競合他社を含む通信機器ベンダー
との戦略的提携によりソリューションの拡大を図ったり、M&Aも積極的に進めてきている（図表1-2-2-78）。

ウ　通信機器レイヤーにおける技術革新
通信機器レイヤーは、コモディティ化が著しい

のは前述のとおりだが、当該分野は技術の進歩が
速いICT産業の中でも企業の研究開発費の対売
上高比がソフトウェア・セミコンダクタ分野に次
いで高く、かつその水準が高まっている傾向が見
られる（図表1-2-2-79）。

各社の研究開発状況をみると、Huawei・ZTE
等の中国企業が積極的に研究開発に投じており、
その額は米Appleや我が国大手ベンダー、通信
事業者を上回っている（図表1-2-2-80）。両社は
機器の品揃えを重視した水平展開モデルの企業で
あり、高収益をてこに積極的な研究開発投資を進
めることで、更に品揃えを強化し売上げを伸ばす
サイクルにつなげている状況がうかがえる。他
方、R&D費が中期的に減少傾向にあるAlcatel
は、研究開発と商品開発などのバランスにおいて
体制見直しを迫られており、技術力をコア・コン
ピタンス＊64とする企業においては、継続的な研
究開発投資が将来の市場におけるポジションを左
右すると考えられる。

一方で、通信機器市場を取り巻くネットワーク
の技術基盤は著しいスピードで進化しており、固

＊63	2009年以前はスイッチ・ルーター・コラボレーション以外の売上内訳データ無し
＊64	競合他社を上まわる、その企業の中核的な能力

Ciscoの直近のM&A動向図表1-2-2-78

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

日付 買収企業 企業概要

2012年11月 米Cloupia データセンターインフラ・ソフトウェア

2012年11月 米Meraki クラウドネットワークソリューション

2012年11月 米Cariden テレコムサービス事業者向けのネットワーク設計・
トラヒック制御ソリューション

2012年12月 米BroadHop 通信事業者向け制御・サービスマネジメント技術

2013年1月 イスラエルIntucell モ バ イル 分 野 向 けSON（Self-Optimizing 
Network）ソフトウェア開発

2013年3月 オーストリアSolveDirect クラウドサービス管理ソフトウェア開発

2013年4月 英Ubiquisys 3G/LTE小型基地局・シームレス接続技術

Ciscoの売上構成比と事業概要＊63図表1-2-2-77

※2005年～2009年は詳細区分の売上は開示されていない
（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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ICT分野（世界上位250社）における研究開発費対売上高比図表1-2-2-79

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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定系通信では光ファイバなどの超高速ブロードバンド、移
動系通信では第2世代（2G）・第3世代（3G）携帯電話
網からLTE網へと、いわゆる次世代通信網への移行が着々
と進んでいる。特に、今後拡大が期待されている移動系通
信市場では、グローバルでみると、2G/3G通信網に係る
市場が縮小し、それを代替する形でLTE網の需要が大き
く拡大することが予想されている。地域別でみると、先進
国地域を中心に移行が進み、その後を新興国地域が続き、
将来的には後者の市場が最も大きく占める市場となる見通
しである（図表1-2-2-81）。

そして、LTEに関する特許においては、
Qualcommを 筆 頭 にHuawei、Ericsson、
ZTEが各々7～8％の特許を保有しており、図
表1-2-2-80にある研究開発費に積極投資を
行っている通信機器ベンダーがここにも名を連
ねている（図表1-2-2-82）。これらの傾向から、
各社ともに重要な特許をおさえ国際標準化活動
に積極的に関与していくことを重視しているこ
とがうかがえる。

これら技術基盤の進展は、通信機器ベンダー
にとって、コモディティ化が進むこのレイヤー
では重要な市場機会となりうる。その典型例は
前述のCiscoにおけるレガシーネットワークからIPネットワークへのシフトによるシェア拡大であろう。通信
機器ベンダーのグローバル展開モデルにおいて留意すべきことは、これらネットワークを構成する基盤技術の

「破壊的イノベーション」＊65による技術の不連続な変化を捉えた戦略的な対応であろう（図表1-2-2-83）。
このように通信市場に大きな変化をもたらす技術のフェーズシフトのタイミングでは、当該市場を狙う企業に

とってチャンスとなる一方、それを生かすためには、次世代技術として期待されるクラウドやSDNなど新しい
トレンドを見極め、いち早く取組市場を獲得することが重要である。とりわけ次世代通信網においては、標準化

移動体通信技術別の市場規模予測図表1-2-2-81

（出典）Gartner資料より総務省作成
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（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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＊65	Clayton	M.	Christensen：ハーバード・ビジネススクール教授。「イノベーションのジレンマ」（Harvard	Business	Review	
Press,1997）という著書で、技術の不連続な変化によるトップ企業の栄枯盛衰を、破壊的イノベーションというキーワードを用いて描いて
いる。
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された技術を用いた多様な機器や端末の利用が想定され
ていることから、様々な事業者の参入が進むことが予想
される。

エ　主要国内事業者における海外展開状況
（ア）NEC

NECは、事業の柱である通信事業者（キャリア）向
け事業において、付加価値の高いサービス・マネジメン
ト分野に着目している。具体的には、近年需要が高まっ
ているTOMS＊66の提供を強化しており、同分野の海外
事業展開を目標として掲げている。2008年10月に通信事業者向けソフトウェア・運用支援システム等を提供
する米NetCracker社、2012年5月に米Convergysの業界大手の事業支援システム（BSS）事業を買収するな
ど、当該ビジネス領域の強化と海外事業展開を加速させている。

また、次世代ネットワーク技術SDNについても世界に先駆けて取組、技術開発・製品開発を進めている。
2013年2月には、SDN及びNFV（Network Functions Virtualisation）技術に係る通信事業者のネットワー
クへの実装について、スペインTelefonicaとの共同開発を発表するなど、同技術に係る海外展開の地盤固めを
進めている。

このように、同社の海外展開においては、コア・コンピタンスとするIT・ネットワーク技術力を生かした、
エンドツーエンドソリューション（SDN～TOMS～サービスアプリ連携等）の提供を目指しているといえる。

（イ）富士通
富士通は、従来北米やアジア市場を中心に、通信機器を供給してきた。とりわけ、メトロ光伝送システム＊67

においては、北米市場で27％＊68のトップシェアを有しており、2位のCiscoを押さえているなど、一定の競争
力を有している。2012年1月には、米AT＆TのIPネットワークの光電送分野ドメイン・サプライヤ（優先ベ
ンダーリスト）の1社として指定され、同社のメトロ・ロングホール光伝送整備＊69の展開に弾みをつけている。
また、英国における同社ITサービス子会社である富士通サービスは、同国の通信事業者と連携して光ファイバ
網の敷設を進めている等、光伝送に係る同社のプレゼンスの向上に貢献しているといえよう。

光伝送系の強み、あるいはICTサービス市場における市場ポジションや強みを活かし、他の市場への展開を
目指している。

（ウ）日立製作所
日立製作所は、現在売上高が約1.8兆円（2012年度実績）で全社売上高の約18%（2012年度実績）を占め

る情報・通信システム事業について、2015年度までに2.1兆円まで拡大する方針を掲げている。その成長エン
ジンの一つとして海外市場を挙げており、現在の海外売上比率である約26%から約35%まで拡大させることを
目標としている。現在は、世界シェア上位に位置している企業向け大型ストレージ事業やATM事業などを手掛
けており、今後はこうした強みを持つ領域を核としたプラットフォーム・ソリューション事業の拡大、グローバ
ルコンサルネットワークの拡大などの垂直統合化の推進を、グローバル事業の方向性として打ち出している。さ
らに、ICT とインフラの両分野を手掛けていることから、その技術を社会インフラ分野の高度化に資するべく、
電力・水道・鉄道・農業・防災等のインフラ領域において「モノづくり技術」「OT(Operation Technology)」
＊70「IT(Information Technology)」を融合した「社会イノベーション」事業の展開にも注力しており、ICT
を活用したビジネス・バリューチェーンの革新を目指している。

＊66	Telecom	Operations	and	Management	Solution	:	通信事業者のサービス提供に必要な運用管理システムの総称。一般には、顧客のビジ
ネス遂行を支援するBSS・ネットワークの運用業務を支援するOSS（前述）、サービス提供基盤SDP（Service	Delivery	Platform）を含
む。

＊67	中距離通信網向けの光伝達システム
＊68	OVUM社（英国のICT分野の市場調査会社）調査に基づく（2013年3月）。
＊69	中・長距離通信網向けの光伝達システム
＊70	業務ノウハウ・制御装置

通信機器レイヤーにおける技術革新図表1-2-2-83

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

Copyright (C) Mitsubishi Research Institute, 
Inc. 
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（エ）東芝
東芝は、グローバル事業を積極的に進めてきており、全社の海外売上比率は既に55%（2011年度）に達して

おり、2014年度には65%まで拡大させることを目標としている。ICT事業であるデジタル製品や電子デバイス
事業を手掛けるほか、発電分野において世界トップシェアを誇る社会インフラ事業にも注力している。同事業で
はM&Aによる規模拡大を進めることで、世界各国の拠点を通じたグローバル展開を図っており、その他スマー
トコミニュティ・クラウドサービス等の分野においてはIBMやHP等の海外大手企業とのアライアンスも強化
し事業展開を加速させている。とりわけ、新興国の社会インフラ事業に注力しており、各種大型プロジェクトの
受注を目指している。日立製作所と同様に、当該領域での機器供給、インフラシステムの運用等に係るマネージ
メントサービスの提供等を目指している。

オ　通信機器レイヤーにおけるグローバル展開の展望（まとめ）
ここまで述べたように、通信機器ベンダーのグローバル展開の方向性としては、①技術優位性を有する機器・

システムの提供を武器にする「水平展開モデル」と、②海外の通信事業者のベストパートナーとしてネットワー
ク運用・保守等を一括して請け負う垂直展開型の「マネージドサービス型モデル」の2つに大別されているのが
現状である。

しかし、前者の①「水平展開モデル」は、標準化によるコモディティ化が進む当該レイヤーでは、大量生産に
よる低価格と圧倒的な品揃えを武器にした、規模を追求するモデルが主流になっている。我が国のベンダーが同
様の手法を追従し、持続的なビジネスモデルとして成立させることは、圧倒的な技術優位性や、技術の変遷を見
越した新規市場等でない限りハードルが高いと考えられる。

他方、後者の②「マネージドサービス型モデル」は、グローバル市場の標準的なビジネスモデルである。その
ため、我が国通信機器ベンダーは、当該サービスを提供する上で必要な事業リソースを、M&Aや戦略的提携

（CiscoはM&Aに加えて競合他社を含む通信機器ベンダーとの戦略的提携により、ソリューションの拡大を図っ
ている）等を活用して獲得する必要がある。また、先行他社との差別化の観点から、自社の強みとなるソリュー
ションを見極め、補完関係となる主要事業者とWin-Win関係を構築することにより、グローバル通信事業者が
抱える課題への対応力や新たなビジネスモデルの提案力を持って、国内外のグローバル通信事業者とともに展開
していくことが重要になる。

このような展開においては、通信事業者が直面している課題（トラヒック増加・制御対策、ネットワーク運用
の効率化・コスト削減等）の解決や技術基盤のフェーズシフトを睨んだ提案が重要になる。加えて、次世代に向
けた技術開発投資を継続的かつ戦略的に行っていくことや、利害関係者を巻き込んだ仲間作りや標準化活動な
ど、ハイレベルなアプローチを戦略的に進めていく必要がある。我が国においては、世界的に見ても超高速光通
信や高速モバイル通信が普及しており、関連した高い技術と運用ノウハウを保有している。また、通信機器ベン
ダーの中には、IPネットワークの基盤として注目されるクラウドサービスについて、国内外のグローバル通信
事業者と連携関係を有している企業が存在し、次世代ネットワークの技術基盤として注目されるSDNにおいて
も、早くから標準化活動や仲間作りに取り組んでいるところである。

加えて、上記以外の新たな展開モデルとして、日本の高い技術やノウハウを生かし、前述（4）で述べたソ
リューション等へ進出する「③上位レイヤー進出」や、前述（5）で述べた「④インフラ輸出」モデルも考えら
れる。前者の領域は多種多様な企業が参入しており競争市場ではあるが、日本企業の強みである技術力やノウハ
ウを核とすることで、海外におけるプレゼンスを高め、参入していくことが期待される。後者についても、米
国・中国等との競争が激しい市場であるが、ICT技術をインフラと融合させ、あるいはコモディティ化してい
ない「モノづくり」と連携することで、成長性が高くインフラ需要の高まるアジア・太平洋地域等の新興国を中
心とした地域へグローバル展開していくことが期待される。

当該レイヤーは冒頭でも述べたように、ICT産業の中でも特にコモディティ化が進み競争が激しい分野であ
る。そのため、非コモディティ化領域にもいかに進出し収益を確保するかが、今後の成長に向けた最大の鍵とな
ると言えよう。我が国としてはネットワークにおけるレガシーからのマイグレーションやSDN等の次世代基盤
の動向を睨みつつ、日本の高い技術力やノウハウを差別化の武器にし、自社の強み分野に応じて上記②・③・④
の3モデルから選択しグローバル市場に展開していくことが有望であると期待される（図表1-2-2-84）。
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通信機器レイヤーのグローバル展開の展望（イメージ図）図表1-2-2-84

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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＋SDN・クラウド等の 
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コモディティ化の進展 

SDNについて

SDN（Software Defined Network）とは、ネッ
トワークの構成等を、すべてソフトウェア的なアプ
ローチで変えられる、いわゆる「新たなネットワーク
アーキテクチャ」、「新たなネットワークコンセプト」
の総称である。具体的には、既存の物理的なネット
ワーク上で、論理的に重ねて構築するオーバーレイ型
の仮想ネットワークであれば、スイッチ等の機器の設
定や制御までを操作することができる。従って、ネッ
トワークの物理的な構成に依存しないネットワーク制
御を実現するものである（図表1）。

近年、ネットワーク仮想化が注目されているのは、
サーバの仮想化やクラウドサービスの浸透に伴って浮
彫りになってきた課題を解決できる可能性があるためである。例えば、仮想化環境のネットワークには運
用の手間がかかる点、また同環境を支えるのに必要なネットワーク（レイヤー2）には規模に限界がある等
の点が挙げられる。こうしたネットワークの仮想化のコンセプトの実現に向けて、日・米を中心に様々な
事業者（ネットワーク機器メーカー、通信事業者、インターネット事業者等）が取り組んでいる状況であ
り、ベンチャー企業の取組も見られる。（図表2）。

米国調査会社のIDCでは、OpenFlow/SDN市場＊71は、2013年の3.6億ドルから、2016年には37億

トピック

SDNのイメージ図表1

（出典）NEC資料より作成
Copyright (C) Mitsubishi Research Institute, 

Inc. 
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SDN関連企業図表2

（出典）『日経コミュニケーション』2011年11月号
図１．日本を中心に、様々なプレーヤーが仮想ネットワークに向けた市場に殺到している

Copyright (C) Mitsubishi Research Institute, Inc. 
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イッチ） 
• ミドクラ 

＊71	 スイッチング・ルーティング、サービス、ソフトウェア含む
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（7）上位レイヤーのグローバル展開

上位レイヤーは、ICT産業の中でも企業の「新陳代謝」が顕著であり、比較的短期間のうちにベンチャー企
業から新たな「スター企業」に成長するなど、グローバル市場においてダイナミックな市場環境を形成してい
る。上位レイヤー産業で成功し、グローバル展開している事業者の多くはプラットフォーム事業者と呼ばれ、上
下レイヤーの産業を巻き込んだエコシステムを形成することにより、高い収益性と雇用創出力を有している。

　プラットフォームレイヤーはその発展過程でおおむねネットワーク効果が生じており、プラットフォーム事
業者がさらにグローバル展開を図ることにより、エコシステムに組み込まれた上位レイヤーに相当するコンテン
ツ・アプリ事業者が数億人規模の利用者を対象としたグローバル市場でのビジネス機会を得ることが可能にな
る。また、当該レイヤーはグローバル市場で活躍するコンテンツ・アプリ事業者から新たなプラットフォーム事
業者が生まれ、Google、Facebook等のように既存のビジネスモデルを塗り替えるような新興企業が誕生する

ドルまで拡大すると予想しており、今後急激に拡大す
ることが期待される。同社は、市場拡大の初期のス
テップとして、大規模クラウドサービス事業者、大規
模データセンター、研究・教育機関、金融機関による
導入が進むとしている。その後、既存のネットワーク
インフラ環境の上で、SDNのエコシステムが形成さ
れるとしている（図表3）。

SDNを実現するための代 表的な技 術として、
「OpenFlow」が注目されている。OpenFlowは、
2008年 に 米 ス タン フォード 大 学 が 立 ち 上 げ た

「OpenFlowコンソーシアム」が提唱しているネット
ワーク制御技術のことであり、オープンソースで開発
されている。 「OpenFlow」では、ネットワーク機器
と経路を制御する機器が分かれ、経路を集中して管理
するため、ネットワーク機器が各機器の物理配置に縛
られることなく、切り替えの設定が容易に行うことができる点が主な利用メリットである。このように、
OpenFlow/SDNはネットワーク設計、運用（管理制御）、サービスをオープン化するコンセプトであり、
ネットワークあるいはICTサービス産業にも革新的なインパクトを与えるものとされる。

OpenFlowは、現在では、商用利用に向けて「Open Networking Foundation（以下、ONF）」で、
参加各社からの意見を取り入れたオープンな規格として制定作業が進められている。 「ONF」には、NEC
やNTTグループなどの通信事業者、Ciscoやブロケードネットワークスなど世界のルーターやスイッチの
ベンダなどが参加しているほか、GoogleやMicrosoft、facebookなどのクラウドサービス事業者も参加
している。「OpenFlow」では、物理位置を意識せずにリスクを分散できる柔軟性のあるネットワーク構成
が構築可能になり、クラウドサービスの管理が容易になる（図表4）。ONFにクラウドサービス事業者が
参加する理由の一つとしてこうしたメリットが挙げられる。

世界のOpenFlow/SDN市場予測図表3

（出典）米IDC ”WW SDN Forecast:Enterprise Datacenters and Cloud Providers”

出典：米IDC 

図表３ 

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

ONF参加企業・団体図表4

業種 主な企業

クラウドサービス事業者 米Google、米Facebook、米Microsoft、米Yahoo

通信事業者 NTTグループ、独ドイツテレコム、米Verizon Communications

ネットワーク機器向けチップベンダ 米broadcom、米Marvell Technology Group

ネットワーク機器ベンダ 米IBM、NEC，Ericsson、米Ciena Communications、米Cisco、米Juniper Networks、米Dell、米NETGEAR、米HP、
Force10 Networks、米Brocade Communications Systems、米Riverbed Technology Networks

仮想化ソフトウェアベンダ 米Citrix Systems、米VMWare
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可能性を秘めている。
過去15年間において誕生した上位レイヤーの主要事業者と現在の事業規模を見ると、1990年代にアプリケー

ション、電子商取引、ビデオ配信等の新興企業が登場し、2000年代以降にSNSやクラウドソーシング等の領域
における新興企業が登場しており、現在のAmazonやGoogleのように売上高1兆円を超えるグローバル企業に
成長している事例も存在する。日本企業では、楽天、DeNA、GREE等が存在しており、昨今ではグローバル
展開を積極的に推進している（図表1-2-2-85）。

ア　上位レイヤーの市場動向
上位レイヤーは、グローバル市場における有線及び無線のブロードバンド環境の整備と企業の自由競争を背景

として、急速にその市場規模を拡大している。上位レイヤーは米国企業が中心となっているが、リーマンショッ
ク後も順調にその市場（主要事業者の売上高合計）を拡大している（図表1-2-2-86）。

また「Gang of Four」とも称されるApple/Google/Amazon/Facebookにおいては、昨今の営業利益率を
見るとやや鈍化しているものの、当該レイヤーの企業は、特にデジタル・コンテンツを中心に、今もなお成長性
や収益性の面でICT産業全体を牽引する存在感があることがわかる（図表1-2-2-87）。米国を中心に次々と生
み出されてくるグローバル・ネットビジネスの潜在能力の高さがうかがうことができ、産業の活性化を促すとい
う意味でも上位レイヤーの企業が重要な役割を担っていることが推察される。

過去15年間における主要な上位レイヤー企業の設立と現在の事業規模図表1-2-2-85

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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図表１-2-2-85 

米国の主なプラットフォーム事業者の業績推移図表1-2-2-86

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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米国における主なICT上場企業の業種別評価図表1-2-2-87

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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Apple 等

Google, facebook,Yahoo!, 
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eBay, Netflix 等
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担があり成長性
自体は高くない

0

5

10

15

20

25

30

35
（%）

-10 0 10 20 30 40（%）

営
業
利
益
率（2013

年1Q

）

市場の成長率（2013 年 1Q/2012 年 1Q)

インターネット・
コンテンツ・情報

ソフトウェア
（インフラ）

小売（特化型）コンピュータ
システム

通信機器

有料放送 家電

データストレージ

ソフトウェア（アプリケーション）

電子ゲーム・マルチメディア
情報技術サービス

セミコンダクタ

通信サービス

バブルサイズは売上高規模
（10 億米ドル、直近 12 ヶ月）
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イ　日米中の主な上位レイヤー企業の成長性と海外展開
日米中の主な上位レイヤー企業の成長性と収益性をみると、成長性の観点では、世界的にユーザー数を伸ばし

ているFacebookやGrouponが注目される。他方、収益性の観点では、日本のGREEやDeNA、中国Baidu
が、Appleよりも高いなど、高収益体質であることがわかる。NetflixやZyngaは、国内外の投資（M&A）を
続けており、直近では営業利益の水準が低くなっている。

海外展開の観点からみると、米国の上位レイヤー事業者は、売上の40%～60%が海外事業に基づくものであ
り、規模の拡大において海外事業が重要な役割を担っていることがわかる。なお、DVDレンタルというローカ
ルサービスからスタートし、ストリーミング事業へシフトしつつあるNetflixは、現時点では海外売上比率は低
い状況である（図表1-2-2-88）。

さらに米国の上位レイヤー事業者の海外売上比率の推移をみると、約10年間で、Appleは40%台から60%
台へ、Google/Amazonは30%台から40%～50%台へと海外事業への依存が高まっていることがわかる。他
方、Facebook、Zynga、Grouponは、設立間もないに
も関わらず、積極的に海外展開を図っていることから、既
に30%～50%の海外売上比率を誇っている。前者の4社
と比べると、売上規模はまだ小さいため変動しやすいもの
の、上位レイヤーであるほど、短期間のうちに海外展開に
よる売上増が見込めることを示唆している。前述のとお
り、ストリーミング事業へ注力し、ローカルからグローバ
ルへのシフトを進めているNetflixも、2年間で海外売上
比率が急激に伸びていることがわかる（図表1-2-2-89）。

ウ　上位レイヤーのグローバル展開モデル
国内外の主要上位レイヤー事業者の主な海外展開事業を

整理すると、主に特定の分野（ゲーム・SNS）に特化し
て事業を展開している事業者（NHN　Japan、Cyber Agent、GREE、DeNA、Zynga、Facebook）と、多
角化と垂直展開を追及し、自らエコシステムの拡張を図っている事業者（楽天、Amazon、Google、Netflix、
Apple）に大別されるだろう。加えて、主要グローバルプレイヤーのユーザー数を見てみると、多くの企業で億
レベルのユーザー数を抱えており、上位レイヤーの成功にはグローバル展開による規模の拡大が重要であること
が見て取れる（図表1-2-2-90）。

日米中の主な上位レイヤー事業者の成長性と海外展開の関係図表1-2-2-88

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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米主要上位レイヤー企業の海外売上比率の推移図表1-2-2-89

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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一方、上位レイヤー事業者のグローバル展開については、①ベンチャーから成長したプラットフォーム事業者
が、国内で構築したエコシステムをグローバルに水平展開し、将来的にグローバル市場でのクロスセルプラット
フォームの構築を指向するモデル「プラットフォーム展開」と、②グローバルに通用するアプリケーションを有
するコンテンツ・アプリ事業者が、プラットフォーム事業者の支援・流通基盤を利用してグローバルに展開して
くモデル「コンテンツ・アプリ展開」の2つが想定されるだろう（図表1-2-2-91）。

以下、グローバル市場での競争が激化する中で日本企業が一定の地位を確保している例として、ソーシャル・
ゲームアプリを取り上げその動向を見てみる。

（ア）ソーシャルアプリ・プラットフォームの海外展開
ソーシャルアプリ・プラットフォーム事業者のDeNAとGREEは、国内での成功を基盤に、グローバル展開

を推進している。現在の両社の海外展開体制は図表1-2-2-92であり、DeNA は、2014 年度にグループ売上高 
4,000～5,000億円を目指すこと、そのうち 50% は海外売上にすることをビジョンとして掲げている。

また、両社のグローバル展開においては、2010年末から現在にかけて競い合うように海外現地企業との資本
提携・業務提携を加速させており、大型買収にも踏み切っている。このように海外展開を目指すプラットフォー
ム事業者にとって、海外向けコンテンツの開発拠点の確保、デベロッパーとの提携は、グローバル市場における
エコシステムを形成する上で、重要な意味を有していることがうかがえる。（図表1-2-2-93）。

上位レイヤー企業のグローバル展開モデル図表1-2-2-91

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）Copyright (C) Mitsubishi Research Institute, 
Inc. 
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（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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（イ）ソーシャル・ゲームアプリの海外展開
上位レイヤーにあるソーシャル・ネットゲーム業界においては、世界的な傾向として、買収・提携を通じた

「開発者囲い込み」や「開発者の奪い合い」が起きている。Digi-Capital社によると、2012年における世界の
ゲーム業界におけるM&Aは過去最高額の40億ドルを超えたと報告している。（図表1-2-2-94）。特に直近の買
収事例を見てみると、ソーシャル・カジュアル系ゲームの金額が高く、件数ではモバイルゲームが牽引してお
り、日本の他、米国・中国・韓国・ヨーロッパの間で、業界内の再編が進みつつある（図表1-2-2-95）。

DeNA とGREEにおけるM&A・提携の事例図表1-2-2-93

DeNA とGREEの海外展開状況（上段：DeNA、下段：GREE）図表1-2-2-92

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

企業 国内 アジア 北米 欧州 その他地域

サービス
Mobage 夢宝谷 Mobage Global(アメリカ・カナダ，イギリス・アイルランド，オーストラリア、ニュージーランド）

GREE Open Feint

拠点 
（展開都市）

横浜、大阪、新潟
上海、北京、深セン、

ソウル、シンガポール、
ハノイ

サンフランシスコ、マウンテンビュー、
ニューヨーク、　バンクーバー

ストックホルム、アムステルダ
ム、ロンドン サンチアゴ

東京・大阪 北京・ソウル・シンガ
ポール サンフランシスコ・ バンクーバ アムステルダム・ロンドン ドバイ・サンパウロ

主な 
開発拠点

BDNA
Dena China, Punch 
Entertainment（ベト

ナム）
Ngmoco, Game View studio等 Rough Cokkie（オランダ）, 

DeNA Sweden Gameview studio （パキスタン）

株式会社ケイプ UltiZen Games Gree International, OpenFeint － －

プ ラ ッ ト
フォーム 
連携

Yahoo! Japan 91.Com － － －

－
Tencent（中国）、

mig33 (東南アジア)、
The9(中国)

－ － mig33（中東・アフリカ）

キャリアとの
提携

KDDI SKTと提携（11年8
月）

米AT&T（OF経由）ゲームコミニュティPF
にて協業。 － －

NTTドコモ SingTelと包括的提携 AT&T － －

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

企業 時期 M&A・提携先　企業 企業概要 内容

DeNA 2010年10月 エヌ・ジー・モコ（米カリフォルニア） 北米・欧州など。約1750万人 買収（４億300万ドル）

GREE 2010年11月 ｍｉｇ33（シンガポール） モバイルSNS（東南アジア、 アフリカ等）。 約
5000万人。 出資（金額は非公表）

DeNA 2010年12月 サムスン電子（韓国） 端末メーカー 業務提携（端末にプリインストール）

GREE 2011年1月 テンセント（中国・広東省） 中国最大のＳＮＳを展開。約6億5000万人 業務提携（ＳＮＳ会員にゲームを提供）

GREE 2011年4月 オープンフェイント（米カリフォルニア）
スマホ向けゲームの会員同士をつなげる「ソーシャ
ル機能」を提供（北米・欧州・アジア）。約7500
万人

買収（１億400万ドル）

DeNA 2011年5月 ラフ・クッキー（オランダ） ゲーム開発（北米・欧州など） 子会社による買収（金額は非公表）

GREE 2012年5月 米ファンジオ RPGゲーム開発企業 買収（2.1億ドル）

GREE 2011年8月 中国UltiZen Games ソーシャルアプリ開発 出資（議決権比率５．１%）

DeNA 2011年9月 ベトナムPunch　Entertainment ゲーム開発 買収（完全子会社化）

GREE 2012年5月 英マインドキャンディ 子供向けオンライン教育コンテンツ 業務提携（モバイル開発・提供）

GREE 2012年8月 韓NCsoft オンラインゲーム会社「Lineage」等 業務提携（モバイルゲームの開発・提供）

GREE 2012年8月 仏Mobparterと提携 フランス大手広告。世界最大のモバイルアフリエイ
トNWを有する 業務提携（広告事業）

ソーシャル・ゲームアプリのM&A等に関する動向図表1-2-2-94

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
Dgi-Capital

世界のゲーム関連のM&A額（縦軸）・件数（横軸）世界のビデオゲーム関連投資額
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エ　上位レイヤーにおけるグローバル展開の展望（まとめ）
前述したプラットフォーム展開においては、成功しているのは一部事業者に限定される。またコンテンツ・ア

プリ展開については、より上位のレイヤーになるほど、各国・地域でのローカル最適化に対する要求が強いこと
が想定されることから、グローバル展開に際しては現地の同業他社をM&Aや戦略的提携により獲得し、現地で
の顧客基盤を確保しながら、国内で培ったエコシステムのノウハウを現地化していくケースが増えていくものと
推察される。

また、上位レイヤーにおいては、グローバル展開が他レイヤーと比較して迅速かつ容易に可能であることが特
徴であり、その成功によって大きな雇用機会を生み出す可能性がある。さらに、この市場における成功企業は
元々ベンチャーを起源にしていることが多く、本節第1項（4）「ベンチャーとICTの動向」でも述べたとおり成
功したプラットフォーム事業者が、ベンチャー起業環境の整備に貢献しているケースも増えている。

このようにベンチャー支援環境の拡充を図り上位レイヤー産業が更に発展することは、当該レイヤーのプラッ
トフォーム化の促進に繋がり、一層のグローバル展開に波及していくことが期待されるところである。

（8）ICT産業におけるグローバル展開の効果推計

ICTサービス、通信、通信機器、上位レイヤーにおける国内主要事業者が、海外先行事業者をモデルケース
としてグローバル展開を本格化した場合に、その成功により期待される効果推計を図表1-2-2-96の推計モデル
に基づき行った。その結果、日本の主要事業者がグローバル展開を本格的に行った場合、現状の国内売上高

（2012年時点）の約4分の3倍に相当する、17.5兆円規模の海外売上高が達成できるポテンシャルを有してい
ると推計された（図表1-2-2-97）。

本推計では、前述（5）のインフラ輸出の効果は想定していないが、それを踏まえても日本主要企業のグロー
バル展開がもたらす潜在市場の大きさを示している。

グローバル・ゲーム市場におけるM&A事例図表1-2-2-95

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

投資企業 M&A先企業 金額

米コンソール系：Electronic Arts 米ソーシャル/カジュアル：Popcap 13億＄

米メディア系： ディズニー 米ソーシャル/カジュアル：Playdom 7.63億＄

韓国MMO系：Nexon 韓国MMO：NCSoft(14.7%) 6.85億＄

米ギャンブル系：IGT 米ソーシャル/カジュアル：Double Down Interactive 5億＄

韓国MMO系：Nexon 日モバイル系：Gloops 4.68億＄

米コンソール系：Electronic Arts ヨーロッパソーシャル/カジュアル系：Playfi sh 4億＄

日モバイル系：DeNA 米モバイル系：NgMoco 4億＄

中国ソーシャル/カジュアル/MMO系：Tencent 米MMO：Riot Est 3.5億～4億＄

日コンソール系：Sony 米テクノロジ：Gaikai 3.8億＄

中国MMO系：Tencent 米MMO系：Epic(40%) 3.3億＄

米金融系：Visa 米テクノロジ：Playspan 1.9億＄

米ソーシャル/カジュアル系：Zynga 米ソーシャル/カジュアル系：OMGPOP 1.8億＄

日本モバイル：GREE 日本モバイル：ポケラボ 1.73億＄
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（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

ICT産業のグローバル展開の効果推計モデル図表1-2-2-96

項目 推計の考え方

推計 ・ ICTサービス、通信（移動体）、通信機器、上位レイヤーの４事業領域において、国内における主要企業を設定。
・ それぞれに対して、海外の目標企業をモデルケースとして設定し、現在の国内売上高にそれらの海外売上比率（対国内売上）を乗じる　
ことで、見込まれる効果の推計を行った。

・ 通信レイヤーにおいては、現在の主流である移動体による海外展開のみを想定。加えて、当該レイヤーは展開先の外資規制や許認可
等の影響を受けることから、新興国と先進国の２地域に分けて推計を行った。
・ その他のレイヤーについては市場がグローバル化していることを踏まえ、地域差は無いものとし一律の効果推計を算出。

ICTサービス ・ 主要国内事業者を２０１２年の売上高規模を基準に３つに分類し、それぞれに対して目標とする海外売上比率を３段階（「①IBM、HP、
Accenture」、「②CSC、Xerox」、「③Samsung SDS、LG CNS」の各平均値）で設定し、各分類に乗じることで算出。

通信（移動体） ・ 国内通信事業者による海外展開は先進国・新興国双方考えられることから、「ARPU(契約者１人あたりの収益)が高い米国」「ARPU
が低い東欧地域」への展開を行ったドイツT-Mobile社をモデルケースとし、その海外売上比率を元に算出。

通信機器 ・ SDN等の新たな技術革新を契機として、ネットワーク全体の運用・管理を高度化していくことによるシェアの拡大を想定し、米国Cisco
社をモデルケースに設定し算出。

上位レイヤー ・ 当該市場においては、ネットワーク効果によりグローバル展開には多くの利用者数の確保が必要であることから、各分野におけるリー
ディングカンパニーを目標とし、SNS市場では米国Facebook、EC市場では米国Amazonをモデルケースに設定し算出。

検証 ・ 各レイヤー共に、推計結果を達成した場合の世界市場におけるシェアを推計し、その比率から一定の妥当性があることを検証。
・ 通信レイヤーにおいては、環太平洋地域の通信キャリアの売上高を検証し、M&Aおよび市場の成長性を勘案し妥当性を検証。
・ ICTサービスレイヤー・上位レイヤーにおいては、主要事業者の中期計画の海外売上比率(おおむね20～40％)を勘案し、本推計結果
における妥当性を検証。

ＩＣＴサービス 
主要事業者 

通信機器主要事業者 

通信 
主要事業者 

２０１２年売上高 
に応じて 

３グループに分類 

ＩＣＴサービス国内売上高 

ＩＣＴサービス国内売上高 

ＩＣＴサービス国内売上高 

海外売上比率（IBM・HP・Accenture平均） 

海外売上比率（CSC・Xerox平均） 

海外売上比率（Samsung SDN・LG CNS平均） 

移動体通信国内売上高 

移動体通信国内売上高 

移動体・新興国展開 

移動体・先進国展開 

海外売上比率（T-Mobile東欧展開） 

海外売上比率（T-Mobile米国展開） 

× 

× 

× 

× 

× 

移動体通信国内売上高 海外売上比率（Cisco） × 

合計（兆円）  １７．５ 

※海外売上比率＝国内売上に対する海外売上の比率（海外売上高/国内売上高） 

＝ 

＝ 

＝ 

８．５ 

６．５ 

１．３ 

上位レイヤー 
主要事業者 

ＳＮＳ事業者 

ＥＣ事業者 

ＳＮＳ事業国内売上高 

ＥＣ事業国内売上高 海外売上比率（Amazon） 

海外売上比率（Facebook） × 

× 
＝ １．２ 

図表１-2-2-97上 

兆円

ICT産業のグローバル展開による効果推計結果図表1-2-2-97

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

1.5 10.1 10.0 1.3 1.2 8.5 6.5 1.3 

0 10 20 30 40 50

海外売上 17.5兆円 国内売上 22.9兆円 

ICT産業のグローバル展開による経済効果 

上位レイヤー ICTサービス 通信 通信機器 上位レイヤー ICTサービス 通信 通信機器 

国内 海外 

売上（兆円） 

現状 

グローバル展開 

3.2兆円 
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放送産業のグローバル展開と次世代放送の取組3

（1）放送産業のグローバル展開

ICT産業における放送産業は、広告業界をはじめ周辺
産業への経済波及効果が大きく、番組の海外展開により

「日本ブーム」を創出し日本のプレゼンスを向上させる効
果を持っており、今でもなお我が国にとって重要な産業で
ある（図表1-2-3-1）。

諸外国においても同様で、韓国の大韓民国文化芸術発展
戦略や英国Creative Britain、フランスのデジタル・フラ
ンス等の国家政策に見られるように、放送産業の取組は今
後の重点施策の一つとして位置付けられており、各国のビ
ジョンや事情に即した政策が展開されている。我が国にお
いても、「知財イノベーション総合戦略」と「日本を元気
にするコンテンツ総合戦略」の2つを柱とする「知的財産
推進計画2012」において、「日本を元気にするコンテン
ツ総合戦略」が掲げられ、クールジャパンの推進によるソ
フトパワーの強化として、「官民を挙げた海外展開の成功
事例の創出」、「日本のソフトパワーの認知向上のためのコンテンツ海外展開」、「インバウンド（海外からの日本
への観光やビジネスの誘致）の推進」等が重要施策として位置付けられ、海外マーケットを視野に入れた取組の
強化が提言されている。

少子高齢化・人口減少が進み、国内市場の内需低迷が叫ばれる我が国において、ハードウェアを中心とした製
造業に次ぐ新たな経済成長の源泉を探すことは喫緊の課題となっており、これら放送コンテンツ産業の海外展開
に大きな期待がかかっている。

本項においては、日本と海外における放送産業の現状と、放送事業者における海外展開事例を交え今後の展望
を分析する。

ア　日本の成長とコンテンツ戦略
映像メディアを中心とす

るコンテンツ産業と世界各
国のGDPとの関連性を見
てみると、映像産業の市場
規模が拡大するとともに、
GDPに占めるサービス産
業の比率および一人あたり
GDPが上昇している。（図
表1-2-3-2）。

また、映像産業の市場規
模は2012年時点で米国の
1,812億ドルを筆頭に日本
は336億ドルとなってお
り、その中でも日本を含む
多くの国で、放送およびサブスクリプション＊72が7割前後を占め、放送分野が映像産業でも中核的役割を担っ
ていることがわかる（図表1-2-3-3）。

加えて、今後高い経済成長が期待される中国・ベトナム・タイ・インドネシアなどのアジア・ASEAN新興国

放送産業によるグローバル展開イメージ図表1-2-3-1

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

2 Copyright (C) Mitsubishi Research Institute, Inc. 

テレビ 広告産業 

広告産業 

SNS 

パソコン 

携帯 

テレビ 

ゲーム 

音楽 

出版 

アニメ 
ファッ 
ション 

映画 

広告産業テレビ広告産業テレビ広告産業広告産業放送産業 

1-2-3-1 

＊72	サブスクリプション：視聴者が月額料金を支払う形式の放送。主にケーブルテレビ等が該当する。

世界各国におけるGDPと映像産業市場規模の関連性図表1-2-3-2

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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バブルの大きさは映像産業の規模（2010 年，百万米ドル）
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においては、国内産業育成と海外展開支援の両輪での取
組が行われている。そのような背景からASEAN各国に
おける映像産業の成長率は日米を含む先進国に比べて高
い傾向にあり、今後の市場拡大の可能性を秘めているこ
とがわかる（図表1-2-3-4）。
これら放送産業の重要性および海外市場の成長性を踏
まえ、我が国でも、クールジャパン戦略とよばれる日本
文化の海外に向けた対外宣伝および輸出政策が政府主導
にて行われており、海外でも支持が高い日本のアニメ・
漫画・ゲームに加え、J-POPやアイドルなどのポップ
カルチャー、日本の食やファッションなど日本文化に関
する幅広い分野の海外輸出促進が検討されている。その
一環として、コンテンツの海外展開支援施策において
は、映像コンテンツの字幕・吹き替え費用や、日本コン
テンツのプロモーション費用、海外放送局等との番組の
国際共同製作費用の支援補助が、平成24年度補正予算
にて計上されている。
また、平成25年3月より内閣官房にて、官民連携に
よる推進方策及び発信力の強化について検討するための
「クールジャパン推進会議」が行われている（図表1-2-
3-5）。

世界各国の映像産業規模と市場構成比図表1-2-3-3

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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世界各国の映像産業の成長率および一
人当たりGDPの比較図表1-2-3-4

（出典）クールジャパン推進会議資料

クールジャパン戦略におけるコンテンツ
海外支援策図表1-2-3-5
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イ　海外メディア市場における放送コンテンツの位置づけ
新興国を含むアジアを中心とした海

外では、広告市場におけるテレビ広告
比率が50％を超え最も高い割合を占
めている（図表1-2-3-6）。このこと
からこれらの国々では国民が接触する
メディアの中で、依然テレビは中核的
存在として位置づけられ大きな影響力
を持っていることがわかる。また、こ
れらの地域では放送（広告）産業の年
平均成長率は10～15％前後と高い傾
向にあることからも、今後も更なる成
長が期待される地域であると言える

（図表1-2-3-7）。
一方で、放送コンテンツ産業ととも

に先進国ではインターネット広告の成
長も著しく、米国や日本においては
15～20％占めている状況にある（図
表1-2-3-8）。また、日本や米国と比
較して新興国ではテレビとインター
ネット広告の双方が拡大傾向にあるの
が顕著な点である。（図表1-2-3-9）。
このことからも、OTT＊73やマルチス
クリーン＊74の浸透を背景に、多様な
形態で放送コンテンツの流通環境がア
ジア各国でも整いつつあることがうか
がえる。

アジア・ASEAN地域におけるテレビ広告の位置付けとテレビの平均視聴時間図表1-2-3-6

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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＊73	Over	the	Topの略。自社では通信ネットワークは持たずにコンテンツ等を配信する上位産業レイヤーを指し、代表的なものにスマートフォ
ンアプリ企業等がある。

＊74	映像コンテンツをテレビだけではなくスマートフォンやタブレット等、様々ディスプレイに表示させるサービス形態のこと。

世界各国の広告費図表1-2-3-8
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ウ　放送産業のグローバル展開
ここまで述べてきた海外市場の状況や、国内における景気低迷を背景に、我が国の放送事業者各社は国内市場

に依存した事業形態からの脱却を図るため、様々な形態での海外展開を模索している。
本項ではそれら海外展開の主要モデルについて、事例を交えて次の2つの方向性で整理・分析した（図表1-2-

3-10）。一つは、コンテンツを軸に多メディア展開や異業種連携等を図る横軸の方向性であり、放送コンテンツ
の影響力を利用してビジネスの裾野やバリューチェーンを広げていくものである。もう一つは、展開国における
放送事業への関与度を高めていく方向性であり、番組販売という売切り型から、番組の制作協力、番組枠やチャ
ンネルの確保による編成権への関与、業務提携等による経営参画等へと深めていくものである。

日米およびアジア諸国のテレビ広告費とインターネット広告費の推移図表1-2-3-9

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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（ア）放送コンテンツ輸出の新展開　～「入口（収入経路）」と「出口（放送コンテンツの展開手法）」の多様化～
従来、放送コンテンツの海外輸出といえば完成パッケージの販売（完パケ）と呼ばれる、日本で放送された番

組に字幕や吹き替え等を行いそのまま輸出する手法が一般的で、今日でも海外輸出の大半を占めるといわれてい
る。

しかし、従来からある完成パッケージ販売だけでは展開に限界があるため、その選択肢を広げる動きが活性化
している。具体的には広告収入、キャラクタービジネス、通販などの収入経路の「入口」と、フォーマット販
売・共同製作などの放送コンテンツの展開手法の「出口」を、それぞれ多様化させ組み合わせることにより、
様々な海外ビジネス展開が試みられている状況にある。例えば、最近では番組のフォーマットやリメイクの権利
の販売や国際共同製作等により、現地ニーズを製作段階から取り込んで現地化を図る戦略等も採られるように
なってきている。また、流通ルートに関しても、従来の放送メディアに対する放映権等の販売に加え、動画共有
サイトと積極的に連携を図ることで動画共有サイト等の違法ダウンロードを抑制し、ネット発信による正規流通
を拡大させる取組等も出てきている。

他方、国内の放送事業者がより積極的に現地事業に関与していく取組も広がりを見せている。現地放送局の運
営に関わり、番組枠やチャンネルを確保して編成権を獲得し、スポンサー付き番組や広告枠の販売等により、国
内で培ったノウハウを活かして広告モデルの事業を現地で行う取組、さらには現地放送局との業務提携により経
営に深く関与する取組である。これらはコンテンツの輸出にとどまらず、より高い「日本ブーム」創出効果が期
待できるとともに人材やノウハウ等の海外展開をも促すものである。

放送コンテンツの主な海外展開手法図表1-2-3-10

3 

経営参加 
（経営権） 

放送ＰＦ確保 
（編成権） 
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Copyright (C) Mitsubishi Research Institute, Inc. 
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（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

類型 状況・事例 メリット 課題等

番組の放送権販
売（海外放送で
の放送）

・90年代は日本ドラマがアジアを席巻した
が、最近は円高、韓流ドラマの台頭等に
より減少

・事業リスクが比較的小さい

・海賊版への対策
・外国コンテンツへの規制
・権利処理の円滑化（海外はネット配信権込みの販売が一般的）
・現地ニーズに合わせた話数の確保等
・文化的親近性のあるアジア等ではコンテンツ単価が安い

リ メ イ ク 権 ／
フォーマット権の
販売

・日本で放送したドラマ、バラエティのリメ
イク権、フォーマット権を販売

・市場はここ10年程拡大傾向
・海外制作会社との共同開発もある

・現地の事情に適した製作により、全世界
に販売できる

・番組製作費の一定割合が収入になる
・話数に制限がなく長期間制作＆販売可能

・番組内容はローカライズされるため、日本の情報発信にはな
りにくい

・いわゆる「パクリ」がなされる場合がある

制作コンサルティ
ング受託

・番組制作のノウハウの提供、監修、オリ
ジナル企画の共同開発等

・日本の高い制作技術を活かすことができ
る ・日本の情報発信にはなりにくい

国際共同製作
・ドキュメンタリー、ドラマ等の分野で実績あ

り
・現地で共同出資による製作会社を設立す

る事例もあり

・現地視聴者の受容性の高い番組の製作
が可能

・外国コンテンツ規制をクリアできる

・海外の放送局等との交渉、調整について手間がかかる
・契約や権利処理等に係るノウハウが必要、事業リスクが比較

的大きい

ネット配信権の販
売（ 動 画 サイト
での配信）

・米国、中国の動画サイトでアニメ等を配信 ・動画サイトの利用者は急増
・コンテンツ規制が比較的緩い

・海賊版対策とセットで正規配信に取り組むことが必要
・適正な対価の確保に向けたルール作りが課題
・多くの作品で著作権処理が困難

海 外 放 送 枠 ／
チャンネルの確
保による放送

・台湾、シンガポールの現地放送において
日本の文化、観光、食等に関する番組を
放送

・日本の情報を継続的に発信できる
・現地のニーズを踏まえた編成が可能

・現地のニーズに応じたコンテンツの確保
・ローカライズ等の費用の捻出（広告スポンサーの確保等）

国際放送 ・ＮＨＫワールドＴＶにおいて映像国際放送を
実施

・全世界に対して日本の視点からのニュー
ス、日本の文化生活情報等を放送でき
る

・現地事情に合わせた番組、編集のローカライズができない
・放送枠、ローカライズ等の費用の捻出（広告スポンサーの

確保等）
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加えて放送コンテンツとの連携で周辺ビジネスにより収益を上げる取組も従来から行われている。通販事業、
パッケージ販売等のマルチウィンドウ展開、キャラクタービジネス等が代表例であるが、これらを海外で行う取
組が放送事業者や商社等との連携により行われている。この背景としては放送事業だけでは十分な収益を上げる
ことが難しいことから、物の取引に関わるビジネスを積極的に取り込むことで、コンテンツの波及効果を活用し
た収入増が期待されるためである。特にアニメーションについては、従来からこのような展開手法が国内で実績
を上げており、海外での日本コンテンツの人気を活かした様々な展開が期待されている。また、より現地への関
与度を高めるために、通販チャンネルや通販番組枠を確保して自らの商材を販売する取組も商社を中心に広がっ
ている。

我が国においては、展開先地域のニーズをうまく汲み取りながらこれらの選択肢を効果的に活用することで、
両者におけるWin-Winの関係を築き、「日本ブーム」の創出による波及も念頭に置いた放送コンテンツの海外
展開の促進が今後求められているところである。

（イ）番組販売（完成パッケージ販売）
完成パッケージ販売は、完成している日本の番組を字幕

や吹き替え等を加えてそのまま海外へ輸出する、最も古く
からある一般的な海外展開手法である。我が国では1990
年代はアジア市場を中心に日本ドラマが人気を博していた
ものの、国内市場に対する高い依存性、世界的なブロード
バンドの普及に伴う違法ダウンロード等の増加、韓国コン
テンツの拡大等により昨今減少傾向にある（図表1-2-3-
11）。

その輸出の内訳をみると地域ではアジアが半数を占め、
北米、ヨーロッパが続き、ジャンル別では約半分がアニメ
であり、次いでバラエティ・ドラマが続く状況となってい
る（図表1-2-3-12、図表1-2-3-13）。

一方で、展開先の中心であるアジア・ASEAN地域における視聴者側の意識では、ドラマにおいては、中国
（上海）・タイ・シンガポール・ベトナム（ホーチミンシティ）などで韓国ドラマが日本ドラマより高く支持され
ているものの、日本アニメは台北・香港をはじめアジア各国において満遍なく高い支持を得ている状況である

（図表1-2-3-14）。
完成パッケージ販売は一から番組を制作しなくて良いため、比較的事業リスクが低いメリットがある一方で、

違法配信等の海賊版が発生しやすく、文化的に日本と親近性があるアジア圏では販売価格が安く利益がでにくい
点が指摘されている。また、特にドラマで顕著であるが、日本と海外では番組話数に大きな違いがある点が海外
における番組販売の課題とされている。海外のドラマでは1週間に複数話放送することも珍しくないため、1作
品数十話から時には数百話に及ぶ場合もある。一方、日本ドラマ等は毎週1話づつ、クールと呼ばれる四半期

（3か月間）単位で作品を完結させる作りが主流であるため、1作品十数話なのが一般的であり、日本のドラマは
海外では短いと受け取られがちである。

2010年に海外販売されたドラマ例図表1-2-3-13

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
映像産業振興機構「テレビ番組の海外販売ガイドブック」

番組 主な国・地域

日本テレビ
ホタルノヒカリ１＆２ 香港、台湾、韓国など

怪物くん 香港など

テレビ朝日
相棒 香港、海外日本語放送

臨場 香港、シンガポール、海外日本語放送など

TBS
JIN-仁- 完結編 香港、タイ、海外日本語放送など

夫婦道 中国、韓国、海外日本語放送など

フジテレビ
任侠ヘルパー 台湾、香港など

ガリレオ 台湾、香港など

日本と韓国における番組輸出の金額推移図表1-2-3-11

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」
（平成25年）
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日本における番組輸出の内訳図表1-2-3-12

（出典）総務省 情報通信政策研究所「メディア・ソフトの制作及び流通の実態に関する調査結果」
（平成25年3月）

輸出先
地域別

（2011 年度）

アジア
53.1%

アニメ
48.8%

バラエティ
17.7%

他
10.0%

ドラマ
17.0%

北米
24.7%

ヨーロッパ
19.4%

他
0.2%

ドキュメンタリー
4.2%

スポーツ
2.4%

中南米
2.6%

輸出先
ジャンル別
（2011 年度）

平成25年版　情報通信白書128



「
ス
マ
ー
ト
I
C
T
」
の
進
展
に
よ
る
新
た
な
価
値
の
創
造

第
1
章

ICT産業の「革新」とグローバル展開　第2節

A　韓国における海外への番組販売
コンテンツの海外輸出を積極的に展開している韓国では、リーチが広く、リピート性の高い放送番組（特に韓

国ドラマ）を低廉な価格で大量に輸出しており、それを国家戦略として継続的に支援することで、韓国のブラン
ドイメージ・認知度の向上、関連商品・サービスの輸出拡大という循環を構築している（図表1-2-3-15）。

韓国のコンテンツ輸出状況は、2011年実績は2.04
億ドルで2010年実績の1.51億ドルから約34.6％以上
増加している。その中でも圧倒的比率を占めるのがド
ラマ（韓流ドラマ）であり2011年の輸出額は1.67億
ドルと全体の8割以上を占めている（図表1-2-3-16）。

そのコンテンツ輸出先としては、日本、中国、台湾
の3か国・地域で本数の半分近く、金額の4分の3近
くを占める。加えてこれらを除くベトナム・マレーシ
アなどのアジア諸国への展開も盛んであり、本数ベー
スで全体の約42%を占めており、アジア全体への輸
出が全体の9割前後を占めている。しかし、金額ベー

アジア・ASEAN地域におけるドラマおよびアニメ視聴意識調査図表1-2-3-14

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
博報堂　Global HABIT調査「アジア10都市における日・韓・欧米コンテンツ受容性比較」（2011年7月）

（％） （％）
好きなドラマのタイプ
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韓国のコンテンツ海外展開戦略＊75図表1-2-3-15

韓国における放送コンテンツの輸出状況図表1-2-3-16

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

ドラマ
教養

映画 娯楽ドキュメンタリー
その他ジャンル

アニメ
その他フォーマット

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

2011 （年）2010

輸
出
額
（
千
米
ド
ル
）

166,949
132,677

23,499

9,786

10,466

432

4,043

203,733

2,644151,397

＊75	 東南アジア研究48巻3号（2010年12月）「韓国政府による対東南アジア「韓流」新興政策－タイ・ベトナムへのテレビ・ドラマ輸出を中心に－」

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

＜コンテンツ産業に対する考え方と期待＞ 
 テレビ番組を含む文化コンテンツ産業は、１つの製品が一度

市場において成功すれば、大きな追加費用を投資することな
く、さまざまなメディアを通じて複製し、転用することにより収
益が生じるOSMU（One Source Multi Use）型の高付加価値
産業である。 

＜コンテンツ輸出の直接的効果＞ 
 韓流ドラマの輸出は、他の文化コンテンツ（音楽・映画・ゲー

ム・アニメなど）の進出を促進する。これらがアジア各国に進
出することで直接的な付加価値を創出し、韓国の文化産業の
発展に大きく貢献している。 

＜コンテンツ輸出の間接的効果＞ 
 韓国の国家イメージと企業ブランドイメージを改善し、製造業、

観光などの関連産業の商品競争力を高め、家電製品、携帯
電話、自動車などの海外輸出を増加させるという間接的効果
を生み出している。 

韓国政府のコンテンツ輸出政策の狙い 

＋ 

※2：実線は増加、破線は減少し
ている分野（05→08期間） 

※1：図中数字は輸出額実績（M＄） 
 左2005年→右2008年 

1-2-3-15 

携帯電話 
19,095→22,114 

家電製品 
14,656→12,896 

コスメ 
306→420 

飲料 
875→1,302 

観光 
1,139→519 

衣類 
ファッション 
2,313→1,526 

アクセサリー 
405→222 

自動車 
27,356→31,288 

放送 
122→160 

出版 
191→260 

映画 
76.0→21.0 

アニメ 
78.4→80.6 

ゲーム 
565→1,094 

キャラクター 
164→228 

漫画 
3.3→4.1 

音楽 
22.3→16.5 

広告 
9.4→14.2 
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スでは日中台以外のアジア諸国は約22％であることから、当該地域へは廉価な価格設定で展開していることが
見て取れる。

一方で、マレーシアやタイ、香港などには一部娯楽やドキュメンタリーも展開しており、マレーシアへの輸出
は金額ベースで25%強がドキュメンタリーとなっている。価格も国毎に異なり、マレーシアは全体平均で約
5,800ドル/本、ミャンマーは同700ドル/本程度となっている（図表1-2-3-17）。

展開先のベトナムなどでは、韓国が輸出した放送番組におけるプロダクト・プレイスメント＊76、タイアップ、
スポンサーCMなど、放送番組を活用した様々な連携を図ることにより、コンテンツと商品（衣服、化粧品、携
帯電話、観光等）がパッケージとして輸出され、相乗効果となって韓国産業の市場開拓に大きく貢献している。
加えて、日本ドラマは内容が斬新で面白いと評されているものの、ストーリーが難解で現地文化に合わず興味を
引きづらい面がある一方で、韓国ドラマはラブストーリーなどシンプルでわかりやすい番組が多く視聴者の支持
を集めていることが指摘されている。（図表1-2-3-18）。

韓国における放送コンテンツの輸出先図表1-2-3-17

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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＊76	映画やドラマなどの出演者にスポンサーの商品を持たせ認知度を高める広告手法で、PPとも略される。

ベトナムにおける日本と韓国の放送番組に対する評価図表1-2-3-18

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

日本番組 韓国番組

番組
・内容が斬新で面白い。
・日本のテレビ番組のテーマがベトナムの文化、風習と合わず、視聴者の興味を誘わな

い。
・ラブストーリーや勧善懲悪モノなど分かりやすく娯楽性が高い。
・演技、脚本など製作レベルは日本と比べて遜色ない。

広告 ・日本のテレビ番組を放送しても日本企業がスポンサーにならない。
・番組内のファッション、化粧品、携帯電話などのデジタル製品は韓国企業とタイアップ

になっていることが多い。
・さらに、韓国企業が現地で放映時のスポンサーになり、CMも大量に流されている。

旅行者増にも貢献している。

価格
・日本の番組の価格が高い（韓国の3倍、中国の5倍）。
・日本の番組の著作権が複雑であり、番組を再使用する際、プロダクションや出演者か

ら了承を取らねばならず、手続きが煩雑で時間がかかる。
・韓国の番組価格は安価である（日本の３分の１程度）。
・政府支援のもと官民一体となって低廉な価格で大量に放送コンテンツが輸出された。
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さらに韓国の場合は、放送コンテンツ輸出が牽引する形で音楽コンテンツ輸出が2009年頃より急激に拡大し
ていることも注目される。特に2011年においては、音楽輸出が放送輸出を上回るほどまで増加しており、その
輸出先の8割は日本である（図表1-2-3-19）。この頃は韓流アイドルが日本で立て続けにデビューした時期でも
あり、放送コンテンツを足掛かりとした音楽コンテンツの海外展開を表す例と言えるだろう。

B　英国における海外への番組販売
英国においても番組輸出額は年々堅調に伸びており、2005年（約5億ポンド）から2010年（約14億ポンド）

の6年間で3倍弱に拡大している。輸出先を地域別でみると、北米が全体の約40%、西欧が約30%弱を占めて
いる。年平均成長率（2005年～2010年）では、ラテン・アメリカ（35.8%）や東欧地域（32.0%）が特に高
いが、対アジア地域も24.3%と高い成長率を示している（図表1-2-3-20）。これら同国のコンテンツの海外展
開を牽引しているのは、公共放送BBC社と民間放送最大手のITV社の番組輸出であり、2012年のBBC社にお
いては64.3％が海外からの売上である（図表1-2-3-21）。

英国におけるテレビ番組の海外輸出額内訳・推移図表1-2-3-20

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

英国テレビ番組の海外輸出金額の推移
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韓国における音楽コンテンツの輸出額推移と輸出先図表1-2-3-19

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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また放送コンテンツの輸出種別では、番組販売が全体の約半分を占めているが、近年は、フォーマット販売、
共同制作等の成長が顕著である。輸出金額の種別シェアは輸出先地域によって異なり、同じ欧州地域に対しては
番組販売で約7割を占めるものの、北米地域は2割強に過ぎず、パッケージ販売・フォーマット販売の割合が欧
州地域の約4倍となっている（図表1-2-3-22）。

C　我が国のアニメにおける番組販売（周辺ビジネス展開）
日本アニメにおける海外展開状況は、前述のとおり放送コンテンツの輸出で最も多くを占めており、2011年

の展開状況としては韓国、台湾、香港、タイをはじめとしたアジア地域への展開が盛んで全体の約4割強を占め
ている。また、アニメ輸出の市場規模としては、2005年をピークに減少していたが、2010年に前年度比で市
場が改善する傾向がみられ、2011年時点では約85.5億円規模となっている。加えて、インド等の新興国におい
ては、近年低価格で高品質なアニメ制作が可能となってきており、こうした国々と連携も進んでいるところであ
る。（図表1-2-3-23）。

このように我が国のアニメ輸出が盛んな背景としては、「日本の映像コンテンツといえばアニメ」と言われる
ほど海外で高く支持されていることが第一に挙げられる。加えてアニメはドラマに比べ一般的に話数も多いため
前述の話数による課題が少なく、架空のキャラクターが登場するため吹き替えで起こる人種の違いによる違和感
がドラマに比べ起きにくいことも海外輸出を後押ししている。

一方で、ドイツ・米国などの海外では、映像コンテンツにおける暴力や性描写に関する規制が日本と比べ厳し
い傾向にあり、日本では問題なかった子供向け作品が青少年向けとして放送されたり、イスラム諸国では宗教上
の理由から魔法などのファンタジー表現ができないケースもある。そのため、アニメコンテンツを輸出する場
合、各国の事情や文化を理解した上で適切にプロモーションを行いローカライズすることが必要である。

BBCとITVにおける売上構成図表1-2-3-21

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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英国における放送コンテンツのモデル別輸出内訳図表1-2-3-22

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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これらアニメの海外展開状況としては、日本でも知名度の高い「ドラえもん」はブラジル・韓国・タイ・イン
ド・ロシア等33か国、「ポケットモンスター」は68か国で放送されている（図表1-2-3-24）。また、日本にお
ける世界からの音楽著作権収入を見てみると、上位には「ドラえもん」、「NARUTO疾風伝」、「クレヨンしん
ちゃん」など日本でも人気のある作品が入っており、加えて過去5年間の上位10位まですべてアニメで占めら
れていることからも、海外の日本アニメに対する人気の高さがうかがえる状況になっている（図表1-2-3-25）。

加えてアニメ番組は、スポンサーが限定されやすいというデメリットはあるものの、キャラクター商品などの
周辺ビジネスへの展開が他の映像コンテンツに比べ容易であり、放送コンテンツ以外で収益を確保しやすいとい
う大きなメリットがある。その一例として1987年に北米でアニメ放送されたハローキティをはじめとするサン

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

日本アニメの海外展開状況＊78図表1-2-3-23
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日本アニメの海外展開事例図表1-2-3-24

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

番組名 権利者 海外展開状況 放送国・地域（例）

ドラえもん テレビ朝日 33か国
ブラジル、コロンビア、チリ、アルゼンチン、エクアドル、ボリビア、パラグアイ、ベネズエラ、パナマ、
メキシコ、プエルトリコ、ドミニカ共和国、ニカラグア、コスタリカ、スペイン、イタリア、フラン、アルジェ
リア、チュニジア、リビア、サウジアラビア、カタール、UAE、オマーン、韓国、香港、台湾、インドネ
シア、マレーシア、タイ、インド、ロシア、イスラエル

ポケットモンスター 小学館集英社プロダクション
テレビ68か国
映画46各国
映画全世界興行収入
2億8400万ドル

－

NARUTO -ナルト- 小学館集英社プロダクション テレビ80か国以上 フランス、ドバイ

ワンピース 東映アニメーション － イタリア、ドイツ、アメリカ、メキシコ、台湾、タイ、その他

プリキュアシリーズ 東映アニメーション － イタリア、ドイツ、スペイン、台湾、韓国、その他

ドラゴンボールZ 東映アニメーション － イタリア、スペイン、アメリカ、メキシコ、台湾、タイ、その他

日本における海外からの音楽著作権収入図表1-2-3-25

（出典）JASRAC発表資料

２０１１年度 ２０１０年度 ２００９年度 ２００８年度 ２００７年度

ドラえもん　BGM バーパパパ世界をまわる ドラえもん　BGM 明日のナージャ　BGM ドラゴンボールZ　BGM（TV）

NARUTO-ナルト-疾風伝 ドラゴンボールZ　BGM（ＴＶ） ふたりはプリキュア　BGM だぁ!だぁ!だぁ!　BGM 東京ミュウミュウ　BGM

クレンヨンしんちゃん　BGM KAMEN RIDER DRAGON 
KNIGHT BGM クレヨンしんちゃん　BGM ドラえもん　BGM 鋼の錬金術師　BGM

キャプテン翼　BGM MONSTER BGM ケロロ軍曹　BGM ポケットモンスター　BGM ポケットモンスター　BGM

ポケットモンスターBGM ポケットモンスター　BGM ドラゴンボールZ　BGM（TV） 作品　新ルパン三世　BGM 名探偵コナン　BGM

聖闘士星矢　BGM ＮＡＲＵＴＯ　BGM NARUTO　BGM 爆走兄弟レッツ＆ゴー!!　BGM ドラゴンボール　BGM（TV）

かいけつゾロリBGM 赤毛のアン　BGM ポケットモンスター　BGM ぶぶチャチャ　BGM 聖闘士聖矢　BGM

ケロロ軍曹BGM ドラえもん　BGM キャプテン翼　BGM アタッカーYOU!　BGM デジモンアドベンチャー　BGM（ＴＶ）

ぼくたち地球人 ＯＢＡＮ　ＳＴＡＲーＲＡＣＥＲＳ　BGM おジャ魔女どれみ　BGM おジャ魔女どれみ　BGM キャプテン翼　BGM

Bー伝説！バトルビーダマンBGM 聖闘士星矢　BGM とっとこハム太郎　BGM ドラゴンボールZ　BGM（TV） 美少女戦士セーラームーン　BGM

＊78	日本動画協会「日本のアニメの海外展開　2013年版」
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第1部　特集　「スマートICT」の戦略的活用でいかに日本に元気と成長をもたらすか

リオでは、キャラクタービジネスの海外展開を積極的に行っている。同社売上の地域内訳を見ると約45%が北
米・欧州を中心とした海外からの収入となっており、キャラクターの使用権を販売するライセンス収入も着実に
伸びている状況である（図表1-2-3-26）。

a　アニメの番組販売事例：テレビ朝日　インド版「忍者ハットリくん」の日本逆輸入放送
1981年～1987年に日本で放送されたアニメ「忍者

ハットリくん」は、海外でも高い人気があり、世界各国
で番組販売され放送されている。インドでは、子供向け
チャンネル「Nickelodeon India」で2006年に放送を
開始してから大ヒットを記録し、現地から継続的な番組
供給を切望された。このことを受け、「忍者ハットリく
ん」の新規話数を制作する運びとなった。シナリオや絵
コンテ、オリジナルストーリー等はテレビ朝日・シンエ
イ動画が行い、映像を制作する部分はインドのアニメ制
作会社が制作し、インドで2012年から放送されている。
この新しい「忍者ハットリくん」は、2013年5月から
日本のアニマックスに逆輸入され放送が開始し、韓国においても放送されている（図表1-2-3-27）。

（ウ）番組販売（リメイク権・フォーマット販売）
番組販売のもう一つの手法に、番組の企画や脚本、

番組セット等の内容を海外の放送事業者に販売し、実
際の番組は現地の出演者でリメイクすることで、販売
元はそのフォーマット料で収益を得る手法がある。こ
の手法は、まだ我が国ではグローバル展開の中核的な
利益を出すまでには至っていないが、撮影前の企画段
階で販売をすることにより現地ニーズに合わせたロー
カライズを行いやすい仕組であるため、徐々に盛んに
なってきている（図表1-2-3-28）。

我が国でもバラエティー番組を中心にこの手法を活
用しており、海外現地ではその国で馴染みのある出演
者が登場し、その国の言葉で話すため日本の色が出に
くい面もあるものの、人種・言語の違いによる抵抗をなくし、ヒットすれば長期間において安定的な収益が入る
メリットがある。

サンリオの海外展開状況図表1-2-3-26

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
サンリオIR資料・ウエブサイト資料より作成
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日本発のフォーマット販売の海外展開状況図表1-2-3-28

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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ICT産業の「革新」とグローバル展開　第2節

A　フォーマット販売事例：日本テレビ：「マネーの虎」
2001年10月～2004年3月に放送された「マネーの虎」が、「Dragons＇den」のタイトルで世界20か国以上

にてフォーマット販売され放送されている。英国BBCではシーズン10に入るほど好評で、カナダではプライム
タイム＊79で視聴率トップとなり、カナダ最大のテレビ映画祭「カナディアン・スクリーン・アワード（CSA）」
で2013年3月に最優秀作品賞を受賞している。
B　フォーマット販売事例：フジテレビ：「101回目のプロポーズ」

1991年に日本で放送されたドラマ「101回目のプロポーズ」を、中
国でリメイクし2013年2月から公開された映画「101次求婚」が人気
を集めている。公開初日に44万人を動員、興行収入1,360万人民元

（約2億円）を記録し、最終的な興行収入は約2億人民元（約30億円）
の大ヒットとなった（図表1-2-3-29）。＊80

（エ）番組販売（ネット配信）
放送コンテンツの海外展開においては、ブロードバンドの世界的な普

及に伴い、米国のHuluやNetflix、英国のBBC iPlayer等をはじめと
した、放送コンテンツを地上波テレビだけでなくネットでも視聴可能に
するサービスが世界的に展開されるようになってきている。このような
ネット配信サービスの一部は、既に放送コンテンツ制作国以外でも視聴
可能となっており、ブロードバンド環境が整備された国々では人々が海
外の放送コンテンツにアクセスする上で重要な一つのツールとなってき
ている。

一方で海外においては、番組の販売価格にはネット配信のライセンス
費用等もセットで含まれるのが一般的である。しかし、日本の番組は出
演者・音楽・脚本など多岐にわたる権利者が複雑に関わっており、特に音楽や出演者においては1つの番組でも
複数の権利者が関わっているケースが多い。ネット配信の促進において、これらの権利者に個別に許諾を取る必
要があることは、大きなハードルとなっており複数の権利をまとめて処理できる仕組作りが求められている。

また、ブロードバンドの普及を背景にして、海外を中心に動画投稿サイト等を通じたファンサブ＊81による違
法コンテンツ配信の課題も引き起こしており、放送事業者による海外での正規ビジネスの拡大を阻害しているほ
か、権利者が適正な対価を得られていない等の問題が指摘されている。しかし、そのような状況がある一方で、
放送事業者と国内や米国等の大手動画投稿サイトで配信契約を締結する動きも出てきている。放送事業者は公式
チャンネルとして正規コンテンツの配信を行う代わりに、配信サイト側は違法コンテンツを検知・削除できるシ
ステムを用いた技術的対策を講じることで、正規コンテンツの流通ルートを構築した結果、違法コンテンツ対策
として一定の効果を挙げている。
A　テレビ東京：「クランチロール」とのネット配信提携

テレビ東京は2009年1月から米国発の動画共有サイト「クランチロール」と提携している。クランチロール
は米国で2006年に開設された動画共有サイトで、当初は日本アニメ等の違法アップロード・配信が中心であっ
た。しかし、テレビ東京との提携によりクランチロール側も違法配信対策を行い、キー局では世界で初めて日本
のテレビ放映から1時間後＊82に同社アニメが配信されるようになった。これをきっかけとして、クランチロー
ルは現在ゴンゾや東映アニメーションなどアニメスタジオ各社とも提携しており、違法配信対策とセットにした
ネット配信の新しい試みが行われている。

（オ）国際共同製作
国際共同製作は、日本と海外の放送事業者が提携し一つの番組や映画等を製作することである。提携の仕方は

いくつかあるが、企画・シナリオ等の中核になる部分はプロデュース力がある日本で行い、収録・製作は現地で
行うパターンが多い。そのため、海外事業者と権利関係等の契約交渉をスムーズに行い、現地ニーズをいかにつ
かんで的確な番組を製作するかが重要となっている。

＊79	テレビ視聴率が最も高くなる夜間の時間帯で放送各局の看板番組が並ぶことが多い。ゴールデンプライム（GP）帯とも呼ばれる。日本では
一般的に毎日19:00	～	23:00の時間帯を指す。

＊80	1人民元＝14.8円換算。
＊81	作品の愛好家が個人で海外の作品に字幕を付けてインターネット等で配信すること。
＊82	配信まで時間差がある番組も一部ある。

（出典）フジテレビ提供資料

中国版「101回目
のプロポーズ」図表1-2-3-29
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第1部　特集　「スマートICT」の戦略的活用でいかに日本に元気と成長をもたらすか

A　TBSテレビ：ベトナムテレビジョンとの共同ドラマ制作
TBSテレビは2013年秋を目指してベトナムテレビジョン（VTV） と日ベトナムの国交樹立40年記念ドラマ

「パートナー」を共同制作する。ドラマは双方のプライムタイムで2時間放送する予定で、記念ドラマ放送後も、
VTVの月～金曜日のプライムタイムでTBSテレビのドラマが集中放送され、さらに日本発放送コンテンツの現
地での訴求を目指すとのことである。なお、CMはVTV分も含めてTBSテレビで販売しVTVに配分するモデ
ルをとる。また、ドラマ制作とあわせてニュース協定を締結しており、両社は今後必要に応じて互いにニュース
素材などの提供を行い、衛星伝送手段や放送設備の使用についても互いに協力し、報道取材を支援していくこと
としている。

（カ）海外放送枠・チャンネルの確保
継続的・定期的な放送コンテンツの輸出手段で最も効果的なものとして、現地のテレビチャンネルの放送枠や

チャンネルを丸ごと確保し、現地ニーズに合ったコンテンツを提供する展開手法が挙げられる。
この手法においては広告が主たる収益源となるため、CMを出稿するスポンサー探しが重要なポイントとなる。

しかし、海外に輸出した番組にCMを付ける場合、スポンサー候補として「①現地の海外企業」、「②日本にある
日本企業」、「③現地の日本企業」の大きく3つがあるが、いずれもハードルが高いという課題がある。①や③は
知名度が高い現地の有名番組に広告を出すことを希望するのが一般的であり、②においては日本にある企業が海
外でCMなどの宣伝を行うと、海外子会社への支援と見なされ高い税金がかかり、社内の会計上も日本と海外で
別管理されている場合が多く、日本法人が海外輸出番組にCMを出しにくい構造にある。

上記のような課題はあるものの、この手法は成功すれば日本コンテンツを主体的に提供できるメリットがある
ため、広告代理店と放送事業者各社が連携しアジアのケーブルテレビや、島国のインドネシア等でニーズの高い
衛星放送に進出する試みが始まっている。
A　Hello！JapanによるシンガポールCATV放送

電通、日本テレビ、テレビ朝日、東京放送、テレビ東京、北海道テレビ等が2011年4月に出資し、設立した
J FOOD & CULTURE TV PTE. LTDが、シンガポールにて日本コンテンツ専門チャンネル「Hello！
Japan」を2013年2月より放送している。内容は日本の食・旅・バラエティ・アニメ番組が中心で、現地ケー
ブルテレビ「StarHub」の無料チャンネルの一つとして展開し、同国の総世帯数の約50％に相当する、57万世
帯をカバーし、今後は計11か国・地域＊83での展開を予定している。
B　スカパーJSAT：「インドネシアでの衛星利用契約および日本コンテンツの海外展開」

インドネシアでの衛星利用契約および日本コンテンツの海外展開」宇宙・衛星事業及び有料多チャンネル事業
を展開するスカパーJSATは、2012年5月にインドネシア大手財閥LIPPOグループ傘下のPT Tecnoves 
International社と、同社の衛星中継器に関する利用契約を結んでいる。同グループの傘下にはPT. First 
Media TBK1＊84というケーブルテレビ事業者があり、今後、同グループによりスカパーJSATの衛星を用いた
衛星放送が開始される予定である。スカパーJSATでは、インドネシアにおいて、日本コンテンツ専門の24時
間放送チャンネルの立ち上げも目指しており、LIPPOグループだけではなく、他大手衛星放送事業者とも検討
をすすめている。また放送だけでなく、放送に関連する商品展開・イベント等と一体となった事業展開も目指し
ており、インドネシアで立ち上げの後は、他のアジア各国でも同様の展開を目指している。

（キ）今後の取組（業務提携・有料放送・通販等）
今後の取組手法として、国内外の同業種あるいは異業種との連携により幅広く事業を展開する取組が行われて

いる。従来の番組販売等にとどまらず、放送コンテンツを中心にメディア事業全般を対象とするほか、通販やク
ロスメディア事業による相乗効果も狙っている。また、衛星放送というインフラを海外輸出し、日本のコンテン
ツを海外に直接展開する、産業レイヤーの連携による海外展開の取組が見られる。これらの取組は途についた状
況であるが、従来の展開手法では越えられなかった壁を、様々な業種による総合力を活かして越えていくものと
して、今後の動向が注目される。
A　フジテレビ：「伊藤忠商事との提携」

フジ・メディア・ホールディングスと伊藤忠商事はアジアでのコンテンツ事業で提携し、新会社「エフ・ア
イ・メディア企画」を共同で2012年11月に設立し、テレビ通販や音楽番組を手掛けている。通販番組におい

＊83	シンガポール、インドネシア、フィリピン、香港、マレーシア、タイ、オーストラリア、ベトナム、インド、韓国、台湾
＊84	インドネシア最大のケーブルテレビ事業者。2011	年8	月現在約53	万世帯に対してサービス提供を行っている。
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ICT産業の「革新」とグローバル展開　第2節

てはタイや台湾のテレビ通販会社の協力を得て、日本を含む3か国・地域の商品を紹介する番組を2013年4月
から順次放送している。音楽番組においては、台湾の地上波局・韓国のCATV局・インドネシアのメディア会
社が協力し、音楽オーディション番組を放送しており、どちらも番組製作は東京のフジテレビスタジオで行って
いる。
B 　インドネシアにおける特撮番組「ガルーダの戦士ビーマ」の共同製作など

1990年代から日本の「仮面ライダー」シリーズがインドネシアで放
送され、人気があったことを背景に、伊藤忠商事・石森プロ・インドネ
シア放送局共同でインドネシアオリジナル特撮番組「BIMA Satria 
Garuda（ビーマ・サトリア・ガルーダ／ガルーダの戦士ビーマという
意味））が製作され2013年6月より放送されている。日本側は原作の
提供、アクション・特撮技術の指導、衣装の作製、ビジネス展開等の協
力、インドネシア側は番組製作を担当している。子供向け番組であるた
め、アニメ同様ライセンスビジネス等の周辺ビジネス展開も期待されて
いる（図表1-2-3-30）。

また、同国からの日本留学経験者が立ち上げた番組製作会社による、
インドネシア発の日本紹介番組「心の友」が2013年2月に放送された。
日本のJETROや地方自治体などの支援を受けて製作されており、イン
ドネシア人の目から見た日本の面白いところが紹介されている。

エ　放送コンテンツの海外展開にむけた総務省の取組
（ア）放送コンテンツ流通の促進方策に関する検討会における検討状況

総務省では、平成24年11月から「放送コンテンツ流通の促進方策に関する検討会」＊86を設置し、（1）権利
処理の効率化の促進、（2）海外におけるコンテンツ発信の場の確保、（3）海外市場など新たな市場開拓の促進
に向けた課題等について検討を行ってきた。放送コンテンツの海外展開が進まない背景として、国内市場に比べ
て海外市場の規模が小さいため、権利処理が進まないという事情がある。このため、「権利処理の効率化・迅速
化」と「海外市場の拡大の促進」を両輪で進めることが重要である。 

俳優等の実演家に関する権利処理については、一般的に俳優等の権利者から放送の許諾しか得ていないことか
ら、海外展開等の二次利用には権利処理が必要であり、すべての権利者からの許諾を得るには、時間とコストが
かかり、権利処理の円滑化が課題となっている。総務省では平成22年度から実演家の権利処理窓口の一元化を

その他の海外展開事例＊85図表1-2-3-31

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

プレーヤ 関係者 主な取組の内容

芸能プロダクション 吉本興業
●上海メディアグループ（SMG）との共同番組製作、「吉本新喜劇」のローカライズ、上海事務所や台湾事務所の設置によるマネ

ジメント業務等を幅広く展開。米最大手タレントエージェンシーCAAと戦略的な提携を結び、映画やデジタル、スポーツ分野で事
業を展開、日米のＴＶ番組フォーマットの共同製作も手がける。

番組製作会社

太陽企画（CM製作会社）
●海外展開にリソースを割き難い地方局を対象に、 海外番販の代理店事業を展開。 米大手番組製作会社Ａ．Ｓｍｉｔｈ & Co. 

Productionsと、番組フォーマットの開発・販売、コンテンツの調達・販売等で提携しており、米国、アジアを中心に展開してい
る。HTBの英語版サイトの製作も手がけており、航空会社の国際線機内放送への販売等も視野にいれており、地方局の国際事業
を多角的に展開している。

ATP ●2011年12月に国際共同製作推進のための日本初の試みとなる「東京TVフォーラム」を開催。

バンダイナムコグループ
●電通エンタテインメントＵＳＡと、『ダンボール戦機』の北米を含む地域での玩具分野のマスターライセンス契約。バンダイアメリカ

が『ダンボール戦機』のテレビアニメを基にした玩具を開発、流通・販売を手掛ける。
●テレビ東京と契約し、『ダンボール戦機』の欧州での玩具分野のマスターライセンスを獲得。欧州で2013年秋を目途にテレビ放

映と商品発売を開始する。

ローカル局

北海道テレビ ●東アジア向け衛星放送JET-TVで「北海道アワー」を放送し、台湾から北海道への観光客が増加。
●看板バラエティ「水曜どうでしょう」が米国等で放送、国際賞獲得ドラマ「歓喜の歌」が各国で放送。

北海道ローカル局
●TIFFCOM（東京）、ATF（シンガポール）、FILMART（香港）等に出典。
●札幌・北海道コンテンツ戦略機構が、売れるコンテンツを調査し、各局に交渉の場を提供、海外番販で大きなコストとなる翻訳・

字幕付与作業への補助金も支援している。

九州・沖縄のJNN系列8局 ●九州を紹介した番組「九州遺産」（2010年までに1時間番組27話）を共同で制作し、同番組による海外展開を行っている。

準キー局 朝日放送
●英フリーマントルメディアと朝日放送が保有する番組の海外市場へのフォーマット商品化契約を発表。米リアリティショー製作大手

ピルグリム・スタジオズと新バラエティ番組フォーマットの共同開発契約を発表。
●同局の豊富なバラエティ番組から発掘し、フォーマット販売を欧米、中国、韓国等に展開。韓国では、チャンネルA、JTBCの2

社と業務提携。

＊85	ATPは全日本テレビ番組製作社連盟	国内の主要番組製作会社が加盟している業界団体
＊86	http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/broadband_contents/

（出典）2013 RCTI/ISHIMORI Production

「ガルーダの戦士ビーマ」図表1-2-3-30
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第1部　特集　「スマートICT」の戦略的活用でいかに日本に元気と成長をもたらすか

推進してきているところであり、関係者の工夫の積み重ねや一般社団法人（映像コンテンツ権利処理機構
（aRma））による取組等を通じ、その効率化が大きく前進してきたところである。一方、レコード原盤に関する
権利処理については、原則として放送コンテンツを展開する国・地域毎に当該レコード会社の現地法人の許諾が
必要であり、現地法人の許諾を得られない又は原盤の権利料が高価となる場合のコスト等を考慮し、放送事業者
が楽曲の差し替えで対応するケースが多い。

同検討会では、その下に実演家関連ワーキンググループ及び音楽関連ワーキンググループを設置し、実演家分
野及び音楽分野における権利処
理の促進に係る事項について専
門的な観点から検討を行った。
平成25年6月に開催された検
討会（第3回）における最終報
告では、（1）放送直後に海外
展開する特定の番組について、
実演家の事前の書面による許諾
を実施、（2）放送番組に使用
される音楽の権利について、ア
ジア地域かつ邦盤から段階的に
集中処理に着手、（3）aRma
を中心とした実演家の権利使用
料の徴収・分配の一元化、と
いった取組を促進することが必
要との報告がなされた（図表
1-2-3-32）。

また、海外市場の規模の拡大については、平成24年度補正予算において経済産業省と併せて170億円の予算
が確保されており、こうした予算も有効活用して、現地語字幕の付与、国際共同製作等による現地のニーズに合
わせたコンテンツの製作、海外のチャンネル・放送枠の確保、放送とネット双方での発信などについて、引き続
き官民を挙げて取り組む必要がある。特に、海外に対して日本で放送した番組をそのまま輸出するだけではな
く、現地の文化やニーズに合わせた放送コンテンツの現地化を強化することで将来のビジネス展開も見据えた取
組を進めていくことが放送コンテンツの海外展開に当たっては効果的である。

さらに、諸外国の取組の調査・分析を踏まえ、海外市場の開拓に向けた戦略を策定・実行していく必要があ
る。最終報告では、タイにおける日本ドラマの集中放映やイベントの実施等の取組も参考にしながら、コンテン
ツ業界と関連ビジネス、各省庁が一体となったオールジャパンの推進体制（一般社団法人）の整備を進めていく
必要がある、との報告が行われた＊87。

（イ）放送コンテンツのグローバル展開における経済波及効果
平成25年5月に行われた安倍総理の成長戦略に関するスピーチ（第2弾）において、「クールジャパン」を起

爆剤に製造業もサービス業も「オールジャパン」で海外に展開していくとの方針が示された。その中でも、放送
コンテンツの海外展開については、5年後（2018年）までに放送コンテンツに関連する海外事業売上高を現在
の3倍近くに増加させることが目標として掲げられ、その周辺産業への波及を含めた経済効果は4,000億円に及
ぶことが示された。

（2）次世代放送サービスの普及に向けた取組（4K／8Kの取組を中心に）

ア　4K／8K（スーパーハイビジョン）への取組と意義
放送のデジタル化が完了し、高精細なハイビジョン放送や双方向サービスが利用可能な高度なインフラが整備

され、今後はそれらを活用したデジタルならではの新たな放送サービスの普及を進めていく段階にある。一方、
既に、現在のハイビジョン（2K）の画面画素数（約200万画素）の4倍、16倍に相当する「4K」、「8K」と呼

＊87	http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01ryutsu04_02000028.html

放送コンテンツの権利処理一元化の推進図表1-2-3-32

施策の概要 
放送コンテンツの二次利用の促進に向けて、ネットワークを通じた権利処理及び不明権利者探索の一元化に 
関する実証実験を実施し、円滑な権利処理の実現に資する。 

現状及び課題 
・ NHK及び民放キー局は、放送番組の二次利用（ネット配信、海外番販等）に係る実演家の利用許諾につい
て、ほぼ全てaRmaを通じて申請を行っている。 

・ 現在はaRmaは申請・許諾についてのみ窓口となっており、手数料収入を得られていない。今後、権利処理
の更なる効率化とaRmaの自走化のために、権利使用料の徴収・分配までを一元化することが必要。 

◎ 放送コンテンツの権利処理一元化に関する実証実験 

映像コンテンツ権利処理機構

権利者
団体
権利者

許
諾
の
可
否
を
回
答

権利者
団体

許
諾
の
可
否
を
回
答

権利者権利者
団体

許
諾
の
可
否
を
回
答

権利者

許
諾
の
可
否
を
回
答

許
諾
の
可
否
を
回
答

権利者不明の場合、
不明権利者を探索
権利者不明の場合、

通
知

通
知

通
知

NHK 民放キー局
・・・

・・・・・・・・・・・・・・
地方局

：申請
：回答

・連絡会
・実証実験

国

・日本音楽事業者協会 
・日本芸能実演家団体協議会 
・音楽制作者連盟     等 

映像コンテンツ権利処理機構（aRma） 
Ｈ２１.６設立 

効果 
・aRma申請受付 年間6000件 
 （実演家数としては延べ16万人） 

・利用許諾申請窓口一元化による 
  総作業時間の削減効果 40.3％ 

図表１－２－３－ 29 
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ばれる、より高精細な映像技術を活用した
次世代の放送の実現に向けた取組が、我が
国の放送関連産業の競争力強化を図ること
を目的に、官民一体となって進められてい
る（図表1-2-3-33）。

4K／8Kの高精細技術は、テレビ、放送
にとどまらず、デジタルシネマやデジタル
サイネージ（電子看板）等への広がりも期
待できる上、関連機器やコンテンツ制作等
のノウハウの輸出にも繋がる可能性を秘め
ている。韓国＊88、欧米等諸外国の事業者
においても積極的な取組が進んでいるところである。

高精細技術に強みを持つと言われる我が国において、具体的なサービスを早期に実用化し普及させることによ
り、放送関連産業の技術力及び国際競争力の確保を図り、技術や製品、ひいては日本文化等の輸出につなげてい
くことが期待されている。

総務省では、「ICT成長戦略会議　放送サービスの高度化に関する検討会」において、4K／8K、スマートテ
レビ等次世代の高度な放送サービスの早期普及に向けた方策について検討を進め、本年5月31日にとりまとめ
を行った＊89。その中で、4K放送については2014年（ブラジル・ワールドカップの開催年）に、8K放送につい
ては2016年（リオデジャネイロ・オリンピックの開催年）に、それぞれ試験的な放送を開始することを目指す
ロードマップが示された（図表1-2-3-34）。

イ　次世代放送の展開
高精細な映像サービスの普及状況としては、既に映画やゲームの分野では一部コンテンツが4K化しており、

映画館向けの業務用プロジェクター・撮影カメラ・ディスプレイ等の機器についてはメーカー各社から対応製品
が発売されつつある。また、民生用のディスプレイについては主要な端末製品（テレビ、パソコン、タブレッ
ト、携帯電話・スマートフォン）の画面解像度は、フルハイビジョン（HD）の2Kに移行しつつある。特に市
販されている30インチ以上の液晶テレビは大半が2Kになっており、4K対応のパネルを搭載した製品も販売さ
れている。またノートパソコン等の製品においては2Kを超える解像度のディスプレイを搭載した製品も販売さ
れ、画面の高精細化が加速している。

また、国内の通信事業者や映像配信サービス事業者は、薄型大画面テレビと手元のスマートフォンやタブレッ
ト等のモバイル端末を連動させるマルチスクリーンサービスの提供を開始している。FTTHやLTE等のインフ
ラ整備により、高精細な映像コンテンツをいつでもどこでも自由に楽しめる視聴環境が整いつつあり、視聴者
ニーズに応えたサービスの提供や端末の高付加価値化の観点からも、4K・8Kによる高画質化はスマートテレビ
などの高機能化と一体となって更に進展するものと推察される。

4K／8Kの普及推進に関するロードマップ図表1-2-3-34

（出典）総務省「放送サービスの高度化に関する検討会」とりまとめ

2014年 （ブラジル・ワールドカップの開催年）
〔可能な限り早期に、関心を持つ視聴者が4Kを体験できる環境を整備。〕

〔衛星〕・124/128度CSを活用。STB等を通じ、希望する視聴者が、自宅や量販店等で視聴可能な環境整備を目指す。

〔ケーブル〕・ケーブル網での放送については、今後の放送関連技術の策定や衛星による試行的放送の準備状況をにらみながら、同時期に開始できるように準備を進める。

〔IPTV〕・VODサービスを2014年早々に試行的に開始。IP放送サービスについては、今後の放送関連技術の策定や衛星による試行的放送の準備状況をにらみながら、同時期に
開始できるように準備を進める。

2016年 （リオデジャネイロ・オリンピックの開催年）
〔可能な限り早期に、関心を持つ視聴者が8Kを体験できる環境を整備。〕

　〔衛星〕
・124/128度CSに加え、110度CSの左旋等の活用を想定。
・8Kについては、STB等を通じ、希望する視聴者が自宅や量販店等で視聴可能な環境整備を目指す。
・4Kについては、より多くの視聴者が、STB等を通じより多様な放送番組を自宅で視聴可能な環境を整備することを目指す。

2020年 （オリンピックの開催年）
〔希望する視聴者が、テレビによって、4K／8Kの放送を視聴可能な環境を実現。〕

　〔衛星〕・124/128度CS及び110度CSの左旋に加え、110度BS右旋等の活用を想定。
・4K／8K双方の放送が視聴可能なテレビを通じ、より多くの視聴者が、自宅等で、より多様な4K／8Kの放送番組を視聴可能な環境整備を目指す。

＊88	2012年10～12月にかけて、KBS等放送事業者4社が、地上波における4Kの実験放送を実施。
	 また、2013年1月に米ラスベガスで開催された世界家電見本市CES（International	Consumer	Electronics	Show）では、韓国メーカー

が上記実験のデモンストレーションを展示。
＊89	http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/bcservice/01ryutsu12_02000044.htm

4K/8Kの画面サイズと実用化状況図表1-2-3-33

（出典）総務省「放送サービスの高度化に関する検討会」

解像度 画面サイズ 実用化状況 

２Ｋ 

４Ｋ 

８Ｋ 

 １６倍（８Ｋ←２Ｋ） 

参考： Apple社製「新しい iPad」は、２Ｋの１．５倍程度の解像度 

  約２００万画素 
  1,920×1,080 
  ＝ 2,073,600 

 
  約８００万画素 
  3,840×2,160 
  ＝ 8,294,400  

 
約３，３００万画素 
  7,680×4,320 
  ＝33,177,600 

３２インチ 

５０インチ 

映画 
（デジタル制作・配信） 

実験段階 
（パブリックビューイング
等） 

テレビ 
（ＨＤＴＶ：地デジ等） 

  

  

  

 ４倍（４Ｋ←２Ｋ） 

１００インチ 

2 
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第1部　特集　「スマートICT」の戦略的活用でいかに日本に元気と成長をもたらすか

4K テ レ ビ の 市 場 規 模 に つ い て は、NPD 
DisplaySearchが次のような予測数値を元に急速に
普及が進むことを示唆している。同社によると、
2013年の4Kテレビの世界の売上高は約17億ドル程
度であるが、2016年には約88億ドルまで成長し、
年平均成長率74％の急速な拡大が期待されるという。
また、台数ベースでも2013年の50万台から2016年
の725万台まで年平均成長率143％での急速な拡大
が見込まれている（図表1-2-3-35）。

我が国では、今般、4K放送開始の前倒しとその後
の4K／8Kに向けた普及のロードマップが示され、関
係業界において推進体制「次世代放送推進フォーラ
ム」も発足しているところである（第5章第3節2（1）イ「放送サービスの高度化」参照）。端末の低廉化と放
送コンテンツの充実に向けた取組が本格化することにより、4Kテレビの市場は急速に拡大していくことが予想
される。

4K等の映像制作、配信等については、我が国のみならず海外においてもプロダクション（制作会社）、放送事
業者、コンテンツ配信事業者、システム事業者、端末事業者等の取組が活発になりつつあり、本格的なビジネス
化に向けたエコシステムの構築が始まっている。

また、このような高精細映像技術の応用は、前述した民生用途にとどまらず、産業用途にも広く波及していく
ことが予想される。4K／8Kの高精細ディスプレイや撮像カメラの技術は、放送用機器のみならず、X線やマン
モグラフィ等の診断画像や電子カルテ等を一覧表示するタブレット端末や、外科手術等で使われる高精細内視鏡
など医療分野での利用が期待されている。また、
CAD等設計業務における高精細ディスプレイへの
応用や、防災や社会インフラの保守・保全等を目的
とした高精細監視カメラへの応用、デジタルサイ
ネージ向けシステムへの応用なども想定される（図
表1-2-3-36）。

このような4K／8Kの活用可能性が高い分野につ
いて、現在の市場規模又は2020年時点での推計市
場規模の例を図表1-2-3-37に示す。

産業用途への普及が進むことにより、製品の低価
格化が進み、幅広い導入が期待されるばかりでな
く、民生用途の製品の低価格化、普及にも弾みがつ
くことも考えられ、端末メーカー各社は、民生用途
と産業用途の双方を視野に入れた取組を始めている
ところである（図表1-2-3-38）。放送分野で先行す
る4K／8K関連の技術は、他の産業分野に波及する
可能性を有しており、今後の幅広い裾野の広がりが
期待される（図表1-2-3-39）。

4K／8K化が想定される分野と市場規模の例図表1-2-3-37

（出典）総務省「有料放送の高画質化・高度化等に関する調査研究」（平成25年）

既存市場
（2011年、2012年現在）

・放送用機器〔5,000億円〕
・内視鏡検査システム〔2兆 5,000億円〕
・設計・デザイン（CAD、CG）〔2兆 円〕
・セキュリティ（監視カメラ等）〔8,300億円〕

推計市場
（2020年時点）

・映画（スクリーン、プロジェクター）〔約2,000億円〕
・広告等（デジタルサイネージ、スタジアム）〔約4,300億円〕
・医療用モニター〔約1,500億円〕
・博物館・美術館〔約80億円〕

4K/8K技術の展開イメージ図表1-2-3-36

（出典）総務省「有料放送の高画質化・高度化等に関する調査研究」（平成25年）

4K/8K4K/8K 
超高精細 

映像技術 

 

放 送 

広告等 

医 療 

防犯・ 

監視 

設計・ 

デザイン 

教育・ 

学術 

映 画 

・放送関連機器 

 （カメラ、編集、エンコーダ等） 

・デジタルシネマ 

 （プロジェクター、スクリーン） 

・博物館・美術館 

・セキュリティ（監視）カメラ 

・医療用モニター 

・内視鏡システム 

・デジタルサイネージ 
・スタジアム 

・ＣＡＤ、CAM、CG 
 （機械設計、工業デザイン等） ・産業エリアカメラセンサ 

 
 １－２－３－３３ 

世界の4Kテレビ＊90売上・台数予測図表1-2-3-35

（出典）NPD DisplaySearchによる推計（2013/1/29）

売上年平均成長率＝74％
台数年平均成長率＝143％

（億ドル） （万台）

（年）

売上額（左軸） 売上台数（右軸）

0
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40
50
60
70
80
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100
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50

2016201520142013 0
100
200
300
400
500
600
700
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1000

＊90	テレビ専用受像機のみを指す（テレビ機能付きパソコン・タブレット、サイネージ等は含まない）。
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ウ　国際的な動向
A　関連技術の標準化の動向

4K／8Kの超高精細な放送においては、その情報量の多さから映像の圧縮方式・伝送路が重要なポイントと
なっている。2013年1月にはITU－T＊91・ISO/IECにおいて、現行のH.264方式の2倍程度の圧縮性能を持

＊91	 International	Telecommunication	Union	Telecommunication	Standardization	Sector。国際電気通信連合の部門の一つで、通信分
野の標準策定を行っている。

民間事業者における4K／8Kの取組事例図表1-2-3-38

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

プレーヤ 概要 主な取組の内容

BBC/BSkyB等 4Kプロダクション ●4Kプロダクションとしては、3net StudiosのほかにもBBCやBSkyBが試験的に4Kで放送収録を始めている。

Foxスポーツ 4Kプロダクション ●NFL試合の中継にて、ソニー社製4Kカメラ「CineAlta F65」を現場で用いてインスタントリプレイを行っている。

KBS 4K放送 ●LG Electronics（LG電子）とともに4K映像を地上デジタル放送で流す実験に着手している。

Netfl ix 4Kコンテンツ配信 ●4K映像の配信実験を進めている。

ソニー

4Kコンテンツ配信 ●2013年夏に米国で4K映像の配信サービスを始めることを明らかにした。

4K デジタルシネマ
制作の支援施設を
ハリウッドに開設

●ソニーは2012年3月29日、4K 映像制作の市場環境整備を目的に、映像制作支援施設「ソニー・デジタルモーションピクチャー・センター
（DMPC）」を5月1日に開設する、と発表した。

●DMPC は、映画監督や撮影監督など映像制作のプロに、総合的なデジタル映像制作ワークフローについて、各種トレーニングを行うなど総合
的支援をする施設。米国カリフォルニア州カルバーシティにある米ソニー・ピクチャーズ エンタテインメント(SPE)のスタジオ内に設置される。

●DMPC では、現在業界最高画質の4K 映像が撮影可能な CineAlta カメラ F65での撮影に加え、各種トレーニングを受けることが可能。ト
レーニングには4K コンテンツの編集領域でのワークフローや、4K デジタルシネマプロジェクターを設置した専用シアターでの収録・編集映像
の即時プレビューなどの内容を用意している。また、4K 映像制作のほかに、35mm デジタルカメラを使用した HD ドラマ制作トレーニングも
受けることができる。

新4Kブ ラビ ア、
ボーナスに4Kクオ
リティのハリウッド
映画作品が同梱

●2012年9月に開催されたIFAにて、世界に先行して発表された、84V型4K対応液晶テレビ「ブラビア」（モデル：XBR-84X900(米国)/ 
KD-84X9000(日本)）は、ソニーが謳う「the world‘s fi rst 4K Ultra HD delivery solution」を担う製品であるが、この4Kブラビア
には4K画質のハリウッド映画が同梱されており、他社メーカーにはない、有利な4Kエコシステムを整えることで差別化を図る。

小さな劇場にも、
ソニーがデジタルシ
ネマ用4Kプロジェ
クター新製品

●ソニービジネスソリューションは2013年2月13日、業務用の4Kデジタルシネマ用プロジェクションシステム「SRX-R515P」を発表した。
実売700万円前後と従来よりも価格を抑え、光源やフィルターの扱いを簡便にしたモデル。同社はこれまでシネコンなど大規模な劇場を中心に
デジタルシネマシステムの導入を進めてきたが、今回の新製品により、中小の劇場やホール、独立系劇場などへも広げる考え。

手術室で４Ｋ映像撮
影・表示するシス
テム

●手術室で4K×2Kの映像をリアルタイムに撮影・表示するためのシステムを、2013年4月12日から「2013 国際医用画像総合展（ITEM 
2013）」で展示した。手術中の映像を撮影する術野カメラを想定したシステムである。

●同分野では、フルHDクラスのカメラの導入が進んできているが、「ある部分を拡大して見たいという場合に、どうしても映像がボヤケてしまう」
という課題があった。一方、4K×2Kカメラを手術室に導入している病院もいくつか存在するが、「これまでのシステムでは、リアルタイムに映
像を確認できなかった」という。

JVCケンウッド
業務用D-ILAプロ
ジ ェ ク タ「DLA-
VS4800」発売

●株式会社JVCケンウッドは、8K解像度表示を実現した世界初の量産モデルとなる業務用D-ILAプロジェクタ「DLA-VS4800」を2013年3
月下旬より発売した。独自開発による約1000万画素の「1.27型4K2K D-ILAデバイス」と、新開発「e-shiftデバイス」で構成する光学エ
ンジンにより、8K解像度での表示を実現している。

パナソニック 20型４Ｋタブレット
を医療向けに提案

●4K画像に対応する20型タブレット端末を、2013年4月12日から「2013 国際医用画像総合展（ITEM 2013）」で展示した。このタブレッ
トは、「2013 International CES」で披露しており、医療分野での活用の可能性を提案した。

●診療室や病棟（ベッドサイド）、在宅医療などにおいて、診断画像や電子カルテの情報を表示させる用途を想定する。表示の画素数は3840×
2560で、通常の4K×2Kよりも縦長（アスペクト比は15対10）。約10M（1000万画素）のため、微細な病変組織を確認するマンモグラ
フィに必要とされる5M（500万画素）の画像を並べて表示させることができる。「以前の診断画像と今の画像を比較するため、5Mのモニター
を並べて比較して見ているケースが多い。このタブレットを使えば1台で済み、スペースも有効活用できる」という。

デジタル製品における高精細化の進展図表1-2-3-39

（出典）総務省「ICT産業グローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
各種文献より作成

さらなる 
高精細化 

 
 
 
 
 
 

NTSC       WXGA 

1990年代 

（640×480） 

2000年 2013年 

（1366×768） 

フルHD 

（1920×1080） 

VGA XGA／SXGA 

（640×480） （1024×768／1280×1024） 

フルHD 

（1920×1080） 

テレビ 

QSXGA 

（2560×2048） 

14” 57ppi 15” 85ppi／19 ”86ppi  27” 121ppi 

WXGA～ 

（1280×800） 

7” 216ppi 

HD～ 

（1280×720） 

4.9” 300ppi 

WVGA～ 

（854×480） 

3.2” 327ppi 

パーソナルツール 

～QCIF 

（160×120） 

2” 100ppi 
QVGA 

（420×240） 

2.4” 2020ppi 

23” 96ppi 

近 

遠 

視
認
距
離 

タブレット 

スマートフォン 

携帯電話 

PCモニター 
4K製品 
本格化 

（3840×2160） 
4Kテレビ 

1-2-3-35 
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第1部　特集　「スマートICT」の戦略的活用でいかに日本に元気と成長をもたらすか

つ新たな符号化方式（HEVC）が標準化されており（同年4月に勧告化）、これを受け各国で次世代放送に向け
た取組が加速している。
B　韓国における次世代放送への取組

韓国においては、放送通信委員会（KCC）＊92が2009年5月に「電波振興基本計画」を策定し、超高画質放
送（UHDTV）に1.5兆ウォンを投じており、翌年5月に発表した今後の有望放送通信サービスの中の一つにも
4G放送（超高画質放送、3D放送、実感放送）を取り上げている。

また2012年7月にKCCは同国のKBS＊93局に対し地上波における4Kの実験放送局免許を認可し、同年10月
から民放3社も交えた衛星を使った実証実験を開始しており、翌2013年に開かれたCESにおいては、韓国LG
電子社のブースにてKBSと共同で4K放送のデモンストレーションを行っている。

今後、韓国では3D放送の促進と合わせて2014～2015年に4K、2018年には8Kの商用サービスを開始する
計画を立てており、既に4Kで制作されている韓国ドラマ「推奴 チュノ」や「王女の男（The Princess' Man）」
が試験番組として放送予定とされているなど、日本を始めとした海外勢を意識した次世代放送の主権を握るため
の取組を加速させている（図1-2-3-40）。

＊92	韓国における放送・通信における研究・管理・制作を管轄する大統領直属の機関。
＊93	韓国放送公社、韓国の国営放送局。
＊94	UHDTV（超高画質放送）：4K／8Kの高画質放送
	 バクサンホ氏（韓国放送協会）「世界第二の実験放送－周波数を確保、政策支援急務（UHDTVの現状と展望）」

韓国における4K／8Kの取組＊94図表1-2-3-40

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）

日付 実施・発表事項 関係事業者・団体

2009年
5月18日

放送通信委員会（KCC）は、「電波振興基本計画」を策定。超高画質放送(UHDTV)の研究開発などに5年間で1兆5,287億ウォンを
投じることを定める KCC

2010年
5月7日

KCCは「放送通信未来サービス戦略」を発表。10大未来有望放送通信サービスの中に、4G放送(3DTV、UHDTV、実感放送)の導
入が含まれている。 KCC

2012年
2月末 KCCにUHDTV実験放送局許可を申請 KBS

4月3日 2012年9月から実験放送を開始することを発表。KBS、MBC、SBS、EBCの4局が実験放送に必要なプログラム提供と編成などに関
する協約を締結 KBS、MBC、SBS、EBS

7月16日 KBSの申請に対して、放送通信委員会から実験の認可
－Ch66を利用することを決定 KCC、KBS

10月11日
～10月17日 ソウルで開催される第49次アジア太平洋放送連合（ABU）総会の時期に、国内外VIPに対して試験放送を行う予定 －

2010 2013 2014-2015 2017 2018-

3DTV 実験放送 （衛星/ケーブル）商用サービス （地上波）試験放送 多視点実験放送

UHDTV － 4K実験放送（衛星） 4K商用サービス（衛星） 8K実験放送（衛星） 8K商用サービス（衛星）

実
感
サ
ー
ビ
ス 

マ
ル
チ
メ
デ
ィ
ア
サ
ー
ビ
ス 

Ａ
Ｖ
サ
ー
ビ
ス 

情報選択型 単純視聴型 情報カスタマイズド型 情報創造型 

ラジオ 

カラーTV 

白黒TV 
CATV 

HDTV 

インターネット放送 

DAB 

DCATV 

DMB 

AT-DMB 

モバイルIPTV 

モバイル放送 

知能型HDTV 

個人カスタマイ
ズド型DCATV 

※・・・・
・・・・・・ 

※・・・・
・・・・・・ 

4K UHDTV 

8K UHDTV 

2013年 

2009年 

2017年 

ユビキタスIPTV 

ユビキタスDCATV 

放送通信融合モバイル放送 

3D DMB 

実感メディア 

照合メディア 

多視点3DTV 
3DTV 

※・・・
・・・・・
・・・・・ 

IPTV 
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